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序     文 
 

世界保健機構（World Health Organization：WHO）によると、全世界で 400 万人の保健人材が不

足しており、人材育成はミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）達成にあ

たって喫緊の課題となっています。近年大洋州地域でも保健人材の海外移住の増加や現任人材の

老齢化により、保健現場で活動する人材の不足や労働力の低下が起こっており、このことが、保

健サービスの質的低下の一因とされています。 
特に大洋州地域では、看護師、助産師、看護補助などの看護職が地域保健サービス現場の中核

を成しますが、これまで医師や専門技術者に多くみられた海外移住は、中堅層の看護師において

も増加し、その結果、保健現場では中堅層の看護師の減少がみられています。その要因として、

看護学校卒後 3～5 年以上の中堅層といわれる経験者に対する需要が高まり、それによる過重労働、

また政治不安や低賃金労働への不満が後押ししていると考えられます。さらに、適正な人材育成

計画と人材雇用が実施されてこなかった結果、国内での保健人材配置の地域不均衡や定年看護指

導者の後継者不在等が起こり、地域保健サービス供給に影響を与えています。一方で、海外移住

については個人の選択の自由と社会経済的要因を含み、移住抑制策などを強行して解決できる問

題ではないため、各国保健省は自国の政策で可能な限りの労働者保護策やインセンティブ案の導

入などの対応を行っています。 
こうした状況に対し、独立行政法人国際協力機構（JICA）はフィジー共和国において「地域保

健看護師現任教育プロジェクト」（2005～2008 年）を実施しました。同プロジェクトでは、フィ

ジー共和国の中部地方において、地域保健看護師のための「現場ニーズに基づいた現任研修」の

モデルを開発し、パイロット地域において一定の成果を上げました。しかしながら、モデルの全

国的・地域的な普及に必要なエビデンスの確立、国家政策への組み込みがなされておらず、それ

を発展させるべく、大洋州 3 カ国（フィジー共和国・トンガ王国・バヌアツ共和国）から要請が

あり、JICA は「大洋州地域地域保健看護師のための『現場ニーズに基づく現任研修』強化プロジ

ェクト」（以下、本プロジェクト）を 2010 年 10 月より約 3 年間の期間で実施いたしました。 
2014 年 2 月の本プロジェクトの終了に先立ち、プロジェクトの進捗状況の確認、評価 5 項目に

よる評価を行うことを目的として、2013 年 8 月～9 月に調査団を派遣し、終了時評価調査を実施

いたしました。本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後類似のプロジェクトに

活用されることを願うものです。 
ここに、本調査にご協力頂いた内外関係者の方々に深い謝意を表しますとともに、引き続き一

層のご支援をお願い申し上げます。 
 

平成 26 年 5 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 戸田 隆夫 
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写     真 
（1）フィジー共和国 

  

看護ステーション 中東部地方保健事務所 

  

  

看護ステーションの地域保健看護師 ミニッツ署名 

 
  



（2）トンガ王国 

  

ヘルスセンター ヘルスセンターの地域保健看護師への聞き取り 

  

 

合同調整委員会 

 
  



（3）バヌアツ共和国 

  

ヘルスセンターの地域保健看護師への聞き取り 看護指導官等の関係者との協議 

  

  

合同調整委員会 保健次官との協議 
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Nursing Council  看護審議会 

Nursing Decree  看護法令 

Nursing Service Manger NSM 州看護師長（バヌアツ）：新体制移行後に設置

される職位 

Nursing Station  看護ステーション：フィジーにおける最下位の

医療施設で、常駐するのは通常看護師 1 名のみ 

Nursing Supervisor  看護指導官、地域看護における中間管理職 

Organisation for Economic 
Co-operation and Development 

OECD 経済協力開発機構 

Pacific Human Resources for Health 
Alliance 

PHRHA 大洋州保健人材同盟 

Plan of Operation PO 活動計画 

Position Descriptions PD 職務規定書（フィジー） 

Post-Training Supervisory Visit PTSV 研修後実地指導 

Primary Health Care PHC プライマリ・ヘルス・ケア 

Project Design Matrix PDM プロジェクト・デザイン・マトリックス 

Provincial Health Office PHO 州保健事務所（バヌアツ） 

Provincial Health Manager PHM 州保健事務所長（バヌアツ） 

Public Service Commission PSC 人事院 

Queen Salote School of Nursing QSSN クィーン・サロテ看護学校（トンガ） 

Record of Discussion R/D 討議議事録 

Reproductive Health Nurse RHN 地域保健看護師（トンガ） 

Senior Health Sister, Senior Sister  上級看護主任（フィジー） 

Sister-in-Charge SIC 看護師長：臨床の IST コーディネーター（フィ

ジー） 

Sub-division  地区（フィジー）：地方（division）の構成単位 

Sub-divisional Health Office  地区保健事務所（フィジー） 



Sub-divisional Health Sister SDHS 地区看護師長（フィジー） 

Supervision and Coaching S&C スーパービジョン（監督指導）とコーチング 

Supervisory Visit  監督指導訪問（プロジェクト策定のチェックリ

ストに沿ったスーパービジョンを目的とした

施設の訪問） 

Training Development Committee TDC 研修開発委員会（トンガ保健省） 

United Nations Population Fund UNFPA 国連人口基金 

Vaiola Hospital  ヴァイオラ病院：トンガ唯一の 3 次医療施設 

Vanuatu College of Nursing Education VCNE バヌアツ看護教育カレッジ 

Vila Central Hospital VCH ヴィラ中央病院：バヌアツ唯一の 3 次医療施設 

Village Health Worker VHW 村落保健ボランティア（バヌアツ） 

World Health Organization WHO 世界保健機関 
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評価調査結果要約表（フィジー共和国） 
１．案件の概要 

国名：フィジー共和国 案件名：地域保健看護師のための「現場ニーズ

に基づく現任研修」強化プロジェクト 
分野：保健 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：人間開発部保健第三課 協力金額（評価時点）：約 4.5 億円（3 カ国合計） 
協力期間 （R/D）：2010 年 10 月～2013 年 10 月 先方関係機関：保健省 

（延長）：2013 年 11 月～2014 年 2 月 
 

日本側協力機関：特定非営利活動法人 HANDS、 
（株）コーエイ総合研究所 

 他の関連協力：フィジー国地域保健看護師現任

教育プロジェクト（2005～2008 年） 
１－１ 協力の背景と概要 

保健人材の強化はミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）の達成のた

めにも喫緊の課題と認識されているが、大洋州地域においては人材の流出のほかに、財政上の

制約から十分な人材育成を図ることが困難であり、また育成された医療人材の能力も先進国に

比して低い状況にある。フィジー共和国（以下、「フィジー」と記す）では看護職が地域保健サ

ービスの主要な提供者となっていることから、保健指標の改善には地域看護師の能力向上が不

可欠であるが、現任の看護師を含む医療従事者に対するスーパービジョンの弱さと、現場で行

われるべき継続医療教育の質及び量が課題となっている。 
わが国は 2005 年 4 月より 3 年間、「フィジー国地域保健看護師現任教育プロジェクト」（以下、

「前プロジェクト」）を実施し、中東部地方において地域保健看護師の能力評価とその結果に基

づくスーパービジョンとコーチング等を行うとともに、「現場ニーズに基づく現任研修

（Need-Based In-Service Training：NB-IST）」の実施モデルを構築・試行し一定の成果を上げた。

その後、同モデルを全国的に普及させるための技術協力支援の要請がフィジー政府よりなされ、

同様の問題を抱えるトンガ王国（以下、「トンガ」と記す）及びバヌアツ共和国（以下、「バヌ

アツ」と記す）も含めた大洋州地域を対象とした地域保健看護師のための「現場ニーズに基づ

く現任研修」強化プロジェクトが 2010 年 10 月より約 3 年間実施されることとなった。 
 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、前プロジェクトにおける成果を基に、NB-IST の実施モデルの全国的な普

及に必要な成果の検証や、それに基づく国家政策の策定のための支援を、保健省本省及び各地

方の保健事務所を対象に行うものである。 
 

（1）上位目標 
フィジーにおける地域保健サービスの質が向上する。 

 
（2）プロジェクト目標 

「現場ニーズに基づく現任研修」の仕組みが強化される。 
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（3）アウトプット 
1． 「現場ニーズに基づく現任研修」が政策として有効になる。 
2． 「現場ニーズに基づく現任研修」のための国家標準化されたモニタリング評価

（Monitoring and Evaluation：M&E）システムが実施される。 
3．看護指導官育成のためのマネジメント・パッケージが開発される。 
4．中央及び地方レベルにおける現任研修（In-Service Training：IST）コーディネーターの

役割が強化される。 
5．フィジー、トンガ、バヌアツ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超えて）において、プ

ロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
 

（4）投入（2013 年 7 月末現在） 
日本側： 

専門家派遣：18 名（78.57 人月） 
研修員受入れ：なし 
供与機材：112 万 7,403 円 
ローカルコスト負担：4,945 万 4,125 円 

相手国側： 
カウンターパート配置：12 ポスト、延べ 25 名 
土地・施設提供：保健省内プロジェクト執務室、光熱費、オフィス家具の一部 
ローカルコスト負担：1 万 5,059 フィジードル（78 万 342 円） 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 
 

団長： 花田 恭 国際協力機構 国際協力専門員 
技術参与： 堀井 聡子 国立保健医療科学院 国際協力研究部 主任研究官 
協力企画： 山下 祐美子 国際協力機構 人間開発部保健第三課 ジュニア専

門員 
評価分析： 今仁 直美 グローバルリンクマネージメント（株） 研究員 

 

調査期間 2013 年 8 月 11～18 日、9 月 14～24 日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 

３－１ アウトプット・目標の達成度 

＜アウトプット 1＞「現場ニーズに基づく現任研修」が政策として有効になる。 
達成されている。 
人材育成・研修政策が改訂され、その 2012～2015 年版が 2012 年末に完成した。同文書

では「現場ニーズに基づく現任研修」を継続的職能開発（Continuous Professional 
Development：CPD）の一環と位置づけており、同時に保健省の CPD に対するコミットメ

ントも表明されていることから、NB-IST を促進する根拠となり得るものである。 
 

＜アウトプット 2＞「現場ニーズに基づく現任研修」のための国家標準化された M&E システ

ムが実施される。 
M&E システムは実施されているが、課題も多く残されている。 



iii 

M&E システムは 2013 年 2 月に最終化され、その実施が始まった。その内容は基本的に

NB-IST の仕組みの活動状況を監視する報告システムであり、所定の書式を使い期限内に報

告書を提出することが規定されているほか、データ集計のツールなどがセットされている。

現時点においては期限内の報告書提出を達成するために、データの質が等閑になっている

事例や、データの収集に労力が注がれ、その分析と実務上の活用があまり行われていない

という課題があるため、現実的な提出期限を設定し、M&E の理念に関する理解を深め、デ

ータの活用を推進することが必要である。また、構築された M&E データベースは、ユー

ザーである地方保健事務所の看護師長及び地方 IST コーディネーターの多くはエクセルの

使用経験がほとんどなく、入力作業を負担と感じているため、その定着にはまだ時間を要

する。また現在の書式は、スーパービジョンで特定された課題やその対応策としてとられ

た活動の記録も残せるよう改善が望まれている。 
 

＜アウトプット 3＞ 看護指導官育成のためのマネジメントパッケージが開発される。 
達成されている。 
中間レビューの提言を受けて、プロジェクトが行ってきた研修教材等を整理し、実務上

有用な「看護指導官のための管理マニュアル」が完成している。これは将来的な看護指導

官の研修においてその教材としても使用することができるものであり、プロジェクトでは

2013 年 10 月に予定されている国家保健執行委員会 （National Health Executive Committee：
NHEC）において保健省の公式文書として承認されることをめざしている。 

 
＜アウトプット 4＞ 中央及び地方レベルにおける IST コーディネーターの役割が強化され

る。 
達成されつつある。 
中央・地方 IST コーディネーターは、NB-IST メカニズムを実施するにあたって必要不可

欠な役職であり、同職の設置は本プロジェクトの前提条件であった。プロジェクト開始前

に職位は設立されたものの、臨時のものであったために職務の遂行に必要な高い技能・資

格をもつ者の応募がない、または定着率が悪いという問題に直面した。これまで保健省は、

同職位を正式なものとするためにさまざまな試みを行ったものの、公務員の削減を謳う国

家政策により実現しなかった。しかし、2013 年 9 月に憲法が改正され、各省人事は次官の

管轄事項となったことから、今後その役割や指揮系統について省内で調整したうえで、正

式職位として設立される見込みである。IST コーディネーターが職務遂行のために必要な

ツールである研修履歴データベースは、プロジェクトで簡易なものを構築したが、保健省

の人材データベースに統合されるまでの過渡期的な措置として扱われるべきものである。 
 

＜アウトプット 5＞フィジー、トンガ、バヌアツ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超えて）

において、プロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
達成されている。 
3 カ国をつないだテレビ会議はこれまで 3 回実施されており、各国における進捗状況や

意見交換が行われた。広域ワークショップはフィジーで 2 度開催され、NB-IST の仕組みを

設立した先駆者としてフィジーの経験が共有されたことで、関係者の向上心が芽生えたこ
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とが報告されている。このほかにも、国際会議で 3 度の経験共有の実績があり、国内的に

もフィジー国立大学に看護指導官向けの卒後ディプロマ課程が設立された際に、そのカリ

キュラム策定を積極的に支援し、2013 年より開講した同コースでプロジェクト関係者が講

義を行うなどの貢献を行っている。 
 

＜プロジェクト目標＞「現場ニーズに基づく現任研修」の仕組みが強化される。 
一定の進捗がみられるものの、指標からみる達成度は限定的である。 
指標は①能力評価の実施率、②スーパービジョンの実施率、③看護指導官のマネジメン

ト研修受講率、④NB-IST の実施率、⑤NB-IST に関連する指標の各地方年間計画への反映

率、であり、終了時評価時に明確に達成されているのは指標③のみである。活動の実施率

に関しては、特に離島地域である東部地方において顕著に低く、監督指導訪問や NB-IST
の実施などに必要な資金が保健省レベルで確保されない状況下では、数値目標の達成は困

難である。 
 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：比較的高い 
現行の保健戦略計画（2011～2015 年）は重点課題である非感染症及び感染症の対策とし

て地域保健看護師が提供するプライマリ・ヘルス・ケア（Primary Health Care：PHC）に重

点が置かれているほか、サービスの質の向上という文脈で医療技術者の継続的な現任研修

の重要性が認識されている。本プロジェクトはこうした保健戦略の実施に貢献するもので

あり、保健省内では看護分野領域を超えて高い関心が寄せられている。また、看護指導官

の職務を明確にし、その実施を補助するツールの策定を行った本プロジェクトは、偶発的

ではあるが、2009 年に起きた突然の管理職の大量退職のあと、後継者としてマネジメント

のノウハウのないまま手探りで業務を遂行していた看護指導官の切実なニーズに応えるも

のであった。さらに、2011 年に制定された看護法令により看護師免許の毎年の更新が義務

づけられ、その要件として一定時間以上の現任研修の受講が必要になったことから、本プ

ロジェクトは非常に適時適切であったと認識されている。 
 
（2）有効性：限定的 

プロジェクト目標指標の達成度の低さには、プロジェクトそのものの有効性より、むし

ろ NB-IST の仕組みの有効性の限界が反映されていると分析される。物理的なアクセスが

困難な地域のニーズに適切かつ十分に応えるには、離島地域における看護管理体制そのも

のを見直す必要があると思われる。本プロジェクトのアウトプットの一つ一つ（アウトプ

ット 5 を除く）は保健行政、特に看護管理の強化に直接的に資するものであることから、

NB-IST の仕組みの構築・実施は、インパクトとして顕著である看護管理の強化の手段とし

て有効であったといえる。NB-IST の仕組みは本来、現職看護師の能力強化の手段として位

置づけられていたが、こちらの有効性は現時点においては関連データの蓄積がなく、検証

できていない。 
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（3）効率性：限定的 
広域案件として扱われていることから、国別の投入計画は策定されておらず、個別プロ

ジェクトとしての議論は困難であるが、大幅な追加投入がされていることから、効率性は

当初の想定ほど高くなかったことが示唆される。その要因としては、①2009 年の大量退職

の影響で、定着していると認識されていた現任研修の仕組みが弱体化していたこと、②短

期間かつシャトル型で運営する本プロジェクトで 3 度（実際は 2 度）も調査を実施するデ

ザインとなっていたこと、③能力強化を兼ねた参加型の成果品作成という手法が、オーナ

ーシップの醸成においては非常に有効であった一方で、特に参加者の知識・技術レベルが

低い場合、必ずしも効率的な手段ではなかったことなどが挙げられる。日本人専門家が複

数国にまたがり活動することで得られる効率性は、一定レベル担保されたと判断されるが、

18 名にのぼる短期専門家の派遣は、チーム内におけるプロジェクトの概念や進捗の共有を

困難にし、プロジェクト運営の効率性に負の影響を及ぼした。 
 
（4）インパクト：比較的大きい 

① 上位目標「フィジーにおける地域保健サービスの質が向上する」達成の見込み 
能力評価の評点に関する指標のベースラインデータが出揃うのは 2013 年末となるた

め、現時点でその達成に関する指標レベルでの予測は困難である。しかし、サービスの

質に関しては出勤時間の厳守、利用者に接する態度の改善のほか、NB-IST を実施した分

野の能力向上が既に報告されていることからも、一定の向上は望めるものと思われる。

高いレベルでの上位目標の達成には、NB-IST の継続的な実施に加え、新設された看護審

議会なども活用して NB-IST の質を担保すること、NB-IST の仕組みに関する看護指導官

の理解度とコーチング等の技術の向上を図ること、能力評価に関するものを含めたツー

ルのレビューを定期的に行い必要に応じた改訂を施すこと等が、保健省の自助努力によ

って継続される必要がある。 
 

② その他のインパクト 
本プロジェクトは、2009 年の大量退職後に政府全体の管理能力が低下している時期の

ニーズに合致するものであったことから政府の関心も高く、さまざまなインパクトを生

み出している。本プロジェクトが開発支援した能力評価ツールの有用性は人事院にも認

められ、その概念に沿って全公務員の年次職務査定のツールが改訂されたほか、臨床看

護においても独自の能力基準を策定する意向が示されている。また他の医療職も、同様

の能力評価ツールや管理マニュアル、現任研修履歴管理帳などの導入に関心を示してい

ることが報告されている。また保健省人事部の研修室は、プロジェクトに刺激されて保

健省全体の研修ニーズアセスメントを実施したほか、全職種を網羅した年間現任研修計

画の策定を試行し始めている。保健省は人材育成にかかわる一連の活動を、「戦力拡充プ

ロジェクト」としてオーストラリア国際開発庁（Australian Agency for International 
Development：AusAID）の支援を得て組織的に推進しており、保健セクター全体に影響

するインパクトを生み出すことが期待される。 
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（5）持続性：可能性は高い 
継続的職能開発は保健省の重点分野となっており、NB-IST が研修政策に明記されたほ

か、応用の利く関連ツールも作成されていることから、プロジェクトが生み出したインパ

クトの持続発展性は高いと考えられる。NB-IST の仕組み自体に関しては、看護指導官個々

人の理解度や能力をさらに強化するほか、免許更新制度の導入に伴って現任研修の需要が

増大している状況においては、継続的職能開発の役割を担う看護カレッジを機能させ

NB-IST の受講料を徴収することも可能であることから、今後システムを適切に整備するこ

とで、より持続性の高い仕組みへと発展する可能性が大いにある。 
 
３－３ 効果発現の貢献要因 

（1）計画内容に関すること 
・ 特筆事項なし。 

 
（2）実施プロセスに関すること 

・ 地方保健事務所に派遣されている青年海外協力隊（ Japan Overseas Cooperation 
Volunteers：JOCV）との協働により、地方保健事務所の能力強化のほか、中央レベル

におけるツールの作成や地区レベルのモニタリングなどにおいて、大きな成果を得る

ことができた。 
・ 日本側はシャトル型の短期専門家のみでプロジェクトを運営する計画であったが、そ

れではフィジー側の細かい要望に応えることが困難であったため、途中からチーフア

ドバイザーがフィジーに長期滞在するようになった。これによりプロジェクト運営の

効率が促進されると同時に、カウンターパートや他ドナーとの関係づくりが促進され

た。また日本人専門家は現地にいない期間も、カウンターパートや現地雇用のプロジ

ェクトスタッフと密にメールでの連絡を行い、質問や依頼にも速やかに対応すること

で、活動の進捗モニタリングを行った。 
 

３－４ 課題及び効果発現の阻害要因 

（1）計画内容に関すること 
・ 2009 年の大量退職により前プロジェクトにかかわった人材の多くも職を離れ、NB-IST

の仕組みに関する研修の対象及び回数を増やさざるを得ず、当初の計画に遅れが生じ

た。 
・ 当初プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の理解に

時間を要し、関係者の間でプロジェクトの目的や道筋に関して統一されたビジョンの

形成に時間がかかった。 
・ 本プロジェクトはその策定段階において、拡大をめざすモデル（NB-IST メカニズム）

の有効性は検証されておらず、必要条件等も整理されていなかった。離島地域におけ

る限界などがプロジェクトの実施を進めるうちに明らかになってきたが、能力強化の

手段としてのモデルの有効性を立証するには至っていない。 
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（2）実施プロセスに関すること 
・ 専任の IST コーディネーターは NB-IST の仕組みを稼働させるうえで必要不可欠な存

在であるが、正式な職位ではないために必要要件を備えた人材の採用・定着が困難で

あった。その結果、中央と北部地方では長期にわたって IST コーディネーターが不在

となり、活動の実施やモニタリングに影響を及ぼした。 
 

３－５ 結 論 

プロジェクト目標として追求してきた NB-IST の仕組みの強化は、当初見込まれたレベルま

での達成には至っておらず、特に離島地域におけるモデルの限界も明らかになった。しかし、

看護指導官をターゲットにした管理ツールの開発や技能強化を行ったことで、スーパービジョ

ンや NB-IST などその職務がより組織化され、その意味で NB-IST の仕組みは目的ではなく看護

管理の向上のための手段であったということができる。マネジメント能力とリーダーシップに

焦点を当てたことで支援型監督指導の文化が芽生え、看護の質の向上に貢献していることが報

告されているほか、管理職の間にはエビデンスに基づいた意思決定やそのためのデータの重要

性も、徐々にではあるが認識され始めている。プロジェクトによってもたらされた正の効果を

拡大するには、保健省が、特に M&E がまだ課題である点に留意しつつ、今後も継続して管理

職の能力強化を図ることが不可欠であると同時に、看護職に限らず全医療職に関してサービス

の質の向上の視点から継続的職能開発を含む人材育成を組織的に推進していくことが望まれ

る。 
 

３－６ 提 言 

（1）プロジェクトに対して 
1． 設定されたすべての指標データを追跡し、確実かつ適切にプロジェクトのモニタリング

を実施すること。 
2． 地区レベル、地方レベル、国レベルで収集されたデータの質とデータ活用状況について、

監視・分析すること。 
3． M&E ツールと M&E 技能のギャップに対処し、改善に向けた議論を促進すること。 
4． 既存の制約にかんがみ、NB-IST メカニズムの構成活動に係る報告期限や活動頻度が適

切に設定されるよう再検討すること。 
 

（2）保健省に対して 
1． マネジメント能力と実践の向上に向けた保健省全体の取り組みを、一つのプログラムに

集約することを検討すること。 
2． 人材開発に係る関連機関の継続的な組織強化を図ること。特に、現任教育の質と有効性

を担保するためには、看護審議会の組織強化が求められる。 
3． 地域保健看護師や他の保健人材の現任教育の向上のために必要不可欠な IST コーディ

ネーターを正式な職位として承認すべく継続的な努力を払うこと。  
4． M&E を通じて収集されたデータの真の有用性と意思決定への有効活用を保証すべく、

全レベルの看護管理職の M&E に係る能力強化を支援すること。 
5． 当座的措置として開発された現任研修データベースについて、再稼働に向けて作業中の
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保健人材情報システムにそのすべてを統合すること。 
 

（3）JICA に対して 
今後フィジー保健セクターへの支援を計画する際は、フィジーのニーズを的確かつ慎重

に見極めたうえで本プロジェクトの成果を生かした支援を検討すること。将来の協力効果

を最大限に高めるべく、適切かつ詳細な戦略を練る必要がある。 
 

３－７ 教 訓 

中間管理職の能力強化は、①上位管理職の意思決定に必要な情報提供を可能にすると同時に、

②スーパービジョンを通じて、地域保健看護師によるサービスの質の向上に正のインパクトを

与え得る。保健システム強化において中間管理職をターゲットにする場合は、併せて上位管理

職の能力強化を図ることで、サービスの質の向上により大きなインパクトを与えることができ

る。 
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評価調査結果要約表（トンガ王国） 
１．案件の概要 

国名：トンガ王国 案件名：地域保健看護師のための「現場ニーズ

に基づく現任研修」強化プロジェクト 
分野：保健 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：人間開発部保健第三課 協力金額（評価時点）：約 4.5 億円（3 カ国合計） 
協力期間 （R/D）：2011 年 1 月～2014 年 1 月 先方関係機関：保健省 

 日本側協力機関：特定非営利活動法人 HANDS、 
（株）コーエイ総合研究所 

 他の関連協力：フィジー国地域保健看護師現任

教育プロジェクト（2005～2008 年） 
１－１ 協力の背景と概要 

保健人材の強化はミレニアム開発目標（MDGs）の達成のためにも喫緊の課題と認識されて

いるが、大洋州地域においては人材の流出のほかに、財政上の制約から十分な人材育成を図る

ことが困難であり、また育成された医療人材の能力も先進国に比して低い状況にある。フィジ

ー共和国（以下、「フィジー」と記す）では看護職が地域保健サービスの主要な提供者となって

いることから、保健指標の改善には地域看護師の能力向上が不可欠であるが、現任の看護師を

含む医療従事者に対するスーパービジョンの弱さと、現場で行われるべき継続医療教育の質及

び量が課題となっている。 
わが国は 2005 年 4 月より 3 年間、「フィジー国地域保健看護師現任教育プロジェクト」（以下、

「前プロジェクト」）を実施し、中東部地方において地域保健看護師の能力評価とその結果に基

づくスーパービジョンとコーチング等を行うとともに、「現場ニーズに基づく現任研修

（NB-IST）」の実施モデルを構築・試行し一定の成果を上げた。その後、同モデルを全国的に

普及させるための技術協力支援の要請がフィジー政府よりなされ、同様の問題を抱えるトンガ

王国（以下、「トンガ」と記す）及びバヌアツ共和国（以下、「バヌアツ」と記す）も含めた大

洋州地域を対象とした地域保健看護師のための「現場ニーズに基づく現任研修」強化プロジェ

クトが 2010 年 10 月より約 3 年間（トンガにおいては、2011 年 1 月から 3 年間）実施されるこ

ととなった。 
 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
トンガにおける地域保健サービスの質が向上する。 

 
（2）プロジェクト目標 

既存のスーパービジョン・システムに組み込まれた「現場ニーズに基づく現任研修」の

メカニズムが強化される。 
 
（3）アウトプット 

1． 看護スーパービジョン・システムが、「現場ニーズに基づく現任研修」のメカニズムに
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適合するよう再定義される。 
2． 新たに定義された看護スーパービジョン・システムに沿った NB-IST メカニズムの M&E

システムが確立する。 
3． 看護指導官の、看護師に対する能力基準（Competency Standard：CS）評価実施能力が

向上する。 
4． 看護指導官の、看護師に対するコーチング及び NB-IST 実施能力が向上する。 
5． トンガ、フィジー、バヌアツ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超えて）において、プ

ロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
 

（4）投入（2013 年 7 月末現在） 
日本側： 

短期専門家派遣：10 名（27.77 人月） 
機材供与：31 万 9,655 円 
ローカルコスト負担：1,606 万 4,984 円 

相手国側： 
カウンターパート配置：延べ 16 名 
土地・施設提供：看護学校内プロジェクト事務所、光熱費、主なオフィス家具 
ローカルコスト負担：2 万 3,996 パアンガ（140 万 5,757 円）を他ドナーより調達 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 
 

団長： 花田 恭 国際協力機構 国際協力専門員 
技術参与： 堀井 聡子 国立保健医療科学院 国際協力研究部 主任研究官 
評価企画： 山下 祐美子 国際協力機構人間開発部保健第三課 ジュニア専門

員 
評価分析： 今仁 直美 グローバルリンクマネージメント（株） 研究員 

 

調査期間 2013 年 9 月 2～13 日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 

３－１ アウトプット・目標の達成度 

オーナーシップの醸成とカウンターパートの十分な巻き込みを重視したため、活動の進捗に

遅れがみられたが、終了時評価の時点では NB-IST のもう一巡の実施とマニュアルの最終化を

残し、計画された活動はほぼ終了している。 
 

＜アウトプット 1＞看護スーパービジョン・システムが、「現場ニーズに基づく現任研修」の

メカニズムに適合するよう再定義される。 
ほぼ達成されている。NB-IST のメカニズムに沿って地方看護指導官の役割が明確になっ

たことを受けて、中央レベルの指導官（看護部管理職）の役割や、看護審議会、研修委員

会といった関連機関の現任研修に関連する機能が、プロジェクトが作成した IST マニュア

ルに文書化された。同マニュアルは最終化をめざして編集作業が進められており、プロジ

ェクト終了時までに保健省の承認を得ることが計画されている。 
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＜アウトプット 2＞新たに定義された看護スーパービジョン・システムに沿った NB-IST メカ

ニズムの M&E システムが確立する。 
M&E システムの全体像はほぼ完成しており、パイロット地域においてはその運用がなさ

れている。指標（「看護スーパービジョン・システムに係る M&E システムについて明記さ

れた文書」）に関しても、プロジェクトの終了までには IST マニュアルが完成する見込みで

あり、M&E システムの構築という意味での本アウトプットは、ほぼ達成されているといえ

るが、その運用に関しては幾つかの課題が残されている。現状においては、報告書の利用・

管理状況にばらつきがみられるほか、電子データによる報告書の作成・提出は、多くの看

護指導官がコンピューターの操作に不慣れなことに加えて、コンピューターの端末数やイ

ンターネットの接続に制約があることから、その定着にはさらなる時間と個人レベルでの

指導が必要と思われる。また、非パイロット地域では、実施されていない活動もあること

から、M&E システムの活用状況にも必然的な差が認められる。また中央、地方レベルとも

に、収集されたデータの活用・分析は不十分であり、構築されたシステムの定着には今後、

指導官の業務におけるデータの有用性や活用法の理解を深めることも重要であると思料さ

れる。 
 

＜アウトプット 3＞ 看護指導官の、看護師に対する能力基準（CS）評価実施能力が向上する。 
指標（「CS 研修を受けた看護指導官の割合」）は 100％に達しており、プロジェクト開始

前は能力基準やその評価（能力評価）に関する知識・技能はなかったことから、本アウト

プットは達成されたといえる。ただ、評価の基準に関しては看護指導官の間でも若干のば

らつきがみられることから、今後もカウンターパートは機会をとらえて能力評価の均質化

を図っていくことが望まれる。 
 

＜アウトプット 4＞看護指導官の、看護師に対するコーチング及び NB-IST 実施能力が向上す

る。 
当初の想定より限定的であるが、達成されている。指標〔「スーパービジョン（監督指導）

とコーチング（Supervision and Coaching：S&C）及び NB-IST 研修を受けた看護指導官の割

合」〕の達成度は S&C 研修において 78％、NB-IST 研修は 56％であり、アウトプット 3 に

比してその達成度は低い。これは臨床看護課が能力評価の実施に集中するため、それ以外

の NB-IST 関連活動は行わない方針を決定したことで、研修対象となっている 3 次医療施

設（ヴァイオラ病院）の指導官の大半がコーチング及び NB-IST の研修を受講していない

ためである。本プロジェクトは地域保健に重点を置いたものであり、3 次医療施設の臨床

看護は本来プロジェクトのスコープ外であったことを考慮すると、当初の数値的目的は達

成されているとみなすことができる。しかし、コーチングや NB-IST は、トンガにとって

その概念自体が新しく、インタビュー結果からみる限り地域保健看護においてもその理

解・技能が定着したとはいえない。今後保健省は、特に非パイロット地域において、S&C
及び NB-IST の実施支援を通じて、地方レベル看護指導官の能力の定着を図っていくこと

が望まれる。 
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＜アウトプット 5＞トンガ、フィジー、バヌアツ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超えて）

において、プロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
プロジェクトの企画したテレビ会議や広域ワークショップには関係者が参加しており、

また国際会議においても 3 度の発表が行われた。看護部長は海外出張の機会にもプロジェ

クト成果品の共有などを行っていることが報告されている。 
 

＜プロジェクト目標＞既存のスーパービジョン・システムに組み込まれた「現場ニーズに基

づく現任研修」のメカニズムが強化される。 
計画されたレベルにほぼ達している。定量的指標である「年 1 回以上、能力基準を用い

た CS 評価を受けた看護師の割合」と「年 1 回以上、コーチング用紙を用いたコーチング

を受けた看護師の割合」は共に、2013 年末までに 100％に達することが見込まれている。

また NB-IST メカニズムを構築・実施したことでもたらされた看護管理システム上の改善

点として、地方看護指導官の役割の明確化、スーパービジョンの内容の均質化のほか、ス

ーパービジョンが個々人の能力を伸ばす手段に変わり、上司と部下のコミュニケーション

が促進された結果、チームワークの機運が高まったことなどが報告されており、本プロジ

ェクトがトンガにおけるスーパービジョンの理念を大きく変え、看護管理システムの強化

に貢献したということができる。その一方で、構築されたトンガ版 NB-IST メカニズムは、

「確立」されたというには時期尚早であり、特に M&E や NB-IST の有効な活用を模索して

いく必要がある。 
 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：一定の妥当性が認められる 
政策面における整合性は、トンガ側、日本側ともに確保されている。本プロジェクトは、

「看護師に必要な能力を特定するためのツール・活動」というニーズに対しては十二分に

対応することができたが、それに続く「看護師の能力強化」というニーズに関しては、

NB-IST の実施が予算不足でままならないため、十分に応えることができているとはいい難

い。一方、大局的な視点からは、看護師の絶対数の不足という課題に対して、支援型監督

指導を通じて看護師一人ひとりの可能性を最大限に引き出す手段として、また国家的課題

である非感染症（Non-Communicable Disease：NCD）対策には、地方看護指導官の機能強

化による看護管理の合理化・効率化を通じて、間接的に貢献をするものであるといえる。 
 

（2）有効性：一定の有効性が認められる 
トンガ版 NB-IST メカニズムが完成しつつあり、プロジェクトはフィジーで開発された

仕組みをトンガの既存システム及びニーズに合致するよう改造し、試行することにおいて

は有効であった。一方で構築された NB-IST メカニズムは、ニーズに合致した継続教育の

提供という本来の目的に関して、その有効性を裏づけるデータはない。財政上の問題から

NB-IST の実施が困難であるという現状をかんがみると、コーチングや職場ごとの勉強会と

いった低コストまたはノーコストの活動を多用するモデルに改変することが必要と思われ

る。一方、報告されている上位目標や看護行政上の正のインパクトからは、NB-IST が看護

管理の強化という側面において有効だったことがうかがえる。 
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（3）効率性：限定的 
広域案件として、国別の投入計画は策定されていないため、個別の議論は困難であるが、

他の 2 カ国と同様に日本側協力機関の自社負担による専門家の追加投入が行われており

〔65 日（2.17 人月）〕、効率性は当初の想定ほどは高くなかったことが示唆される。日本人

専門家が複数国にまたがって活動することで期待された効率性は、一定レベル担保された

と判断されるが、「フィジーの経験や成果品の共有」や「フィジーで育成された人材を第三

国専門家として活用すること」に関しては、両国のシステムの違いや 2 国間の関係性もあ

り、そのまま適用できるものがほとんどなかったことから、効率性は限定的であった。そ

の他、トンガにおいて効率性に影響を与えた要因としては、①短期間かつシャトル型で運

営するプロジェクトで 3 度（実際は 2 度）も調査をかけるデザインとなっていたこと、②

広域案件であることを意識した PDM であったため、トンガ側にその内容や結果として得

られる利点を伝えづらく、オーナーシップやコミットメントの醸成に影響したこと、③研

修プログラムや成果品の内容をワークショップを通じてカウンターパートに執筆させる手

法は（オーナーシップの醸成においては非常に有効な手段であったが）、時間のかかるもの

であったことなどが挙げられる。 
 

（4）インパクト： 
① 上位目標「トンガにおける地域保健サービスの質が向上する」達成の見込み 

指標は能力評価の評点に関するものであり、その将来的な動向を予測するデータは現

時点ではないものの、NB-IST だけでなくコーチング等の活動を継続的に実施することに

より、その上昇は見込まれる。サービスの質に関しても、出勤時間の厳守、利用者に接

する態度、利用者からの苦情の減少といった面での向上は既に報告されており、支援型

監督指導の導入によって現在高まっている看護師と看護指導官の士気を維持することが

できれば、上位目標達成の可能性は高いと思われる。また、上位目標は地域保健に特化

した設定であることから、今後地域保健特有の専門技能を強化する活動を加えること、

さらに、看護指導官の能力強化を継続的に行っていくことが、より高いレベルで上位目

標を達成するために望まれる。 
 

② その他のインパクト 
本プロジェクトが看護管理の面でもたらした正のインパクトは、プロジェクト目標の

項で既述したが、そのほかに、プロジェクトが地域看護だけでなく臨床看護も対象とし

たことで、保健省の看護部内で課を超えて協働する機運が高まったことが報告されてい

る。またプロジェクトで策定した能力基準と評価がパフォーマンス評価のツールとして

人事院に認められたことも、モチベーションを高める一因となっている。負のインパク

トは報告されていない。 
 
（5）持続性：比較的高い 

保健省は能力評価の継続的実施に高いコミットメントを表明しているほか、能力基準は

看護学校で基礎教育カリキュラムに統合されつつあること、中央レベルから実施していた

スーパービジョンが地方レベルで行われるようになり、より少ない予算で実現するように
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なったこと、プロジェクト活動を通じ、地方看護指導官がファシリテーション技術を身に

つけたため、今後は地方で独自に研修を行うことが可能になったことなどから、プロジェ

クトによって発現した効果の持続性は高いと見込まれる。一方 NB-IST メカニズムの持続

性に関しては、NB-IST の実施が技術面、予算面で確立されていないことをかんがみると、

その存続にはさらなる取り組みが求められる。 
 

３－３ 効果発現の貢献要因 

（1）計画内容に関すること 
・ プロジェクトの対象に地域保健だけではなく臨床看護を含めたことで、全体としての

看護管理体制の改革・強化が可能となったほか、保健省看護部内でセクションを超え

た一体感が強まった。 
・ 当初トンガ側の NB-IST メカニズムやプロジェクトへの理解やコミットメント醸成が

なかなか進まなかった一方で、彼らが最も関心をもっていた評価基準に関する活動か

ら着手したことで、プロジェクトへの関与が担保され、最終的にはオーナーシップを

引き出すことに成功した。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

・ 日本側はシャトル型の短期専門家のみでプロジェクトを運営する計画であったが、細

かい要望に応えることが困難であることから、途中からチーフアドバイザーがフィジ

ーに長期滞在するようになった。これにより先方のニーズに応える形でのより頻繁な

トンガ出張が可能となった。 
・ また日本人専門家は、現地を不在にする時期にも、カウンターパートや現地雇用のプ

ロジェクトスタッフと密にメールでの連絡を行い、質問や依頼にも速やかに対応する

ことで、活動の進捗モニタリングを行った。 
 
３－４ 課題及び効果発現の阻害要因 

（1）計画内容に関すること 
・ プロジェクト開始当時トンガに存在しなかった NB-IST メカニズムの強化を目標とし

たため、その内容に関して知識のないトンガ側にはプロジェクトのもたらす便益への

理解が深まらなかった。また、PDM も広域案件としてフィジーのものに合わせたもの

であったため、トンガの状況との間に齟齬が生じ、トンガ側のオーナーシップやコミ

ットメントの醸成に時間がかかった。日本人専門家は、トンガ側がプロジェクトの利

益を理解し始めるまで、当初の活動内容を強力かつ粘り強く推し進めることで、また

PDM は中間レビューの折に大幅な改訂を行うことで、この問題に対処した。 
・ 当初の積算根拠は明らかでないが、予算上限まで追加投入を行わざるを得なかったこ

とから、当初の投入計画が十分ではなかったといえる。また日本側協力機関が自社負

担でチーフアドバイザーをフィジーに常駐させることで、トンガを含めた 3 カ国にお

けるニーズに対応した。 
・ 対象の看護師・看護指導官が活動または成果ごとに設定されており、モニタリングを

含むプロジェクトマネジメントが非常に複雑であった。 
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（2）実施プロセスに関すること 
・ 保健省の財政状況が厳しく、費用分担の原則から保健省が自己予算で実施することが

期待されていた非パイロット地域における活動の多くは実現しておらず、これがアウ

トプット 2 及び 3 の達成に若干の影響を及ぼしている。保健省が最も力を入れている

能力評価に関する研修の一部は、保健省が世界保健機関（World Health Organization：
WHO）や国連人口基金（United Nations Population Fund：UNFPA）といったドナーの

支援を得て実施した。 
 

３－５ 結 論 

当初のプロジェクトデザインに課題はあったものの、現時点におけるアウトプットやプロジ

ェクト目標の達成状況から判断すると、プロジェクトの有用性は十分に発揮されたとみること

ができる。厳しい保健財政をかんがみると、特定された課題の解決には NB-IST 以外の手段が

必要であり、その意味では本プロジェクトで策定・試行されたトンガ版 NB-IST メカニズムに

は、さらに若干の調整が必要である。プロジェクトのインパクトとして、支援型監督指導の概

念と有用性が認識され始めているところ、①策定中の IST マニュアルの必要箇所の書き直しを

行い、②現職看護指導官の士気を維持すると同時に、新たに登用される看護指導官が支援型監

督指導にかかわる十分な知識と技術を習得するための仕組みを整え、③NB-IST をはじめとする

さまざまな職能教育の機会を実現するための資金を確保する継続的な努力を払うことで、モデ

ルの有効性は上昇すると考えられる。プロジェクトの残余期間ではこうした活動が中心となる

と思われるが、数年後に上位目標を達成するためにも、保健省は地域保健に特化した能力基準

の策定に着手することが推奨される。 
 

３－６ 提 言 

（1）プロジェクトに対して 
1．IST マニュアルについて 

・ コーチングや職場での勉強会等の実行可能かつ安価な現任教育手法を取り入れるよ

うに NB-IST の仕組みとマニュアルを見直すこと。 
・ IST マニュアルの各章の内容と質の整合性を担保すること。 
・ IST マニュアルを最終化し、保健省による正式承認を得ること。またすべての看護

指導官と関係機関・関係者に必要部数を配布すること。 
・ プロジェクト終了までに上記活動をすべて終えるため、プロジェクト残余期間の活

動と役割や責任の所在を明確に計画に落とすこと。 
2．モニタリング評価について 

・ モニタリング評価のためのフォーマット等のツール類をさらに使いやすいものに改

善すること。同時に、特に中央レベルの関係者がデータの有用性について十分に理

解し活用していけるよう支援すること。 
 

（2）保健省に対して 
1．以下の取り組みを通じて、支援型監督指導の実践を継続・強化すること。 

・ スーパービジョンを通じて特定された課題に対処するため、コーチングや組織内研
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修等の実行可能な現任教育手法を用いて、看護師の能力開発の機会を担保すること。 
・ 資源動員のための継続的努力を払うこと。具体的には、①NB-IST を含む能力開発の

活動に必要とされる利用可能な資源を分析し、実行可能かつ現実的な戦略を考案す

ること。②看護師が重要な役割を担っているドナー資金のプログラムに積極的にリ

ンクし、活用すること。 
・ 看護指導官が獲得した技術を確実に適用できるよう、彼らの能力を確認・向上する

ための機会を担保すること。特に、パイロット地域以外の看護指導官への配慮が必

要である。  
・ 今後新しい看護指導官の支援型監督指導の技術を適切に体得できるよう具体的な方

策を設けること。 
2．サービスの質の向上に向けてさらなるインパクトを誘発するために、以下の取り組みが

必要である。 
・ 地域保健等の特定の看護領域に係る能力基準を開発すること。  
・ 変化する保健ニーズに対処できるよう適切なタイミング・間隔で能力基準を見直す

こと。 
・ 意味のある能力評価を実践するため、看護指導官と看護師に継続的な研修を行うこ

と。 
 

（3）JICA に対して 
JICA は、プロジェクトデザインの変更を最小限に抑えるためにも、緻密な現状分析に基

づきプロジェクトを形成すること。 
 
３－７ 教 訓 

広域案件を形成する際は、国によって背景や保健システムが異なることを理解し、現地のニ

ーズや実行可能性を見極めて、慎重に検討されるべきである。広域案件では、多少柔軟なプロ

ジェクトデザインが必要かもしれない。 
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評価調査結果要約表（バヌアツ共和国） 
１．案件の概要 

国名：バヌアツ共和国 案件名：地域保健看護師のための「現場ニーズ

に基づく現任研修」強化プロジェクト 
分野：保健 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：人間開発部保健第三課 協力金額（評価時点）：約 4.5 億円（3 カ国合計） 
協力期間 （R/D）：2011 年 3 月～2014 年 2 月 先方関係機関：保健省 

 日 本 側 協 力 機 関 ： 特 定 非 営 利 活 動 法 人 
HANDS、（株）コーエイ総合研究所 

 他の関連協力：フィジー国地域保健看護師現任

教育プロジェクト（2005～2008 年） 
１－１ 協力の背景と概要 

保健人材の強化はミレニアム開発目標（MDGs）の達成のためにも喫緊の課題と認識されて

いるが、大洋州地域においては人材の流出のほかに、財政上の制約から十分な人材育成を図る

ことが困難であり、また育成された医療人材の能力も先進国に比して低い状況にある。フィジ

ー共和国（以下、「フィジー」と記す）では看護職が地域保健サービスの主要な提供者となって

いることから、保健指標の改善には地域看護師の能力向上が不可欠であるが、現任の看護師を

含む医療従事者に対するスーパービジョンの弱さと、現場で行われるべき継続医療教育の質及

び量が課題となっている。 
わが国は 2005 年 4 月より 3 年間、「フィジー国地域保健看護師現任教育プロジェクト」（以下、

「前プロジェクト」）を実施し、中東部地方において地域保健看護師の能力評価とその結果に基

づくスーパービジョンとコーチング等を行うとともに、「現場ニーズに基づく現任研修

（NB-IST）」の実施モデルを構築・試行し一定の成果を上げた。その後、同モデルを全国的に

普及させるための技術協力支援の要請がフィジー政府よりなされ、同様の問題を抱えるトンガ

王国（以下、「トンガ」と記す）及びバヌアツ共和国（以下、「バヌアツ」と記す）も含めた大

洋州地域を対象とした地域保健看護師のための「現場ニーズに基づく現任研修」強化プロジェ

クトが 2010 年 10 月より約 3 年間（バヌアツにおいては、2011 年 3 月から 3 年間）実施される

こととなった。 
 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
他州への拡大を念頭に、「現場ニーズに基づく現任研修（NB-IST）システム」がデザイ

ンされ、パイロット州にて試行される。 
 

（2）プロジェクト目標 
パイロット地域において、地域保健看護師に対する現場事情に即したスーパービジョン

とコーチング（S&C）のモデルが実施される。 
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（3）アウトプット 
1． S&C 試行のモデルがデザインされ使用される。 
2． パイロット州の看護指導官が S&C の技術を身につける。 
3． パイロット州において、看護指導官によって S&C が定期的に行われる。 
4． バヌアツ、フィジー、トンガ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超えて）において、プ

ロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
 

（4）投入（2013 年 7 月末現在） 
日本側： 

短期専門家派遣：10 名（15.7 人月） 
研修員受入れ：なし 
供与機材：140 万 9,522 円 
ローカルコスト負担：1,196 万 8,787 円 

相手国側： 
カウンターパート配置：全 7 ポスト、延べ 14 名 
土地・施設提供：保健省内プロジェクト事務所、光熱費、オフィス家具の一部 
ローカルコスト負担：94 万 165 バツ（97 万 2,131 円） 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 
 

団長： 石井 羊次郎 国際協力機構 国際協力専門員 
評価企画： 山下 祐美子 国際協力機構 人間開発部保健第三課 ジュニア専

門員 
評価分析： 今仁 直美 グローバルリンクマネージメント（株） 研究員 

 

調査期間 2013 年 8 月 18 ～ 31 日 評価種類： 終了時評価 
３．評価結果の概要 

３－１ アウトプット・目標の達成度 

プロジェクトは、バヌアツ側のオーナーシップの醸成に配慮しつつ、現実に即した NB-IST
システムの構築を行った。終了時評価時点では、ガイドラインの最終化とスーパービジョンの

もう一巡の実施を除いて、計画された活動はほぼ終了している。 
 
＜アウトプット 1＞S&C 試行のモデルがデザインされ使用される。 

プロジェクト終了までには達成される見込みである。フィジーの NB-IST メカニズムを

土台に、能力評価、スーパービジョンとコーチング、モニタリングの各要素から成る S&C
モデルが、ステークホルダーを集めたワークショップでの協議を重ねてデザインされ、看

護指導官向けの S&C ガイドラインにまとめられている。モニタリングについてはまだ試行

していない部分もあり、ガイドラインも最終化には至っていないが、指標の一つとなって

いる能力基準は既に完成している。本プロジェクトで構築されたスーパービジョンの仕組

みはその試行が開始されたばかりであり、全国への普及を検討する前に、今後数回実施を

重ねたうえでその実用性を検証する必要がある。現段階においてはシェファ州に既存のス

ーパービジョンの仕組みとは連動していない。 
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＜アウトプット 2＞パイロット州の看護指導官が S&C の技術を身につける。 
達成されつつある。看護指導官の研修はほぼ終了しており、看護指導官の上司にあたる

州保健事務所管理職の S&C のモニター及び実施支援に関する研修が 2013 年 10 月に予定さ

れていることから、本アウトプットはプロジェクト終了までに当初計画されたレベルの成

果を達成されることが見込まれる。現時点において研修を受講した看護指導官の技能習得

レベルやその現場での活用状況には個人差がみられることから、本アウトプットをより強

化するために、特に追加的支援を求める看護指導官の個別支援と、その補佐役として研修

には参加したものの、S&C の実施を行っていない数名へのフォローアップが望まれる。 
 

＜アウトプット 3＞ パイロット州において、看護指導官によって S&C が定期的に行われる。 
達成されつつある。2012 年 8 月からの 1 年間で全看護指導官が S&C を 2 巡実施してお

り、策定されたガイドラインの頻度に関する基準値を満たしていることから、指標は達成

されている。しかし、これまでの S&C はプロジェクト活動として日本側がリードし経費も

そのほとんどを負担して実施されており、今後も定期的に実施されるかは、未知数である。

定期実施に関する懸念材料としては、①看護指導官自身がサービス提供者であるため、多

忙な施設に勤務する指導官がアクセスの悪い施設にスーパービジョンに出かける余裕がな

い、②必要経費・交通手段の 2 点が挙げられる。また現時点においては S&C 後のフィード

バックが十分に実施されていないことも課題として残されている。 
 

＜アウトプット 4＞バヌアツ、フィジー、トンガ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超えて）

において、プロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
国際会議での発表は実現していないが、プロジェクトの企画したテレビ会議や広域ワー

クショップには関係者が参加し、進捗状況の報告や意見交換を行ったことで、本アウトプ

ットの目的は達成されていると考えられる。 
 

＜プロジェクト目標＞パイロット地域において、地域保健看護師に対する現場事情に即した

スーパービジョンとコーチング（S&C）のモデルが実施される。 
直近のデータでは、指標はすべてその目標値に到達しており、「S&C モデルを構築しパ

イロット地域で試行する」という目的は達成されたと判断できる。その一方で、アウトプ

ット 3 に関連して前述したように、S&C の定期的かつ継続的な実施に関しては、資金及び

技術面においていくつかの課題が認められる。プロジェクト終了までにもう 1 巡予定され

ている S&C の実施において、これらの課題の現状を見極めると同時に、プロジェクト終了

後に保健省が継続的に展開していくことを見据えて、実施可能かつ現実的な対応策を模索

していくことが求められている。 
 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：一定のレベルの妥当性が認められる 
現行の保健セクター戦略（2010～2016 年）においては、看護師の技能強化がより良い保

健サービス提供の要であることが明示されており、保健省はそのためにより多くの現任教

育の機会を提供することを謳っている。また本プロジェクトは、WHO が長期人材育成計



xx 

画策定に向けた準備調査で特定された①定期的な支援型監督指導や研修、勤務評定と建設

的なフィードバックの欠如と、②臨床から管理職に登用された医療人材がマネジメントに

かかわるノウハウを学ぶ機会の必要性、というニーズに対応するものであるが、①に関し

てはスーパービジョンの予算確保が困難な状況で、構築された S&C モデルが対処できる可

能性は限定的である。財政難、構造改革、看護行政システムの欠如といった状況で、予算

の確保を前提とする NB-IST システムを構築することの妥当性は、プロジェクト策定の段

階でより慎重に検証されるべきだったとも考えられる。 
 

 （2）有効性：一定の有効性は認められる 
本プロジェクトの PDM 上の目的は、フィジーの NB-IST メカニズムの S&C の要素をバ

ヌアツの地域保健の現場事情に即して再構築し、パイロット地域として指定したシェファ

州で定期的に実施することとされている。時間的制約から定期的な実施は確認できないも

のの、現段階においてプロジェクト目標の指標値はほぼ達成されており、その意味では本

プロジェクトは有効であったと判断される。その一方で、プロジェクト活動には構築され

たモデルの有効性の検証に係る活動が組み込まれていないため、今後一定期間（1～2 年程

度）モデルの試行を継続したうえで、その有用性、持続性、汎用性等を改めて検証する必

要があると思われる。 
 

 （3）効率性：比較的限定的である 
他の 2 カ国と同様に、国別の投入計画は策定されていないため、本プロジェクトに限っ

た効率性の議論は困難であるが、当初予想された日本人専門家が複数国にまたがって活動

することで得られる効率性は、一定レベル担保されたと判断される。しかし、成果品や経

験の共有による効率性は、両国のシステムの違いによりそのままバヌアツで活用できるも

のが当初想定されたほど多くなかったことから、限定的であった。また追加投入が必要と

なったことからも、当初の想定より効率性が限定的であったことが示唆される。バヌアツ

において効率性に影響を与えた負の要因としては、①地方分権を念頭に構造改革が進行中

である時期に、既存の仕組みに合致したシステムを構築しようとしたこと、②「S&C シス

テムの構築・試行」をプロジェクト目標に設定したものの、その内容に精通しないバヌア

ツ側にプロジェクトの枠組みやその利点が理解されるのに時間を要したこと、③行政上看

護管理の概念が希薄なバヌアツ側カウンターパートの間でプロジェクトのオーナーシップ

が希薄であり、短期シャトル型で派遣される日本人専門家が不在の間はほとんど活動が進

まなかったこと、④プロジェクトの後半になってからそのスコープを縮小したこともあり、

結果として活動の無駄が出たこと、⑤プロジェクト開始当初の数カ月間は活動が実施され

なかったことなどが挙げられる。また、比較的短期間・低予算のうえ、短期専門家のみで

運営されるプロジェクトにおいて、ベースライン調査の実施が資源の効率的な活用であっ

たとはいい難く、プロジェクト策定時に適切なニーズアセスメント調査を行うことが検討

されるべきであった。 
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（4）インパクト 
① 上位目標「他州への拡大を念頭に、『現場ニーズに基づく現任研修（NB-IST）システ

ム』がデザインされ、パイロット州にて試行される」達成の見込み 
上位目標の達成は楽観できない。上位目標の達成には、今後シェファ州保健事務所が

数年以内に、S&C 試行モデルの運用・改善を継続し、独自に①S&C の実施で得られた情

報から、看護師へのローカルレベルの短期研修（NB-IST）で対処すべき課題を見極め、

②資金や講師の調達を含め NB-IST を実施するノウハウを習得・実践することが求めら

れている。日本人専門家は、プロジェクト期間が終了する前に、シェファ州保健事務所

の管理職 2 名に対し上記 2 点に関するノウハウを伝授することを計画しているが、士気

の持続という面からも、現地における技術面での追加的な支援が必要となることが予想

される。他州への拡大に関しても、保健省に看護局がない環境において、その先導役が

いないことが懸念材料である。 
 

② その他のインパクト 
能力基準の導入で、看護師個々人が課題を認識することが容易になり、本プロジェク

トで開始された支援型監督指導にも刺激される形で、現場の士気も向上していることが

報告されている。また、本プロジェクトで策定された看護師の能力基準とその評価は、

人事院にもその有用性が認められ、年次職務評価に活用できるものとして認識が広がっ

ている。またその内容は看護師の養成機関であるバヌアツ看護教育カレッジ（Vanuatu 
College of Nursing Education：VCNE）のカリキュラムに統合されたほか、今後臨床看護

に特化した能力基準を策定する計画も浮上している。 
一方で、バヌアツ保健セクターで実施される現行のスーパービジョンは、疾病課題別

のいわゆる「縦割りプログラム」がそれぞれ別々に行われているが、本プロジェクトで

構築された S&C モデルはそれに並立する形で実施されている。目的が異なるとはいえ、

現行のものと並立する形で別のスーパービジョン体制をつくることとなったことは、保

健省・州保健事務所が推進すべき効率化の動きに逆行するものであることは否めない。

しかし、ゾーン看護指導官を活用する S&C モデルは、州保健事務所に配置されているプ

ログラム担当官が、州内の全施設を担当するというこれまでの仕組みの限界を打開する

可能性をもっており、その意味で効率的なスーパービジョンのあり方を模索する保健行

政に新たな代替案を提示したとみることもできる。 
 

（5）持続性：限定的 
政策的な持続性は高いとみられるが、保健行政の構造改革が進行するなかで、組織的・

制度的な持続性は未知数である。プロジェクト終了後、保健省のオーナーシップの下、関

連する活動を実施していく基盤が保健省内で弱いことが懸念材料であり、今後シェファ州

保健事務所内で S&C 実施に適切な体制が構築できるかが、持続性の一つの鍵になると思わ

れる。また、本プロジェクトで構築した S&C モデルは、定期的なスーパービジョンを実施

するために必要な資源が確保されて初めてその有用性が発揮されるものであるが、そうし

た活動を外部資金に頼っている現状をかんがみると、財政面での持続性は厳しいといわざ

るを得ない。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
・ 保健省に看護局がないなかで、カウンターパートに看護学校が入っていたことは、本

プロジェクトにおける技術的な中心的機関を確保することにつながった。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

・ JOCV との協働により、研修の実施や現場における成果品（能力基準やスーパービジ

ョンチェックリスト）の活用に関する支援が得られた。 
・ 日本側はシャトル型の短期専門家のみでプロジェクトを運営する計画であったが、細

かい要望に応えることが困難であることから、途中からチーフアドバイザーがフィジ

ーに長期滞在するようになった。これにより先方のニーズに応える形でのより頻繁な

出張が可能となった。 
・ また日本人専門家は、現地不在期間中のプロジェクト運営にあたり、カウンターパー

トや現地雇用のプロジェクトスタッフと密にメールでの連絡を行い、質問や依頼にも

迅速に対応した。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
・ 保健行政の構造改革が進められているなかでプロジェクトが実施され、S&C システム

の将来像が描きづらいほか、カウンターパートの職が存続するか不透明な状況が続き、

バヌアツ側の士気にも負の影響を与えている。 
・ 保健行政上看護管理を行う部局が存在しない環境で、看護師を対象にしたプロジェク

トを実施することは容易ではなかった。組織横断的なワーキンググループを組織する

ことで対処したが、今後の持続性に不安を残している。 
・ すべての成果品は英語で作成されたが、英語が得意でないユーザーもいることからも

う一つの公用語である仏語版の作成も望まれる。しかし専門用語や各種コンセプトを

適切に翻訳するにはプロジェクトに関与している看護師が手がける必要があると思わ

れるが、人材も少なくプロジェクト期間内の実現は難しい。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

・ 天候によっては離島への交通手段が限られるため、移動を伴う活動（研修、研修後の

実施指導、スーパービジョン）の進捗に影響した。またシャトル型で派遣される短期

専門家の滞在期間中にほとんどの活動が計画・実施されているが、上位の看護指導官

のなかには、短期集中型の活動に体力的についていけない者もいた。 
・ 2011 年 3 月に正式に開始されているものの、同年 5 月まで実質的な活動は実施されな

かった。3 カ国で活動を同時進行させる日本側運営体制の構築の遅れが原因と思われ

る。 
 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは、ゾーン看護指導官のための管理ツールを導入し研修を併せることで、既
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存のものとは別の形のスーパービジョンのモデルを構築・提案した。また能力基準の導入で、

看護師個々人が課題を認識することが容易になり、本プロジェクトで開始された支援型監督指

導にも刺激される形で、現場の士気も向上している。しかし現時点では、このシステムが実際

にサービスの質の向上を生み出しているかどうかは不明であり、また財政状態が厳しく保健行

政の構造改革も進行中のバヌアツで、今後 S&C システムが定着するかどうかは予断を許さな

い。今後一定期間の試行を経て、策定されたモデルの有用性、汎用性、持続性について改めて

検証を行ったうえで、既存のスーパービジョン・システムとの統合が図られることが期待され

る。プロジェクトは予定どおり終了するも、ステークホルダーが現在の士気を維持し、こうし

た活動を実施していくために、日本側は何らかの方法で支援を継続することが適当であると思

われる。 
 

３－６ 提 言 

（1）プロジェクトに対して 
・ 残るプロジェクト期間で、シェファ州で試行された S&C モデルの成果や課題、強みや

弱みを整理すること。このレビュー結果は、モデルの改善やプロジェクト終了後 1～2
年間予定されているシェファ州でのモデル試行に活用されることが期待される。 

・ S&C ガイドラインを完成し、シェファ州保健マネジャーが実施に必要なツールや技能

を備えられるよう研修を終了すること。特に、S&C を通して抽出された現場のニーズ

や課題に対して、担当者や担当部署が適切な対応をとること、また地域保健看護師に

フィードバックを行う体制を強化する必要がある。 
 
（2）保健省に対して 

・ プロジェクト終了後もシェファ州での S&C モデルの試行を継続的に支援する担当者

を正式に任命すること。その間、看護師の教育や職能開発等、看護師をとりまく課題

全般に対応するフォーカルポイントを保健省内に設けることも検討されるべきであ

る。 
・ S&C の試行モデルにおいて、ゾーン看護指導官を効果的に機能させるために、彼らの

スーパービジョン・マネジメントにおける役割や責務を明確にし、職務内容（TOR）

を作成すること。 
・ S&C 実施のための予算を中央レベルと州レベルで確実に確保すること。その手段とし

て、必要に応じ他の開発ドナーや保健プログラムとの調整が期待される。 
・ シェファ州で開発された S&C や NB-IST モデルを他州に展開する長期的視点に立ち、

看護の質の担保に重要な役割を担うバヌアツ看護審議会の組織能力強化を促進するこ

と。 
 
（3）JICA に対して 

・ プロジェクト終了後しばらくして、ベースライン調査に関連させてシェファ州での

S&C モデルの評価を行えるよう支援をすること。 
・ プロジェクト成果を継続的にモニタリングし、他の開発ドナーと協調して、利用可能

な援助スキームを採用するなど、必要な支援を提供すること。 
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３－７ 教 訓 

・ プロジェクトの持続発展性の担保には、バヌアツの S&C や看護人材の発展を長期的に支援

できる日本国内専門機関の継続的な巻き込みが必要である。 
・ 短いプロジェクト期間のなかで、現地のニーズに即した協力になるようプロジェクトデザ

インの修正が行われたが、プロジェクトの効果や効率性をより一層高めるためには、案件

形成段階において緻密な状況分析を実施するべきである。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

世界保健機関（WHO）によると、全世界で 400 万人の保健人材が不足しており、人材育成は国

連ミレニアム開発目標（MDGs）達成にあたって喫緊の課題となっている。特に大洋州地域では、

適正な人材雇用と人材育成計画が実施されてこなかった結果、国内での保健人材配置の地域的不

均衡や定年看護指導者の後継者不足等が起こり、地域保健サービス供給に影響を与えている。こ

のような状況下、開発ドナーのさまざまな努力により、卒前・卒後教育の強化、現任研修等が実

施されているが、特に問題なのが、現任の看護師を含む医療従事者に対する監督者によるスーパー

ビジョンの弱さと、On-the-Job で行われるべき継続教育の欠如である。 
これに対し、JICA は 2005 年 4 月から 2008 年 3 月まで「フィジー国地域保健看護師現任教育プ

ロジェクト」を実施し、中東部地方を対象地域とし、プロジェクトで策定した地域保健看護師の

能力基準（CS）に基づき、現場でのスーパービジョンとコーチング（S&C）等を行った。また、

「現場ニーズに基づく現任研修」（NB-IST）の実施モデルを試行し、一定の成果を上げた。しか

し、モデルの全国的な普及に必要な成果の検証や、それに基づく国家政策の策定のための支援を

必要としていたため、フィジー共和国（以下、「フィジー」と記す）政府はわが国政府に対して技

術協力を要請した。これを受け、同様の問題を抱えていたトンガ王国（以下、「トンガ」と記す）

及びバヌアツ共和国（以下、「バヌアツ」と記す）も対象とした「大洋州地域地域保健看護師のた

めの『現場ニーズに基づく現任研修』強化プロジェクト」（以下、「プロジェクト」）が形成され、

各国保健省をカウンターパート機関として、2010 年 10 月より 2014 年 2 月までの予定で実施して

きた。 
プロジェクトは、これまでに複数名の短期専門家を派遣し、各国におけるベースライン調査の

実施、トンガやバヌアツにおいては看護師能力基準の開発や関連するガイドライン及びツールの

開発、S&C 研修の実施、フィジーにおいてはモニタリングツールの開発、看護指導官に対する各

種研修の実施等を支援してきた。またプロジェクト開始から約 2 年が経過した 2012 年 9～11 月、

フィジーとトンガを対象に実施した中間レビュー調査では、3 カ国にわたる広域協力であること

を念頭に置きつつ、各国が関係する協力部分について、プロジェクトの目標達成度や成果等を分

析し、プロジェクトの課題及び方向性について各国保健省と確認した。 
2014 年 2 月のプロジェクト終了に先立ち、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認すると

ともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導

くことを目的として、本終了時評価調査団を派遣した。 
 
１－２ 調査団の構成 

終了時評価調査団の構成は、以下のとおりである。 

担当業務 氏  名 所  属 派遣期間 
団長 1 

（フィジー、トンガ） 
花田 恭 JICA 国際協力専門員 2013/9/06-2013/9/25 

団長 2 
（バヌアツ） 

石井 羊次郎 JICA 国際協力専門員 2013/8/24-2013/9/01 
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技術参与 
（フィジー、トンガ） 

堀井 聡子 国立保健医療科学院 
国際協力研究部 主任研究官 

2013/9/06-2013/9/25 

協力企画 
（フィジー、トンガ、

バヌアツ） 

山下 祐美子 JICA 人間開発部保健第三課 
ジュニア専門員 

2013/8/24-2013/9/01 
2013/9/06-2013/9/25 

評価分析 
（フィジー、トンガ、

バヌアツ） 

今仁 直美 グローバルリンクマネージメ

ント株式会社 研究員 
2013/8/11-2013/9/25 

 
１－３ 調査日程 

日順 日 程 
行  程 

評価分析 
団長・技術参与・

協力企画 
1 8 月 11 日 日 移動：成田（13:55 発）→インチョン→  
2 8 月 12 日 月 ナンディ（8:35 着）→ スバ 

保健次官、看護部長表敬訪問 
 

3 8 月 13 日 火 国家 IST（現任研修）コーディネーター、中東部地方

保健事務所長、中東部 IST コーディネーター等関係者

からヒアリング 

 

4 8 月 14 日 水 移動：スバ→ランバサ             
北部地方保健事務所長、地方看護師長、地区看護師長、

タベウニ病院看護臨床指導官等関係者からヒアリン

グ 
移動：ランバサ→ナンディ 

 

5 8 月 15 日 木 西部地方保健事務所長、地方看護師長、地区看護師長、

ナンディ地区病院看護臨床指導官等関係者からヒア

リング 
移動：ナンディ→スバ 

 

6 8 月 16 日 金 開発ドナー（ Fiji Health Sector Support Program：

FHSSP）、フィジー看護カレッジ、保健省研修局等関

係者からヒアリング 

 

7 8 月 17 日 土 プロジェクト専門家等関係者からヒアリング  
8 8 月 18 日 日 移動：スバ（9:50 発）→ポートビラ（11:30 着）  
9 8 月 19 日 月 保健省人材育成研修マネジャーからヒアリング、JICA

ソロモン支所表敬訪問 
 

10 8 月 20 日 火 保健省病院治療サービスダイレクター、シェファ州保

健マネジャー等関係者からヒアリング 
 

11 8 月 21 日 水 バヌアツ看護学校長、国家研修委員長、日本人専門家

等関係者からヒアリング 
 

12 8 月 22 日 木 看護指導官、地域保健看護師等関係者からヒアリング  
13 8 月 23 日 金 開発ドナー（WHO、オーストラリア大使館等）等関

係者からヒアリング 
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14 8 月 24 日 土 情報分析/資料準備 移動：成田（20：45
発）→ 

15 8 月 25 日 日 情報分析/資料準備 → シ ド ニ ー → 

ポートビラ（15:10
着） 

16 8 月 26 日 月 JICA バヌアツ支所表敬訪問、ゾーン 1 看護指導官等関係者からヒアリン

グ 
日本人専門家との意見交換 

17 8 月 27 日 火 保健次官表敬訪問、ゾーン 2・3 看護指導官等関係者からヒアリング 
ミニッツ協議 

18 8 月 28 日 水 ミニッツ協議                            

日本人専門家との意見交換 
19 8 月 29 日 木 ミニッツ協議                            

JCC 
20 8 月 30 日 金 ミニッツ署名                            

JICA バヌアツ支所報告 
21 8 月 31 日 土 情報分析/資料準備 移動：ポートビラ（15:20

発）→シドニー→ 
22 9 月 1 日 日 移動：ポートビラ（12:15 発）→スバ（16:05 着） →成田（6:15 着） 
23 9 月 2 日 月 移動：スバ（13:00 発）→ヌクアロファ（15:45

着） 
 

24 9 月 3 日 火 JICA トンガ支所表敬訪問、カウンターパートへ

調査方法の説明、看護部長からヒアリング 
 

25 9 月 4 日 水 クィーン・サロテ看護学校長、ヴァイオラ病院

看護指導官等関係者からヒアリング 
 

26 9 月 5 日 木 サイト訪問（ルーラルヘルスセンター等）、地域

保健看護師からヒアリング 
 

27 9 月 6 日 金 非感染症（NCD）看護指導官、開発ドナー（オー

ストラリア国際開発庁：AusAID）関係者からヒ

アリング 

移動：成田（19:00 発） 

→ 

28 9 月 7 日 土 情報分析/資料準備 →オークランド→ヌク

アロファ（19:50 着） 
29 9 月 8 日 日 団内協議                              

30 9 月 9 日 月 保健省関係者表敬訪問、トンガ大使館表敬訪問、JICA トンガ支所表敬訪

問、ババウの看護指導官からヒアリング、団内協議 
31 9 月 10 日 火 サイト訪問（ヘルスセンター）、団内協議 
32 9 月 11 日 水 ミニッツ協議 
33 9 月 12 日 木 ミニッツ協議                            

評価報告書案の保健次官へのブリーフィング 
34 9 月 13 日 金 合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）/ミニッツ署名 
35 9 月 14 日 土 移動：ヌクアロファ（16:50 発）→ナンディ（17:20 着/20:15 発）→スバ（20:45

着） 
36 9 月 15 日 日 団内協議/合同評価報告書（案）作成 
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37 9 月 16 日 月 フィジー看護審議会関係者からヒアリング、団内協議 
38 9 月 17 日 火 サイト訪問（地区保健事務所、地区ヘルスセンター、看護ステーション等） 
39 9 月 18 日 水 ミニッツ協議、中東部 IST コーディネーターからヒアリング 
40 9 月 19 日 木 団内協議 
41 9 月 20 日 金 保健次官との意見交換                        

団内協議、日本人専門家との意見交換 
42 9 月 21 日 土 団内協議/合同評価報告書（案）作成 

43 9 月 22 日 日 団内協議/合同評価報告書（案）作成 

44 9 月 23 日 月 評価報告書の最終化                         

フィジー看護カレッジ、開発ドナー（WHO）関係者からヒアリング 
45 9 月 24 日 火 JCC/ミニッツ署名 

移動：スバ→ナンディ 
46 9 月 25 日 水 移動：ナンディ（9:55 発）→インチョン→成田（21:05 着） 

 
１－４ プロジェクトの概要 

（1）協力期間：2010 年 10 月 20 日～2014 年 2 月 28 日 
【フィジー】2010 年 10 月 20 日～2014 年 2 月 28 日の 3 年 4 カ月間 
【トンガ】 2011 年 1 月 24 日～2014 年 1 月 23 日の 3 年間 
【バヌアツ】2011 年 3 月 1 日～2014 年 2 月 28 日の 3 年間 

 
（2）相手国実施機関：各国保健省 

 
（3）上位目標 

【フィジー】フィジーにおける地域保健サービスの質が向上する。 
【トンガ】 トンガにおける地域保健サービスの質が向上する。 
【バヌアツ】他州への拡大を念頭に、「現場ニーズに基づく現任研修（NB-IST）システム」

がデザインされ、パイロット州にて試行される。 
 
（4）プロジェクト目標 

【フィジー】「現場ニーズに基づく現任研修」の仕組みが強化される。 
【トンガ】  既存のスーパービジョン・システムに組み込まれた「現場ニーズに基づく現任

研修」のメカニズムが強化される。 
【バヌアツ】 パイロット地域において、地域保健看護師に対する現場事情に即したスーパー

ビジョンとコーチング（S&C）のモデルが実施される。 
 
（5）成 果 

【フィジー】 
① 「現場ニーズに基づく現任研修」が政策として有効になる。 
② 「現場ニーズに基づく現任研修」のための国家標準化されたモニタリング評価（M&E）

システムが実施される。 
③ 看護指導官育成のためのマネジメントパッケージが開発される。 
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④ 中央及び地方レベルにおける IST コーディネーターの役割が強化される。 
⑤ フィジー、トンガ、バヌアツ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超えて）において、

プロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
 

【トンガ】 
① 看護スーパービジョン・システムが、「現場ニーズに基づく現任研修」のメカニズム

に適合するよう再定義される。 
② 新たに定義された看護スーパービジョン・システムに沿った NB-IST メカニズムの

M&E システムが確立する。 
③ 看護指導官の、看護師に対する CS 評価実施能力が向上する。 
④ 看護指導官の、看護師に対するコーチング及び NB-IST 実施能力が向上する。 
⑤ トンガ、フィジー、バヌアツ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超えて）において、

プロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
 
【バヌアツ】 

① S&C 試行のモデルがデザインされ使用される。 
② パイロット州の看護指導官が S&C の技術を身につける。 
③ パイロット州において、看護指導官によって S&C が定期的に行われる。 
④ バヌアツ、フィジー、トンガ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超えて）において、

プロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 
２－１ 評価手法 

本評価調査は「新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）」に基づき、プロジェクトの進捗

状況及び課題を確認し、プロジェクト終了までの方向性を導き出すことを目的として、以下のプ

ロセスにより実施された。 
① 最新のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）（付属資料３）及び活動計画（Plan 

of Operation：PO）に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、目的・成果達成状況、

発現効果などを調査・確認し、課題等を整理する。 
② 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、プロジェクト

チーム、フィジー・トンガ・バヌアツ側関係者と共に、現時点でのプロジェクトの査定を

行う。各項目の定義については、２－２を参照のこと。 
③ 上記評価結果を基にプロジェクト終了までの活動内容について協議する。 
④ プロジェクト目標及び上位目標を達成するための課題、対応策、提言等を含めた合同評価

報告書（案）を作成し、相手国側との協議を経て最終化する。 
⑤ 上記をプロジェクトの合同調整委員会（JCC）において発表・討議し、その結果を協議議

事録として取りまとめ、合意する。 
情報収集にあたっては評価グリッド（付属資料４）を作成し、それに基づき既存の文献から必

要情報を抽出するとともに、プロジェクト専門家、相手国側カウンターパート、プロジェクトの

裨益者、JICA 側関係者等よりヒアリングを行った。また各国において、地域保健サービスを提供

する 1 次施設を訪問し、活動の実施状況などを把握した。 
 
２－２ 評価 5 項目 

本評価において分析のフレームワークとして採用されている「評価 5 項目」とは、1991 年に経

済協力開発機構（Organization for Economic Co-operation and Development：OECD）開発援助委員

会（Development Assistance Committee：DAC）で提唱された 5 項目から成る開発援助の評価基準

を、技術協力プロジェクトの評価の目的・性質に合わせて応用したものである。その概要は以下

のとおり。 
 

DAC5 項目と技術協力プロジェクト評価の視点 

 DAC5 項目の定義 プロジェクト評価の視点 

妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・

ドナーの優先度並びに政策・方針との整合

性の度合い。 

「プロジェクト目標」「上位目標」は政

府・実施機関・ターゲットグループの政

策・ニーズと合致しているか。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 「アウトプット」によって「プロジェク

ト目標」がどこまで達成されたか。 

効率性 インプットに対するアウトプット（定性的

並びに定量的）を計測する。 
「投入」が「アウトプット」にどのよう

にどれだけ転換されたか。投入の質、量、

手段、方法、時期は適切か。 
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イ ン パ

クト 
開発援助によって直接または間接的に、意

図的または意図せずに生じる、正・負の変

化。開発援助が地域社会・経済・環境並び

にその他の開発の指標にもたらす主要な影

響や効果を含む。 

プロジェクトが実施されたことにより生

ずる直接的、間接的な正負の影響。計画

当初に予想されなかった影響や効果も含

む。 

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助

による便益が継続するかを測る。開発援助

は、環境面でも財政面でも持続可能でなけ

ればならない。 

JICA の協力終了後もプロジェクト実施に

よる効果が持続されるか。 

出典：「新 JICA 事業評価ガイドライン」第 1 版及び同書「実践編」第 1 版より作成 
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第３章 フィジー 
 
３－１ プロジェクトの実績と実施プロセス 

３－１－１ 投 入 
以下に日本側、フィジー側の投入の概要を述べる。詳細は付属資料５を参照のこと。 

 
（1）日本側投入 

1）専門家派遣 
2013 年 7 月末日時点において、チーフアドバイザーをはじめとし延べ 18 名の専門家

が現地に派遣されている。派遣期間合計は 78.57 人月であり、専門分野はプロジェクト

管理、保健政策、スーパービジョンとコーチング（S&C）、モニタリング評価（M&E）、
インパクト調査、業務調整等であった。その他、これまでに秘書やプロジェクトオフィ

サーとして延べ 5 名の現地要員を雇用している。 
 

2）機材供与 
ノート型パソコン、プリンター、コピー機、プロジェクター等のオフィス機材が、プ

ロジェクトに関連する活動を支援する目的で保健省（中央及び地方保健事務所）に供与

された。機材調達の総額は 112 万 7,403 円。 
 

3）現地活動費 
2013 年 7 月末日までに、フィジーにおける活動及び教材等の製作に関連して合計 4,945

万 4,125 円が日本側より支出された。 
 

（2）フィジー側投入 
1）カウンターパートの配置 

保健省より保健次官、看護部長、各地方の看護師長及び IST コーディネーター、その

他フィジー国立大学学長など 12 職種で延べ 25 名がカウンターパートとして名を連ねて

いる。その他多数の保健省や関連機関の職員が、ワーキンググループメンバーとしてプ

ロジェクトの活動に関与した。 
 

2）土地・建物・施設 
保健省内部に看護部長の執務室と隣接する形でプロジェクトオフィスが設置されて

おり、専門家や現地要員の執務スペースとなっている。光熱費及び一部のオフィス家具

も併せて提供されている。 
 

3）ローカルコスト負担 
保健省はカウンターパートの給与や国内出張経費の一部、プロジェクトオフィスの光

熱費のほか、活動にかかわる経費として 1 万 5,059 フィジードル（FJD）（78 万 342 円1）

                                                        
1 JICA 統制レート（2013 年 9 月）1.00 フィジードル = 51.819 円  
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を負担している（2013 年 9 月現在）。 
 

３－１－２ 実 績 
前プロジェクトで育成された看護指導官の多くが既に退職していた影響で、プロジェクト開

始直後に計画外の研修が必要となり、活動計画の実施には当初遅延がみられたが、終了時評価

時には大部分の活動が既に終了している。以下にアウトプットごとに実施された活動の概要と

指標の達成状況及び考察を述べる。 
 

（1）活動とアウトプットの実績 
1）アウトプット 1：「現場ニーズに基づく現任研修」が政策として有効になる。 

当初の計画では、インパクト調査により前プロジェクト2で構築された NB-IST モデル

の有効性を立証し、それをエビデンスとして NB-IST 政策を成立させることで、モデル

の全国展開を後押しする計画であった。実施された調査は、前プロジェクトの対象となっ

ていた中部地方とそれ以外の地方の現状を比較することでモデルのインパクトを測るデ

ザインとなっていたが、中部地方では当初想定していたほどNB-ISTが機能しておらず、

その有効性の確認には至らなかった。 
しかし日本人専門家とカウンターパートは、保健省の「人材育成・研修政策（以下、

「研修政策」）」の改訂のために組織されたワーキンググループに参加し、継続的に貢献

することで、NB-IST を同政策に盛り込むことに成功した。 
終了時評価時における指標とその達成状況は以下のとおり。 

指 標 達成状況 

1-1.「現場ニーズに基づく

現任研修」を促進する

政策文書が策定もし

くは改訂される。 

既存の人材育成・研修政策が改訂され 2012～2015 年版

が 2012 年末に完成した。同文書では「現場ニーズに基づ

く現任研修」を継続的職能開発の一環と位置づけている。 

 
上記の研修政策は、NB-IST3について言及した初めての政策文書である。保健省の看

護師を含めた全職員の継続的職能開発に対するコミットメントも明確に表明されており、

将来的な NB-IST の実施を政策的に支援する文書と判断されるところ、本アウトプット

は達成されたと結論づけられる。 
 

2）アウトプット 2：「現場ニーズに基づく現任研修」のための国家標準化された M&E シ

ステムが実施される。 
M&E システムはスバ周辺のデータユーザー（看護指導官、地方・国家 IST コーディ

ネーター、地方看護部長、保健省看護部長）が参加し、日本人専門家が指導するワーク

ショップ形式で策定された。試用期間を経て 2013 年 2 月より全国的にその運用が開始さ

れ、さらなる改良を経て 2013 年 7 月に最終化された。M&E システムの内容は、地区

                                                        
2 フィジー国地域保健看護師現任教育プロジェクト（2005～2008 年） 
3 研修政策において NB-IST は「現場の研修ニーズに沿って計画・実施される短期間の研修」と定義されており、本プロジェ

クトの PDM にあるものとは若干異なっている。 
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出典：“Monitoring Guidelines”, Management Manual for Nursing Supervisors July 2013 

（sub-divisional）⇔地方（divisional）⇔中央（national）間の定期報告とフィードバック

の仕組みであり、各種定期報告のスケジュールとそのための書式及びデータの集計用紙

である。同システムでは、①看護師の能力評価、②スーパービジョンのための施設訪問、

③NB-IST に関して活動の実施状況をモニターすると同時に、各地方保健事務所に 2013
年 2 月に導入されたエクセル上の M&E データベースに能力評価の結果（点数）やスー

パービジョンで特定された課題点を入力することで、電子データの蓄積ができる仕組み

になっている。中央レベルの M&E データベースは、各地方から電子データで提出され

た情報からプロジェクト目標に関する指標を拾って入力するものである。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
DNS：Director of Nursing Services（看護部長） 
DHS：Divisional Health Sister（地方保健事務所看護師長） 
SDHS：Sub-divisional Health Sister（地区看護師長） 
SIC：Sister-in-Charge（看護師長：臨床の IST コーディネーター） 

図－１ 策定されたフィジーの M&E システム 

 
本アウトプットに関連する指標の達成状況は以下のとおり。 

指 標 達成状況 
2-1. 期限内に地区保健

事務所から地方保

健事務所、地方保

健事務所から中央

（保健省）に提出

された M&E 報告

書の割合 

地区→地方：関連データの提供なし4。  
地方→中央：直近の定期（四半期ごと）報告においては、75％
（4 地方中 3）の保健事務所から期日までに報告書が送られ

てきたが、その内容は不完全なものであった。 

  

                                                        
4 プロジェクトでは地区から地方保健事務所への報告書の提出状況をモニターする体制を敷いていない。関連データは各地方

保健事務所に存在すると思われるが、調査団には提供されなかった。 

ME-1 CS Assessment M&E Sheet

ME-2 Supervisory Visit M&E Sheet

ME-3 NB-IST M&E Sheet

ME-4 Tally Sheet of CS Assessment, Supervisory Visit and NB-IST

ME-5 Divisional M&E Sheet of CS Assessment, Supervisory Visit and NB-IST

ME-6  National M&E Sheet of CS Assessment, Supervisory Visit and NB-IST
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2-2. M&E データベース

が定期的ににアッ

プデートされる。 

M&E データベースは 2013 年 2 月に各地方保健事務所と保

健省に設置された。「定期的」が定義されていないことから、

達成状況の正確な判断はできないが、下位レベルからの報

告書が出揃うのが遅れがちであることから、データベース

への入力も適時に実施できていない。 
中央レベルでは 2013 年 1 月より IST コーディネーターが空

席であることから、データベースへの入力はプロジェクト

が行っている。  
 
M&E システムを導入したことで、看護指導官や看護マネジャー〔保健省看護部長

（DNS）、各地方保健事務所看護師長（DHS）、国家・地方 IST コーディネーター〕の間

には、個人差は大きいものの、関連データを収集することで所轄の事項を監視すること

の理解が徐々にではあるが芽生えつつある。一方で、現時点では以下に述べるように課

題も多く、M&E の定着にはさらなる努力と時間が必要と思われる。 
本調査では、期限内に報告書を提出することを優先するあまり情報の質が損なわれて

いる事例が確認された。その背景には①地区レベルではほかに提出が義務づけられてい

る報告書があり、期限を順守することが困難である、②地区からの報告書の内容に不備

があった場合でも、現在の提出期限ではその修正を指示している時間がない、といった

事由があるとされ、カウンターパートとの協議では、提出期限の再検討が妥当であると

の結論に至っている。 
エクセル上の M&E データベースは、PDM の指標を追跡するためにも必要なツールで

あったが、その使用が開始されたのが 2013 年 2 月であり、2011～2012 年のデータは蓄

積されていない。ユーザーである地方保健事務所の看護師長及び地方 IST コーディネー

ターの多くはエクセルの使用経験がほとんどなく、青年海外協力隊（JOCV）が配置され

ている事務所ではその支援を受けながら徐々にその使用法を習得しつつあるものの、技

量の個人差は大きい。地方保健事務所では、データベースへの入力は労力を費やす作業

であり、エクセルの使用にある程度習熟した IST コーディネーターがいて初めて持続可

能であると認識されている。また現在の書式は数値データの入力・活用には便利である

が、スーパービジョンで特定された課題やその対応策としてとられたアクションの記録

には不向きであり、改善を望む声が聞かれている。プロジェクトでは、必要に応じて、

各地方保健事務所でデータベースの書式を改良することを推奨しているが、コンピュー

ターに関する知識が限られている現状では中央からの支援が必要であると思われる。 
現時点においては収集されたデータの分析や活用はあまり行われておらず、これは

IST コーディネーターの不在5や M&E システムが導入されて日が浅いことに加えて、

M&E の概念がフィジーでは比較的最近導入されたものであり、中央レベルの管理職も含

めて職務上の習慣となるに至っていないことが背景にあると考えられる。 
 
 

                                                        
5 国家 IST コーディネーターは 2013 年 1 月より現在に至るまで、北部の IST コーディネーターも 2013 年 1～7 月の間空席であっ

た。 
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3）アウトプット 3：看護指導官育成のためのマネジメントパッケージが開発される。 
プロジェクトは NB-IST メカニズムの各活動に関し、ガイドラインやツールを看護マ

ネジャーや指導官の参加の下で策定し、それらを活用した研修を実施してきた。2012 年 9
月に実施された中間レビューで、プロジェクトが行ってきた研修の教材等を整理し実用

に向けてモジュール化したマネジメントパッケージを作成することが提言されたことを

受けて、「看護指導官のための管理マニュアル」が編集され、2013 年 8 月に各地方で 1
次・2 次医療施設の看護指導官を対象に同マニュアルを使用した研修が実施された。指

標の達成状況は下表のとおり。 

指 標 達成状況 

3-1. 開発された看護指

導官育成のための

マネジメントパッ

ケージ 

以下のセクションから構成される「看護指導官のための管理

マニュアル」が策定・印刷されている。 
① 看護指導官の役割 
② 能力評価のガイドラインと実施・報告のためのツール 
③ 地区レベルにおける施設訪問スーパービジョンのガイ

ドラインと実施・報告のためのツール 
④ コーチング及びコミュニケーションマニュアルと報告

様式 
⑤ NB-IST と研修管理ガイドライン及び実施・報告のため

のツール 
⑥ M&E ガイドラインと報告・集計用紙  

 
策定されたマニュアルは、現職看護指導官が職務上必要に応じて参照するほか、将来

的な看護指導官の研修においてその教材としても使用することができるものであり、プ

ロジェクトでは 2013 年 10 月に予定されている国家保健執行委員会 （National Health 
Executive Committee：NHEC）において保健省の公式文書として承認されることで、持続

性を強化することをめざしている。また看護部では、マネジメント研修の保健省認定講

師を各地方に養成することで、将来的に地方レベルで質の担保された研修を実現させる

構想をもっている。中央レベルでは、2012 年に看護師の継続的職能開発の機会を提供す

ることをその役割としてフィジー看護カレッジ（Fiji College of Nursing：FCN）が看護審

議会の下に設立されており、同カレッジを通じて同様の研修が提供されることが見込ま

れる。 
 

4）アウトプット 4：中央及び地方レベルにおける IST コーディネーターの役割が強化さ

れる。 
中央・地方 IST コーディネーターは、NB-IST メカニズムにかかわる各活動を実施する

のに必要不可欠な役職である。同職の設置は本プロジェクトの前提条件であり、プロジェ

クト開始前に職位は設立されたものの、臨時のものであったために職務の遂行に必要な

高い技能や資格を有する者の応募がない、または定着率が悪いという問題に直面してい

る。 
今日 IST コーディネーターの重要性・有用性は保健次官や地方保健事務所長らに十分
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認識されているが、終了時評価の時点では保健省の正式な職位として認定されるには

至っていない。この背景には公務員の絶対数削減という国家政策があり、これまでは保

健省で承認しても人事院で不承認となる過程をたどってきた。しかし 2013 年 9 月に新憲

法が発効し、省内の人事はポストの創出や統廃合を含めすべて当該省の次官の裁量で決

定されることになったことから、IST コーディネーターのポストはプロジェクト終了ま

でには正式化されることが見込まれる。 
IST コーディネーターのタスクの一つとして、研修に参加する看護師を選抜・承認す

るというものがあるが、そのためには個々人の看護師の現在の仕事内容、保有する資格

や研修履歴に関する情報が必要である。本来的には保健省の人材情報システム（Human 
Resource Information System：HRIS）の一部となる性質の情報であるが、現在 HRIS が十

分に稼働しておらず、その再構築の見通しもつかないために、プロジェクトでは中東部

地方の IST コーディネーターと同地方保健事務所に派遣されている JOCV の助力を得て

IST インベントリーを開発し、2013 年 6 月に各地方保健事務所と 3 次病院に導入した。 
現時点における指標の達成状況は以下のとおり。 

指 標 達成状況 

4-1. 中央及び地方レベルの

IST コーディネーター

の職務規定書（Position 
Descriptions：PD）が公

式に承認される。  

IST コーディネーターの PD はこれまでに数度改訂されそ

の都度保健省の承認を得ているが、終了時評価時には再

度次官の指示により看護職以外の IST の調整も含めた PD
を作成中であった。  

4-2. 中央レベルで年次看

護現任研修計画が策

定される。 

2013 年に関しては、国家 IST コーディネーターは各地方

看護師長と 3 次病院から提出された中長期の研修候補者

リストを基に内部選考を行い、看護部としての研修候補

者リストを作成した。同リストはその後人事部内にある

研修管理室によって、全職種の研修候補者リストを一覧

にした「IST マスタープラン」にまとめられた。IST マス

タープランには NB-IST のような短期の研修は含まれて

いない。 
NB-IST に関しては、各地方より提出された年間計画を一

覧にしたものがプロジェクトによって作成されている

が、提出がなかった地方もあり、全国を網羅するものに

はなっていない。  

4-3. 各地方で IST インベ

ントリー6が四半期ご

とにアップデートさ

れる。 

終了時評価時では、各地方保健事務所及び 3 次病院・専

門病院で管轄する看護師の関連データの初期入力が進行

中であり、アップデートされる段階には至っていない。 

 
前述の「研修政策 2012-2015」に掲載されている研修管理室の役割には、現在 IST コー

ディネーターの業務とされていることが多く含まれているため、IST コーディネーター

                                                        
6 個々人の現任研修履歴のデータベース 
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の PD 改訂は、保健省内の業務分担等を再考しつつ行うことになる。 
また IST インベントリーは、簡易かつ低コストで当座的に設立されたものである。各

地のデータベースが相互にリンクしていないことから、職員が他地方に転勤した場合は

保健事務所間でデータの受け渡しをしなければならないなど、長期的な利便性には課題

がある。入力を含めた情報管理は IST コーディネーター（3 次病院では看護師長）の仕

事であるが、入力作業に忙殺されることは望ましくないため、地方保健事務所で HRIS
の管理のために雇用されている技師を活用すべきとの意見も聞かれた。 

 
5）アウトプット 5：フィジー、トンガ、バヌアツ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超

えて）において、プロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
本プロジェクトには、参加している 3 カ国間の経験共有を目的として、テレビ会議と

広域ワークショップが計画されていた。テレビ会議は 3 カ国の主だったカウンターパー

トと日本人専門家、JICA の関係者が参加して 3 回開催されており、うち 2 回の司会をフィ

ジーのカウンターパートが行った。広域ワークショップは 2011 年と 2012 年に 1 度ずつ、

いずれもフィジーで開催され、それぞれの 3 カ国からの参加者は 13 名と 18 名であった。 
以下は指標の達成状況である。 

指 標 達成状況 

5-1. テレビ、電話会議

の回数 
3 回（2011 年 2 月、2011 年 11 月、2013 年 3 月）。 

5-2. 国際会議の場で

発表した回数 
3 回。 
2011 年の大洋州保健人材同盟（Pacific Human Resources for 
Health Alliance：PHRHA）年次会合において、副総括がプロ

ジェクトの概要を発表。  
2011 年のフィジー国立大学（Fiji National University：FNU）

主催大洋州島嶼国保健研究シンポジウムにおいて、FNU のリ

サーチオフィサーがベースライン調査の結果を発表。  
2012 年南太平洋看護・助産師長連合（SPCNMOA）の看護

フォーラムにおいて、看護部長が NB-IST について発表。  

5-3. 経験共有のケー

ス 
プロジェクトの成果品の一部はプロジェクトもその設立に

助力した FNU の看護指導官向けの卒後ディプロマコースの

カリキュラムに反映されている。同コースの関係者からは、

看護指導官のための管理パッケージの編集にあたり、学術的

な視点からのアドバイスを受けた。 
 
広域ワークショップに関しては、フィジーにとっては、学びの場というよりは自国の

成果を後発国に示すという側面があり、有意義かつ士気を高める経験であったことが報

告されている。プロジェクトの経験を外部に向けて発信するという意味では、2011 年の

国際保健学会の年次大会で日本人専門家がベースライン調査の結果の発表を行っている

ほか、定期的にニューズレターを発行しカウンターパートや関連機関、開発ドナー等に

配布している。 
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（2）プロジェクト目標達成の見込み 
プロジェクト目標：「現場ニーズに基づく現任研修」の仕組みが強化される。 
現時点における指標の達成状況と調査団による考察を以下に述べる。 

指 標 達成状況・考察 

1. 各地方におい

て 80％以上の

地域看護師が

ガイドライン

に定められた

頻度の能力基

準に基づく評

価を受ける。 

ガイドラインでは地域看護師の能力評価（Competency Assessment：
CA）は年に 2 回（アクセスの特に悪い地域では年 1 回）実施するこ

とと定められている。2013 年前半 6 カ月間における実施率は 72.2％で

あったが、以下の地域差がみられた。  
 

2013 年 1～6 月に能力評価を受けた地域保健看護師の割合 

地 方 中 部 東 部 北 部 西 部 合 計 
地域看護師数 123/172 16/61 71/87 105/116 315/436 
実施率 71.5％ 26.2％ 81.6％ 90.5％ 72.2％ 

 
東部における実施率の低さは、離島地域のアクセスの悪さを反映した

ものと分析される。  
2013 年以前の実施データがないことから、年間実施率は 2013 年が終

了するまで明らかにはならないが、2013 年下半期はまだ 1 度も評価を

受けていない者が優先されることになるため、2 度評価を受ける看護

師の割合は上半期の実施率より低いことが予想される。 

2. 95％以上の保

健施設がガイ

ドラインに定

め ら れ た 毎

年 1 回以上の

監督指導訪問

を受ける。 

「看護指導官のための管理マニュアル」にある実際のガイドライン

は、監督指導訪問の回数を年 4 回（特にアクセスの悪い地域は年 2 回）

と定義しており、ガイドラインの内容が固まる前に設定された本指標

とは一致していない。 
2013 年上半期には、全 184 施設のうち 76.1％が 1～2 回以上の監督指

導訪問を受けた7。今後年度末に向けてこの割合は上昇するものと推

察される。 
 

2013 年 1～6 月に 1～2 度の監督指導訪問を受けた施設の割合 

訪問回数 中 部 東 部 北 部 西 部 合 計 
2 回 6.7％ 0.0％ 32.5％ 15.4％ 13.0％ 
1 回 75.6％ 42.6％ 67.5％ 67.3％ 63.0％ 
合計 

（1 回以上） 
82.2％ 42.6％ 100％ 82.7％ 76.1％ 

 

  

                                                        
7「スーパーバイザリー訪問」とは、看護指導官（地区看護師長または地区看護師長から委嘱された上級看護師）が施設を訪問

しプロジェクトが策定したチェックリストを使って査察を行った場合のみを指す。 
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 監督指導訪問実施に関する最大の障害は、交通手段などのロジスティ

クスである8。上記はプロジェクトがロジスティクス面での支援を

行った9うえでの数値であるが、年 4 回（僻地は 2 回）のガイドライ

ン上の目標達成にはほど遠い結果となっている。地区レベルでのロジ

スティクスの効率化を図ることで、若干の向上は可能と思われるが、

現在のガイドライン値が非現実的であることも否めない。 
監督指導訪問の必要性は施設の置かれている状況によって異なるも

のであり、一律にその回数を規定することの是非を再検討する必要が

ある。東部での低い実施率は NB-IST メカニズムの限界を示すもので

あり、離島地域におけるサービスの質の担保には、別途状況に即した

体制が必要であることが示唆されている。 

3. 70％の看護指

導官が看護指

導官育成のた

めのマネジメ

ントパッケー

ジの全項目に

関する研修を

受ける。 

2013 年 8 月に各地方で行われた「看護指導官のための管理マニュア

ル」研修により、59 名の地域保健分野の看護指導官（地区指導官及び

上級看護師）のすべてが全項目に関する研修を終了していると見なさ

れる。看護指導官ではないものの、類似の役割が期待されることが多

いナース・プラクティショナー（Nurse Practitioner：NP）全 26 名中 24
名（92.3％）と、17 名の地区病院の看護師長10も同研修を受講した。 
一通りの研修は実施されたものの、NB-IST メカニズムと一連の活動

の内容・意義の理解度に、看護指導官のなかでも個人差が大きいこと、

また地方間の差も認識されており、その均質化が今後の課題である。 

4. 各地方におい

て計画された

「現場ニーズ

に基づく現任

研修」の 80％
（年間）が実

施される。 

2013 年 6 月末の時点では, 年度初めに計画された NB-IST のうち

の 40.0％（計画が提出されなかった北部地方を除く）が実施済みで

あった。下表に地方別の達成率を示す。  

保健省から各地方保健事務所に割り当てられる研修予算は毎年 1 万

～1 万 5,000 FJD 程度であり、絶対的に不足していることから、NB-IST
のほとんどは①ドナーの支援するプログラムの活動に統合するか②

研修対象となる看護師が集まる別の機会をとらえて実施することで

費用を捻出している。 
NB-IST の実施に活用しようとしていた別の部署が企画・実施する研

2013 年 6 月末時点における NB-IST の実施率 

 中 部 東 部 北 部 西 部 
計画された NB-IST11数 21 16 0* 26 
実施済みの NB-IST 数12 9 5 9 11 
実施率 42.9％ 31.3％ - 42.3％ 
＊地区レベルから必要な情報が提出されなかったことを理由に州の計画は作

成されていない。 

                                                        
8 地区保健事務所からだれかが施設を訪問する機会に看護指導官が便乗してスーパービジョンを実施するのは、ごく普通に行

われているという。 
9 2013 年の第一四半期は 39 施設中 8 施設（20.5％）、第二四半期は 110 施設中 64 施設（58.2％）への訪問に際し、燃料費、車

両、宿泊費等（の一部）をプロジェクトが負担した。 
10 地区病院においても地域保健サービスが提供されていること、また病院から地域保健施設への転属も多いため。   
11「現場で特定されたニーズに呼応する形で看護指導官が計画し、地方看護師長の承認を受けて実施される研修」と定義。 
12 各地方看護師長から報告された数をそのまま使用。 
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修の日時が変更されることが比較的頻繁にあることから、当初の計画

どおりに NB-IST を実施するのは困難であることが看護指導官からは

報告されている。しかし、そうした活動が最終的には実施される限り、

実施率は年度末に向けて向上することが見込まれる。   
一方で、地方看護師長からは NB-IST として報告されている研修のな

かに、看護指導官ではなく保健省が企画・実施したものが含まれてい

ることも明らかになり、地方看護師長・看護指導官に NB-IST の理解

が浸透していないこと、または現段階における M&E に課題が残され

ていることが示唆された。 

5. NB-ISTメカニ

ズムの指標の

一部が各地方

のビジネスプ

ラン上の指標

として採用さ

れる。 

各地方の 2013 年のビジネスプラン（年間計画書）に掲載されている

NB-IST の指標または記述は以下のとおり。 

 

地方 記載内容 

中部 NB-IST への言及なし。ただし看護部のビジネスプランには、

「NB-IST の強化」が目標の一つとして明記されており、指

標として「NB-IST の数」と「特定されたニーズの種類」が

挙げられている。 
東部 

北部 
NB-IST に関連する指標は記載されていないが、地方保健事

務所の組織図には IST コーディネーターが、またアウトプッ

ト 3（人材育成）の下には継続的職能開発が記載されている。 

西部 
NB-IST に関連する指標は記載されていないが、継続的職能

開発に関連して「年間研修計画の策定」が IST コーディネー

ターと人事との共同の業務として記載されている。 

 
現時点で明確に達成されているといえる指標は 3 のみであり、保健財政が逼迫している

ことから監督指導訪問や NB-IST の実施などに必要な資金が保健省レベルで確保されない

という状況下では、全数値目標の達成は困難であると思われる。保健省やプロジェクトの

資源（期間・資金）に比して非常にハードルの高い目標値を示す指標があること、IST コー

ディネーターの職位が非正式な職位であったことから適当な要員の確保が困難であり、結

果的に空席期間が続いたことなども、プロジェクト目標の達成状況に影響を及ぼしている

要因と考えられる。 
 

３－１－３ 実施プロセスの検証 
プロジェクト実施上の特記事項を以下に述べる。 

 
（1）外部要因に起因するもの 

1）進捗の遅れ 
プロジェクトの活動は、特に初期の段階において計画より大きな遅れがみられた。主

な要因は、2009 年 4 月に公務員の退職年齢が引き下げられたことで、前プロジェクトで

育成された看護指導官の多くが後任に満足な引き継ぎもできないままに職場を去ったこ

とから、中部地方には根づいていると目されていた NB-IST の仕組みを、再度基礎から
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構築せざるを得なかったためとされている。 
 

2）IST コーディネーターの高離職率 
専任の IST コーディネーターは、NB-IST メカニズムが機能するにあたっての前提条件

であるが、アウトプット 4 の項で既述のように、行政上正式に承認された職位でないこ

とから能力のある人材を安定して配置することが困難であった。中央レベルの IST コー

ディネーターはプロジェクト開始以来 3 名が務めたのち、2013 年 1 月より空席であり、

また北部地方でも現在の IST コーディネーターが着任する前は約 7 カ月にわたって空席

となっており、モニタリングを含めた NB-IST メカニズムの活動に支障が生じた。 
 

3）看護法令の施行 
2011 年に制定された看護法令により、看護審議会、看護カレッジ、看護倫理委員会等

が設立されると同時に、2013 年より看護師免許の毎年の更新が義務づけられた。免許更

新の要件として毎年一定以上の研修を受けることが定められたことで、保健省内や看護

師の間でも現任研修に対する関心が高まり、NB-IST を促進しようとするプロジェクトの

追い風となった。 
 

（2）プロジェクト運営に関するもの 
1）プロジェクトのモニタリング体制構築の遅れ 

中間レビュー時に PDM の指標データの多くが入手できなかったため、プロジェクト

のモニタリングのための体制を早急に構築するよう提言がなされた。その後 NB-IST メ

カニズムの M&E システムが設立され、プロジェクト目標の指標値を含むデータの収集

が行われるようになったほか、活動の進捗状況を把握するために四半期に 1 度合同調整

委員会（JCC）が開催されるようになった。これらの措置はそれぞれに有用なものであ

るが、終了時評価時においてもモニターされていない PDM 指標があるほか、上記 M&E
システムが設立された 2013 年 2 月以前のデータがないのが現状である。 

 
2）プロジェクト方針に関する関係者間の共通理解形成の遅れ 

プロジェクト開始以来、PDM は 2 度改訂されているが、当初の PDM は論理的構成や

文言に問題があったため、日本人専門家側とカウンターパートの間、またはそれぞれの

グループ内で、プロジェクトの目的や道筋に関する共通の理解の形成が困難であった。

またプロジェクトには合計 18 名の日本人専門家が派遣されており、プロジェクトの進捗

状況や課題等に関する情報・認識を共有するにあたって負担となった。 
 

3）裨益者の拡大 
PDM では臨床看護指導官は本プロジェクトの対象者・裨益者とはされていないが、プ

ロジェクトで実施した研修等は 2 次医療施設である地区病院の臨床看護指導官も対象と

している。これは地域保健サービスが地区病院でも提供されていること、臨床から地域

保健への人事異動も頻繁にあることに配慮した決定であった。 
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4）JOCV との協働 
地方保健事務所に配属された JOCV による貢献は大きい。具体的には、①コンピュー

ターを使用した M&E データ（能力評価の結果データ含む）の管理と報告書作成にかか

わる地方看護師長や IST コーディネーターに対する技術的支援、②地方保健事務所にお

ける関連データの視覚化、③地方の保健施設を訪問した際の現場の状況にかかわる情報

の日本人専門家との共有といった地方保健事務所レベルでの支援のほか、中央レベルで

の IST インベントリーの開発とその使用法の指導にも中部地方保健事務所に派遣された

JOCV が大きな貢献を行った。 
 
３－２ 評価結果 

３－２－１ 妥当性 
一定の妥当性は確保されている。 
 

（1）政策面 
政策面の妥当性は高い。フィジーの現行の保健戦略計画（2011～2015 年）は重点課題で

ある非感染症及び感染症の対策として地域保健看護師が提供するプライマリ・ヘルス・ケ

ア（PHC）に重点が置かれているほか、サービスの質の向上が重視されており、その文脈

で医療技術者の継続的職能開発の重要性が認識されている。継続的職能開発の推進はプロ

ジェクト期間中に改訂された「研修政策 2012-2015」にも明示されており、NB-IST とコー

チングの実施によって地域保健看護師の職能を高め、上位目標としてサービスの質の向上

をめざす本プロジェクトは、まさに保健省の政策と合致するものであった。 
JICA の対フィジー事業展開計画では、民主化の動きを支援しつつ、①保健、教育、社会

的弱者支援と国民の生活向上に資する分野、②環境、感染症対策など地球規模問題の解決、

を③フィジーを拠点として他の島嶼国にも裨益する広域案件を通じて支援するという方

針の下、援助重点分野を①環境・気候変動、②脆弱性の克服と設定している。本プロジェ

クトは後者の開発課題の一つである「保健医療サービスの向上」に貢献するものである。 
 

（2）ニーズへの呼応 
当初想定されたものではないが、看護指導官の役割を整理しマネジメントのツールと研

修を提供する本プロジェクトは、2009 年の突然の管理職の大量退職（３－２－３参照）で

マネジメントのノウハウのないままあとを引き継ぎ、手探りで業務を遂行していた看護指

導官の切実なニーズに応えるものであった。また看護師免許の更新要件として現任研修の

受講が義務づけられたことで、研修履歴の重要性が一気に高まったが、本プロジェクトで

配布した個々人の研修履歴を記録するノート、同様の記録を地方保健事務所・病院レベル

で管理する簡易データベース（IST インベントリー）は、このニーズに応えるものとして

そのタイムリーな導入が歓迎された。 
保健省は AusAID の支援を受け、保健戦略計画や年間計画に盛り込まれた人材開発にか

かわるさまざまな率先した取り組みを「戦略的人材育成プロジェクト」の下で実施してい

るが、本プロジェクトはその活動である IST マスタープランの策定などにも貢献している

ほか、同プロジェクトで職種横断的に推進する現任研修の調整にあたっては、本プロジェ
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クトでその職位が確立される見込みの IST コーディネーターが中心的な役割を担うことが

検討されている。 
 

３－２－２ 有効性 
有効性は限定的である。プロジェクト目標に関する指標で達成されているのは五つのうち一

つのみであり、NB-IST メカニズムは当初想定されたほどには強化されていないことを示してい

る。特に東部地方の達成度の低さには、物理的なアクセスが困難な地域における NB-IST メカ

ニズムの有効性の限界が示唆されており、こうした地域のニーズに適切かつ十分に応えるには、

離島地域における看護管理の体制そのものから見直す必要があると思われる。 
一方で、本プロジェクトのアウトプットの一つ一つ（アウトプット 5 を除く）は保健行政、

特に看護管理の強化に直接的に寄与するものであることから、NB-IST メカニズムの構築・実施

は、インパクトとして顕著である看護管理の強化（３－２－４（2）に詳述）に対する手段と

して有効であったといえよう。NB-IST メカニズムは、本来看護師の能力強化の手段として位置

づけられていたが、こちらの有効性は現時点においては関連データの蓄積がなく、検証できて

いない。 
プロジェクトの実施に際して採られた個別の手法の有効性に関しては、ステークホルダーを

召集したワークショップを通じて成果品〔M&E システム（M&E ツール含む）、能力評価のツー

ル、スーパービジョン・ガイドライン、NB-IST 管理ガイドラインなど〕の作成を行ったことは、

その過程に関係した主に中央及び中部地方のステークホルダーに限定されるものの、参加者の

知識の向上とオーナーシップの醸成に有効であった。しかしこの手法は参加したステークホル

ダーの技術レベルが成果品に反映されやすいという側面をもっており、ことに M&E システム

に関しては、フィジーにおける M&E がもともと脆弱なことに配慮したより丁寧な技術指導が

有用だったと思われる。 
 

３－２－３ 効率性 
投入は 3 カ国分をまとめて一つの広域プロジェクトとして管理されているため、国別に効率

性を議論することは困難であるが、プロジェクト開始後 JICA 規定の上限まで追加予算が組ま

れていることに加え、日本側協力機関の自社負担によりフィジーだけで 207 日間（6.90 人月）

の専門家派遣が追加投入されていることから、当初の想定に比してプロジェクトの効率性は低

かったと判断される。 
追加投入が必要となった大きな要因として、プロジェクトの計画段階で現地資源と目されて

いた保健省の管理職の多くが 2009 年 4 月の大量退職13により職を離れたことで、中部地方にお

いては定着していると認識されていた現任研修の仕組みが想定されたほど機能していなかっ

たことが挙げられる。強制退職から半年以上経た時点で実施された詳細計画策定調査（2009
年 11～12 月）で、必要な対応策が盛り込まれなかった経緯は明らかでないが、プロジェクト策

定の段階における現状分析が不十分であった可能性もある。また前述のワークショップ研修を

通じた参加型の成果品作成という手法は、特に参加者の知識・技術レベルが低い場合には一定

の質の成果品を仕上げるには多くの投入が必要となり、効率性の面では必ずしも最善の選択肢

                                                        
13 公務員法の改定で定年退職年齢が 55 歳に引き下げられ、それを超えている者は 4 月 15 日より 2 週間の猶予を経て全員が強

制的に退職となった。 
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ではない。 
フィジーにおけるプロジェクト運営に携わった日本人専門家は 18 名にのぼっており、中間

レビューでも指摘されているように、少数で運営する場合に比べて効率性の損失はあったと思

われる。 
 

３－２－４ インパクト 
（1）上位目標の達成見込み 

上位目標：フィジーにおける地域保健サービスの質が向上する。 
 

指 標 達成状況 
地域保健看護師の能力基準に基づく評

価の点数が 3 以下のコンポーネントが一

つでもある地区の数 

関連データなし。ベースラインとなる 2013 年

のデータはプロジェクト終了までに出る見通

しである。 
 

上記のとおり、ベースラインデータの欠如により現時点において上位目標の達成を予測

することはできない。しかしサービスの質の改善に関しては、出勤時間の厳守や利用者

サービスの改善、NB-IST が実施された分野における知識・技能の向上などが既にみられる

ことが、看護指導官より報告されている。その他、支援型監督指導の概念や手法が看護指

導官やその上司たちに広まりつつあることも確認されており、サービスの質の改善につな

がっているものと考察される。  
その一方で上位目標の達成には、能力評価で特定された課題に対する研修が企画・実施

される必要があり、その障害となっている保健省の予算不足が何らかの方法で克服されな

ければならない。またNB-ISTの質の担保、看護指導官のNB-ISTメカニズムの理解度とコー

チング等のスキルの向上、能力評価に関するものを含めたツールの定期的なレビューと必

要に応じた改訂なども、保健省の自助努力によって継続されることが望まれる。 
 

（2）その他のインパクト 
NB-IST メカニズムの手段としての有効性は限定的であったが、本プロジェクトの保健行

政上のインパクトは多岐にわたっている。看護管理に関するものとして、マネジメントの

ノウハウをもたなかった多くの看護指導官の多くが、NB-IST メカニズムに関連する活動の

ツールや研修により、今では自信をもって職務を遂行できるまでに成長した。能力評価を

臨床看護も導入する動きがあり、プロジェクトで使用されているものを基礎に臨床看護に

より適したものを策定することが検討されている。 
2009 年の管理職職員の大量退職後間もなく開始された本プロジェクトは、急きょ登用さ

れた中間管理職のキャパシティを強化するものとして適時適切であり、保健省内外からの

注目を集めることとなった。能力評価ツールの有用性は人事院にも認められ、その概念に

沿って全公務員の年次職務査定のツールが改訂された。また、ほかの医療職も同様の能力

評価ツールや管理マニュアル、現任研修履歴を個々人で管理するノートなどの導入に関心

を示していることが報告されている。 
また保健省人事部の研修室は、プロジェクトに感化されて保健省全体の研修ニーズアセ
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スメントを実施したほか、全職種を網羅した年間現任研修計画の策定を試行し始めている。

継続的職能開発にかかわるこうした保健省の活動は、AusAID の支援も得て組織的に推進

されており、保健セクター全体に影響するインパクトを生み出すことが期待される。 
 

３－２－５ 持続性 
プロジェクトのインパクトが持続する可能性は高い。研修政策で NB-IST が認識されたのは

持続性の観点からは大きな意義がある。また、課題を特定し支援的にその解決を図りモニタリ

ングすることで体系的にサービスの質の向上を図るスーパービジョンは、他の医療職種にも応

用できるものとして保健次官や地方保健事務所長の高い評価を得ており、IST コーディネー

ター職の正式承認や本プロジェクトで作成したものと類似の管理マニュアルを他の職種向け

に作成する動きにつながっている。この管理マニュアルは研修教材としても使用できることか

ら、今後の看護指導官のマネジメント研修は、保健省が計画どおり認定講師を養成し、また看

護カレッジが有料研修を開始することで、その質及び資金的な持続性の向上が担保されること

が期待できる。 
その一方で、IST インベントリーは維持管理に手間がかかり、持続性の高いものではないこ

とに留意する必要がある。これは、同システムが低コストで可能な当座的なものであることに

由来しており、今後は再稼働に向けて作業中である HRIS にその機能が引き継がれるよう、看

護部と人事部の連携が望まれる。 
こうした人材育成・管理に関連する活動は保健省内部に点在しているが、今後効率性と持続

性の確保のためにも、それらを一つのプログラムにまとめることで、PDCA サイクルに則った

システマティックかつサポーティブな人材育成・管理システムである NB-IST メカニズムの主

流化を図ることも、検討の余地があると思われる。 
 

３－２－６ 結 論 
プロジェクトの指標から判断する限りでは、NB-IST メカニズムの強化は当初期待されたほど

のレベルまで達成されなかった。しかしこのプロジェクトで導入したマネジメント・ツールや

各種研修の結果、スーパービジョンや現場レベルでの研修がより体系化されたものになってお

り、その意味では、NB-IST メカニズムの強化は目的ではなく、看護管理の強化のための手段で

あったと結論づけることができる。マネジメントとリーダーシップの強化により支援型監督指

導の文化が芽生えつつあり、その結果として利用者中心の看護サービスや看護師の技能の向上

が認められ始めている。また現在徐々に看護部上層部において認識されつつあるエビデンスに

基づく意思決定とそのためのデータの重要性が根づくことで、フィジーの看護管理はさらに強

固なものとなることが期待される。 
このようなプロジェクトの効果を最大化し持続させるためには、保健省が管理職の能力強化

（特に M&E にかかわるもの）を継続的かつ意識的に図ることが不可欠である。同時に、保健

人材開発にかかわる保健省及び関連機関のすべての率先した取り組みを、保健省のリーダー

シップの下、一つに集約していくことも奨励される。  
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３－３ 提言と教訓  

３－３－１ 提 言 
（1）プロジェクトに対して 

① 設定されたすべての指標データを追跡し、確実かつ適切にプロジェクトのモニタリン

グを実施すること。 
② 地区レベル、地方レベル、国レベルで収集されたデータの質とデータ活用状況につい

て、監視・分析すること。 
③ M&E ツールと看護管理職の M&E 技能のギャップに対処すべく、改善に向けた議論を

促進すること。 
④ 既存の制約にかんがみ、NB-IST メカニズムの構成活動に係る報告期限や活動頻度が適

切に設定されるよう再検討すること。 
 

（2）保健省に対して 
① マネジメント能力と実践の向上に向けた保健省全体の取り組みを、一つのプログラム

に集約することを検討すること。 
② 人材開発に係る関連機関の継続的な組織強化を推進すること。特に、現任教育の質と

有効性を担保のためには、看護審議会の組織強化が望まれる。 
③ 地域保健看護師や他の保健人材の現任教育の向上のために必要不可欠な IST コーディ

ネーターを正式な職位として承認すべく継続的な努力を払うこと。  
④ M&E を通じて収集されたデータの真の有用性と意思決定への有効活用を保証すべく、

全レベルの看護管理職の M&E に係る能力強化を支援すること。 
⑤ 当座的に開発された IST インベントリーについて、再稼働に向けて作業中である保健

人材情報システムにそのすべてを統合すること。 
 

（3）JICA に対して 
今後フィジー保健セクターへの支援を計画する際は、フィジーのニーズを的確かつ慎重

に見極めたうえで本プロジェクトの成果を生かした支援を検討すること。将来の協力効果

を最大限に高めるべく、適切かつ詳細な戦略を練る必要がある。 
 

３－３－２ 教 訓 
中間管理職の能力強化は、①看護マネジャーの意思決定のために必要な情報提供を可能にす

ると同時に、②スーパービジョンを通じて、地域保健看護師によるサービスの質の向上に正の

インパクトを与え得る。保健システム強化において中間管理職をターゲットにする場合は、併

せて上位管理職の能力強化を図ることで、サービスの質により大きなインパクトを与えること

ができる。 
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第４章 トンガ 
 
４－１ プロジェクトの実績と実施プロセス 

４－１－１ 投 入 
以下に日本側、トンガ側の投入の概要を述べる。詳細は付属資料５を参照のこと。 
 

（1）日本側投入 
1）専門家派遣 

2013 年 7 月末日時点において、チーフアドバイザーをはじめとする延べ 10 名の専門

家が現地に派遣されている。派遣期間合計は 27.77 人月（833 日）であり、専門分野は

プロジェクト管理、保健政策、スーパービジョンとコーチング（S&C）、モニタリング評

価（M&E）、インパクト調査、業務調整等であった。その他、アシスタントプロジェク

トオフィサーや秘書としてこれまでに延べ 3 名の現地要員を雇用している。 
 

2）機材供与 
ラップトップ型コンピューター、プリンター、プロジェクター等のオフィス機材が、

プロジェクトに関連する活動を支援する目的で保健省に供与された。その他プロジェク

トが使用する目的で、記録用のデジタルカメラと付属品が調達されている。機材調達の

総額は 31 万 9,655 円（5,965.60 トンガ・パアンガ14）。 
 

3）現地活動費 
2013 年 7 月末日までに、トンガにおける活動及び教材等の製作に関連して合計 1,606

万 4,984 円が日本側より支出された。 
 

（2）トンガ側投入 
1）カウンターパートの配置 

保健省より保健次官、看護部長、看護部内の各セクション長（臨床看護師長、地域保

健看護師長、看護学校長、非感染症看護師長）、パイロット地区の看護指導官など、総勢 16
名がカウンターパートとしてプロジェクト運営に携わった。 

 
2）土地・建物・施設 

終了時評価時点においては、日本の無償協力で改修されたクイーン・サロテ看護学校

（Queen Salote School of Nursing：QSSN）内に日本人専門家と現地雇用要員の執務室が

提供されている。光熱費及び基本的なオフィス家具も併せて提供されている。 
 
3）ローカルコスト負担 

保健省はカウンターパートの給与とプロジェクト活動にかかわる交通費、研修等の際

の昼食・軽食代の一部を負担している。その他、プロジェクトで行う研修のために WHO

                                                        
14 JICA 統制レート（2013 年 8 月）1.00 パアンガ = 53.583 円  
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や国連人口基金（UNFPA）から合計 2 万 3,996 パアンガ（140 万 5,757 円）を調達した。 
 

４－１－２ 実 績 
当初は、NB-IST メカニズムの各要素（能力基準、スーパービジョン、コーチング、NB-IST、

M&E）にかかわる仕組み及びツールのほとんどを、プロジェクトの初期にまとめて策定する計

画であった。しかし、トンガ側が既に自主的に着手していた能力基準の完成を優先したこと、

また NB-IST メカニズムの各要素について学んだあとに、それぞれをトンガの実情に即したも

のにしていくという手順が必要だったことから、トンガ版の NB-IST メカニズムの概要が完成

するのはプロジェクトの後半に持ち越される結果となった。終了時評価の時点では、計画され

た活動は一部を除きほぼ終了している。 
以下にアウトプットごとに実施された活動の概要と指標の達成状況及び考察を述べる。 

 
（1）活動とアウトプットの実績 

1）アウトプット 1：看護スーパービジョン・システムが、「現場ニーズに基づく現任研  

修」のメカニズムに適合するよう再定義される。 
「現場ニーズに基づく現任研修の

仕組み」の導入に際し、2011 年 8 月

～10 月「トンガにおけるプロジェク

トの対象である地域保健を担う看護

師たちの現状を把握し、（中略）結果

を以降の活動計画策定に活用するこ

とを目的として15」ベースライン調

査が実施された。その結果を基に

NB-IST の仕組みに関する中央・地方

レベルの指導官の役割が再定義され、

人事院の管轄する各人の職務規定書

（Job Descriptions：JD）にも反映さ

れた。 
プロジェクトが作成中の IST マ

ニュアルのドラフトには再定義され

た看護管理システムが図解されてお

り（図－２）、各役職の分掌事項のほ

か、外部団体である看護審議会や保健省の研修開発委員会（Training Development 
Committee：TDC）といった関連機関・部署の機能・役割も明記されている。NB-IST メ

カニズムと関連ツールの導入によって、中央と地方レベルの指導官の役割分担が明確に

なり、保健行政上の看護管理がより組織化される結果となったことがうかがえる。 
本調査時点における指標の達成状況は以下のとおり。 
 

                                                        
15 ベースライン調査報告書和文要約 

図－２ 再定義された看護 
スーパービジョン・システム 
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指 標 達成状況 
スーパーバイザーの機能、

責任、報告系統等について

明記された文書 

IST マニュアルの 1 セクションとしてドラフトが完成し

ている。プロジェクト終了までには IST マニュアルは最

終化され、保健省から公式な文書としての承認を得たう

えで印刷し、臨床と看護学校を含めた全看護指導官に配

布される計画である。  
IST マニュアルは、NB-IST の仕組み、関連部局・役職の役割・責任、スーパービジョ

ン、コーチング、NB-IST、M&E 等の八つのセクションから構成される英語の文書であ

る。本終了時評価調査の時点では、有志の看護指導官・マネジャーらの手で、最終化に

向けて各章の内容と章間の整合性を確認する作業が進行中であった。 
 
2）アウトプット 2：新たに定義された看護スーパービジョン・システムに沿った NB-IST

メカニズムの M&E システムが確立する。 
NB-IST メカニズムの M&E ツールは、日本人専門家と中央レベルの看護指導官が取り

仕切った一連のワークショップを通じて策定された。これらのワークショップには、中

央レベルの全看護指導官とトンガタプ、ババウ、ハーパイ、エウアの各地域とヴァイオ

ラ病院から 2～3 名の地方レベル看護指導官がワークショップグループメンバーとして

常時参加し、M&E にかかわる基礎知識を学ぶとともに、現場で使えるモニタリングツー

ル（主に定期報告のフォーマット）を策定し、その使用法を解説したガイドライン16の

執筆を行った。トンガにおいては、通常の報告書は紙面で提出されているが、保健省は

政策として電子化を進めることを打ち出していることから、本プロジェクトで策定した

報告システムは電子データによる提出を基本とし、看護指導官に対してワード、エクセ

ル、メールの送受信に関する基礎的な研修も行った。 
終了時評価時における指標の状況は以下のとおり。 

指 標 達成状況 
看護スーパービジョ

ン・システムに係る

M&E システムについ

て明記された文書 

IST マニュアルには M&E の章が設けられており、各種報告書

の書式と定期報告のスケジュールのほか、①NB-IST メカニズ

ムの各活動の実施状況や②看護師の CA 結果などに関する指

標一式が定められている。   
IST マニュアルの最終化に向けた計画と現状は前項を参照の

こと。 
本指標は M&E システムが構築されたことを示すものであり、それが「確立された」

というにはシステムの運用状況を検証する必要がある。現時点では、パイロット地域（ト

ンガタプ、ババウ）の地域保健及びヴァイオラ病院を除く臨床看護の指導官は、指定の

書式を使用して定期報告を提出するようになっている。多くの看護指導官はそれまでコ

ンピューターに触れた経験がなく、また端末の数がまだ少ないこと、特に地方において

はインターネットの故障も多いといった事情から、現時点では電子データによる報告の

提出が定着したとはいい難いが、コンピューターの使用は時代の流れに沿った不可避的

なものとして受け止められており、看護指導官たちは職場の若手職員や海外からのボラ

                                                        
16 IST マニュアルの 1 セクションとして統合されている。 
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ンティア、または本プロジェクトで雇用しているプロジェクトオフィサーの手を借りつ

つ電子データの作成に尽力している様子が確認された。 
一方で、報告書の使用に関してはいまだばらつきがみられ、引き続きシステムの改善

をめざす努力が続けられている。また、収集されたデータは看護指導官たちの日常業務

において分析・活用されるには至っておらず、これにはデータの活用に関する研修が未

実施（2013 年 10～11 月予定）であることと、不慣れな電子データの取り扱いに看護指

導官の意識が集中してしまっていることが影響していると思われる。 
IST マニュアルが保健省に承認されれば、非パイロット地域やヴァイオラ病院も含め

た全看護指導官が定められた書式を用いて定期報告することが義務づけられることとな

る。上述のように、中央レベルやパイロット地域でも M&E システムはその運用が始まっ

たばかりで確立するには至っておらず、指導官たちの業務が多忙であることと相まって

M&E がおろそかになる傾向もあることから、非パイロット地域を含めて本システムが運

用されるようになるにはさらなる時間と努力が必要であると思われる。中央レベルの指

導官は、プロジェクト終了後も地方の看護指導官に対し適切な指導を行えるよう、スー

パーバイザーとしての通常業務におけるデータの有用性と活用方法の理解を深めること

が重要である。 
 

3）アウトプット 3：看護指導官の、看護師に対する CS 評価実施能力が向上する。 
看護師の能力基準（CS）の策定にはプロジェクト開始以前に着手されており、プロジェ

クトは指標の整備と評価ツールの策定を支援する形で 2011 年に初版が完成した。その後

さらに改良が加えられ、現在使用されているのは 2012 年版である。看護師の能力評価に

あたっては、能力基準とその評価方法をしっかり理解していることが重要であることか

ら、プロジェクトはこれまで 68 名の地方レベル看護指導官に対して全 3 回の研修を行っ

た。現時点で看護指導官の職責がある 32 名17のうち、27 名はそのうち 2 回の研修に参加

しており、3 回の研修を受けたのは 1 名、1 回のみは 4 名である。 
終了時評価時における指標の達成状況は以下のとおり。 

指 標 達成状況 
CS 研修を受けた看護指

導官の割合（％） 
100％（現職 32 名の看護指導官全員）が 2012 年版の能力基

準とその評価のしかたについての研修を受講済みである。 
 

上記の指標はプロセス指標であるものの、研修前は本プロジェクトで策定された能力

基準やそれを使った評価に関する知識・技能はゼロであったことから、受講者の能力評

価実施能力の一定程度の向上は図られたとみなすことができる。将来の看護指導官の大

半は 1 度しか研修を受講しておらず、現在ほかの看護師の能力評価も行っていないこと

から、実際に看護指導官に昇進した際には再研修や熟練者による監督といった措置が適

当と思われる。 
加えて終了時評価では、サンプル数は非常に限られたものであるが、個別面談を通じ

て「2012 年版 CS を使って部下の能力評価をする際に、公正かつ適切な判断をする自信」

                                                        
17 68 名中 35 名は現時点で看護指導官としての職責をもたないが、「将来的な看護指導官」として研修に参加した。また研修

を受けた地方看護指導官のうち 1 名は、その後中央レベルの看護指導官に昇格している。 
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について情報収集を行った。大半は自信があると答えているが、評価結果を概観したと

ころ、評価者によって点数の基準に若干のばらつきがあることが確認された。また首都

から最も離れたニウア地区に関しては、看護指導官がいないことから本プロジェクトは

ほとんど関与していない結果となっている。能力基準とその評価は NB-IST メカニズム

の基盤となる活動であり、今後トンガ側が機会をとらえてその強化を図っていくことが

望まれる。 
 

4）アウトプット 4：看護指導官の、看護師に対するコーチング及び NB-IST 実施能力が向

上する。 
本プロジェクトにおいて、コーチングはスーパービジョンと併せて「S&C」として扱

われており、コーチングに関する能力強化は「S&C 研修」及び「IST マニュアル策定の

ためのワークショップ」を通じて図られた。これらの研修の大半は日本人専門家と中央

レベルの看護指導官によって取り仕切られたが、フィジーからカウンターパート 2 名を

招いて行われたものもある。NB-IST の実施にかかわる研修も同様に、「IST マニュアル

策定のためのワークショップ」の一環として行われ、ワークショップグループのメンバー

が、研修課題の選び方や予算確保のための申請書の書き方等を学んだ。 
パイロット地区に関しては、上記研修後に日本人専門家と中央レベルの看護指導官に

よる研修後実地指導（Post-Training Supervisory Visit：PTSV）を行うとともに、費用をプ

ロジェクトで負担して NB-IST の実施練習を行うことで、技能の定着が図られた。 
本調査時における指標の現状を下記に示す。 

指 標 達成状況 

S&C 及び NB-IST 研修を

受けた看護指導官の割合

（％） 

S&C 研修：78.1％（32 名の現職地方看護指導官のうち 25
名が受講） 
NB-IST 研修：56.3％（32 名中 18 名が受講） 

 
S&C 研修の受講率が CS 研修（アウトプット 3）に比して低い背景には、ヴァイオラ

病院の看護指導官数名が交代制勤務の都合により研修に参加できなかったことがある。

プロジェクト開始時の JICA とトンガ側の取極めでは 3 次医療施設（ヴァイオラ病院）

も S&C 研修の対象として含めることが合意されているが、保健省側が中間レビューにお

いて「ヴァイオラ病院に関してはまず能力評価の実施と定着をめざし、プロジェクト期

間中は S&C 等その他の NB-IST メカニズムに関連した活動は志向しない」との意向を示

したため、プロジェクトとしては追加研修は実施していない。NB-IST 研修の受講率がさ

らに低いのも、この保健省の決定に加え、ヴァイオラ病院では能力評価が終了しておら

ずNB-IST実施を計画するためのデータが出揃っていないことから、研修への参加がワー

クショップグループの 2 名に限られたためである。 
他のアウトプットと同様に、本アウトプット指標はプロセスを測る指標であり看護指

導者の能力を示すものではないが、プロジェクト開始以前はコーチングや NB-IST はそ

の概念もほとんど知られていなかったことから、これらの研修と実地指導によりコーチ

ング及び NB-IST 実施にかかわる能力が徐々に向上したということはできよう。しかし

短いプロジェクト期間内でこれらの能力が定着したというには至っていない。プロジェ
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クトは 2013 年中にもう 1 度パイロット地域で NB-IST を実施する予定であるが、今後保

健省は、特に非パイロット地域において、S&C 及び NB-IST の実施支援を通じて地方レ

ベル看護指導官の能力の定着を図っていくことが期待される。 
 
5）アウトプット 5：トンガ、フィジー、バヌアツ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超

えて）において、プロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
プロジェクトは 3 カ国の主なカウンターパートと日本人専門家、JICA 関係者の参加を

得て、これまでに 3 度テレビ会議を開催し、各国におけるプロジェクトの進捗状況や課

題の共有を行った。またフィジーにおいて開催された 2 回の広域ワークショップでは、

フィジーの地域保健の現状、特に末端レベルで NB-IST メカニズムがどう機能するのか

を学べたことが、トンガにおける活動の推進に役立ったと appreciate されている。トン

ガで実施した S&C 研修に招かれたフィジー側カウンターパートの発表や助言も有用で

あったと認識されている。 
3 カ国を超えた経験共有の実績としては、フィジーの項で既述の日本人専門家による

PHRHA での発表のほか、中央レベルの看護指導官 2 名がそれぞれ南太平洋看護フォー

ラム（south Pacific Nursing Forum）とトンガ国際看護師会議（Tonga International Nurses 
Conference）において本プロジェクトの経験を共有する発表を 2012 年に行っており、聴

衆の反応として能力基準策定に興味を示す国があったことが報告されている。また能力

基準は看護部長がオーストラリアとニュージーランドに出張した際に両国の関係者と共

有し、肯定的なフィードバックを得られたことが報告されている。 
本アウトプットの指標の現状は以下のとおり。 

指 標 達成状況 
5-1. テレビ、電話会議の回数 3 回 
5-2. 国際会議での発表回数 3 回 

 
（2）プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標：既存のスーパービジョン・システムに組み込まれた「現場ニーズに

基づく現任研修」のメカニズムが強化される。 
本プロジェクトはフィジーで開発された NB-IST メカニズムをトンガの看護管理体制に

合わせた形で導入した。同メカニズムは順を追って行う幾つかの活動から構成されている

が、プロジェクト目標ではそのうち「能力評価」と「コーチング」が規定どおり行われる

ことをメカニズムの強化の程度を測る定量的指標としている。以下に定量的指標の現状と、

中央レベル指導官の視点からみたプロジェクトによってもたらされた看護管理システム

上の改善点を示す。 

指 標 達成状況 

1. 年 1 回以上、能力基準を用

いた能力評価を受けた看

護師の割合 

パイロット地域の 1 次及び 2 次施設において：  
83.7％（全看護師 49 名中 41 名）－2013 年 8 月 7 日現在。

能力評価は引き続き実施中であり、2013 年末までに

は 100％に達する予定。 
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2. 年 1 回以上、コーチング用

紙を用いたコーチングを

受けた看護師の割合 

パイロット地域の 1 次及び 2 次施設において：  
97.6％（2012 年版に沿って CS 評価を受けた 41 名18中 40
名）－2013 年 8 月 7 日現在。2013 年末までに 100％が達

成されるよう、引き続き実施中。  

3. （中央レベル看護指導官の

視点からみた）プロジェク

トによってもたらされた

看護管理システム上の改

善点 

・ 能力基準が導入されたことで、以前は何に着目する 

かは指導官しだいであったスーパービジョンの内容

が均質化された。  
・ 以前は設備・物品をあるべき姿に保つための欠点探 

しであったスーパービジョンが、質の高いサービスの

提供のために個々の看護師の能力を伸ばすための手

段となった。  
・ 地方レベル看護指導官の役割が不明瞭で、何をする 

かは個々人の裁量しだいであったが、適切なツールの

導入で明確になった。 
 
上記指標 3 と関連して、地方レベル看護指導官は、プロジェクトによって改善された点

として以下を挙げた。 
・ 以前のスーパービジョンはチェックリストに沿った査察であり、問題が発見されて

もその原因を探るようなことはしなかったが、能力評価を実施することで上司と部

下の間で時間をかけた意義のある話し合いが可能となった。 
・ 部下の看護師が上司に相談を持ちかけてくるようになった。 
・ 以前は指導官が査察官のようであったが、いろいろなことに耳を傾けてくれるよう

になった。 
・ 問題が見つかった場合、以前は現場の看護師が解決すべきことであったが、今は指

導官もその解決のために動かなければならないという意識が芽生えている。 
・ 以前は研修機会は与えられるものだったが、地方レベルの指導官でも実現させるこ

とが可能なものとなった。 
これらの聞き取りからは、保健省の看護部の熱意に支えられ、地方の看護指導官がその

責務を認識すると同時に自ら変革をもたらすことへの可能性に気づいたこと、そして支援

型監督指導が根付き始めていることがうかがわれる。本プロジェクトが NB-IST メカニズ

ムの導入を介してスーパービジョンの理念を大きく変え、看護管理システムの強化に貢献

したということができよう。 
一方で、構築されたトンガ版 NB-IST メカニズムは、いまだ確立したとはいえない状況

にあることも事実である。能力評価に関しては保健省のオーナーシップやコミットメント

も強いが、M&E に関しては収集された情報を業務に生かす視点が弱い。もともとトンガ

では M&E の理解及び実施度が低かったこと、プロジェクトによる M&E 研修も比較的最

近開始されたものであることが背景にあると思われる。また、特定された弱点を強化する

手段としての NB-IST に対するオーナーシップも、現時点では十分であるとはいい難い。

                                                        
18 2013 年は 2012 年版を使用した初めての CS 評価であることから、全看護師がコーチングを受けることと規定された。2014

年からは CS 評価で 3 以下の評点が一つでもある看護師のみがコーチングの対象となる予定。  
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これは小規模なものであれ、研修を実現するための資源が不足しており、実際に NB-IST
を実現させる経験を積めていないことが影響していると考えられる。 

 
４－１－３ 実施プロセスの検証 

PDM は 2009 年後半にプロジェクトが策定されて以来、実に 4 度の改訂が行われており、現

場のニーズの変化に柔軟に対応したと考えられる一方で、当初のプロジェクトデザインがニー

ズに必ずしも合ったものではなかった可能性も示唆される。 
プロジェクト目標には、トンガには新しい NB-IST メカニズムの強化が謳われていたため19、

プロジェクトの内容がカウンターパートに理解されるまでに長期間を要した20。また、（後述の

とおり）トンガ側は地域保健看護師だけを対象とするプロジェクトには消極的だったものの、

ヴァイオラ病院がプロジェクトのスコープから基本的に外されたこと、また地域保健看護師の

文言がプロジェクト名に残ったことは不本意であったため、特にプロジェクトの初期の段階に

おいては積極的な協力が得られなかったことが報告されている。しかし、それまで業務で首都

に出張することがほとんどなかった地方の地域保健及び臨床の看護指導官（＝「ワークショッ

プグループ」）を頻繁に召集し、NB-IST メカニズムに係る研修を実施するうちに、プロジェク

トが保健行政上の看護管理に与える正の効果（４－１－２（2）を参照）が徐々に理解され、

プロジェクトの後半にかけてトンガ側のオーナーシップとコミットメントが大きく醸成され

ていった。 
本プロジェクトではフィジーのモデルを地域に広めることが意図されていたために、当初日

本側としては地域保健看護に的を絞ったプロジェクトを想定していた。しかし、トンガでは地

域保健看護師の絶対数が非常に少ないこと、地域保健看護師は全員が臨床からの転属であるこ

と等の理由により、プロジェクトの対象は基本的に「第 3 次病院（ヴァイオラ病院）以外の全

施設に勤務する看護指導者」とし、活動によってはパイロット地域を設定して対象をさらに絞

り込むこと、また逆に一部の研修にはヴァイオラ病院からの参加も可とすることが最終的に合

意された。そのためアウトプットや活動によって対象者（＝モニタリング指標の分母）を確認

しなければならず、全活動に対し細かく対象が規定されていたわけではなかったこともあり、

プロジェクト運営において混乱を招いた。プロジェクト半ばで、臨床看護師が参加する活動が

縮小されたことも、状況をさらに複雑にした。 
対象となる地域や職種（臨床・地域保健）を限定したのは、日本側の投入に限りがあるため

であり、対象外の地域や看護指導官に対しては、保健省が独自の予算で同様の活動を行う費用

分担が期待されていた。保健財政が逼迫していることからそうした費用を通常予算から捻出す

ることは実現していないものの、CS 研修に限れば WHO の支援を得ることで、ヴァイオラ病院

や非パイロット地区の看護師を含めほぼ全国を網羅する研修が行われている。 
 
 
 

                                                        
19 プロジェクト開始時は「『現場ニーズに基づく現任研修』の仕組みが強化される」。中間レビュー時に、より看護管理に与え

る効果を意識した「既存のスーパービジョン・システムに組み込まれた『現場ニーズに基づく現任研修』のメカニズムが強

化される」に改訂。 
20 プロジェクトの半ばに至るまでトンガ側カウンターパートはそのめざすものが理解できなかったことが報告されている。 
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４－２ 評価結果 

４－２－１ 妥当性 
一定の妥当性は確保されている。 
 

（1）政策面 
政策面における整合性は確保されている。2013 年、新たな 3 カ年の事業計画（2013/14

～2015/16 年）が発表されたが、本プロジェクトは設定されている六つの重点分野のうち、

インフラに関する第 6 項以外のすべてに貢献するものである。日本側の政策に関連しても、

保健は教育と並んで、トンガへの援助政策に述べられている 2 本柱のうちの 1 本である。 
 

保健省の重点分野（2013～2016 年） 

1. 感染症・非感染症に対し質の高い予防医療を通じて効率的に対処するための能力強

化 
2. 疾病治療の効率性と有効性の改善 
3. トンガタプ以外の島嶼部やコミュニティレベルの保健施設におけるサービスの提供 
4. 質の高い保健サービスを提供するための人材及び保健システムの強化 
5. 「利用者サービス」の改善 
6. 保健インフラと保健情報及びリサーチの強化 
出典：保健省事業計画 2013/14-2015/16 

 
一方、わが国の援助政策は、環境に配慮した持続的経済成長の達成と国民の生活水準の

向上を基本方針とし、脆弱性の克服と環境・気候変動を重点分野と位置づけている。本プ

ロジェクトは保健、教育、産業振興を含む前者への貢献である。 
 

（2）ニーズとの整合性 
プロジェクト形成時においては NB-IST メカニズムに対する具体的なニーズの分析は実

施されていない。トンガの看護分野が直面する最も大きな課題は看護師の恒常的な不足で

ある。本プロジェクトは、看護師一人ひとりの能力の最大化をめざすものとして間接的に

本課題に応えるものであるが、看護師の数の増加を図るものではない。またその他にも①

明確なキャリア・パスの欠如、②資格取得をめざす者を含め現任研修の機会の絶対的な不

足、③離島では交通手段や予算、人手の制限により、長年にわたって現任研修はおろか満

足なスーパービジョンも受けられていない、といった課題が認められるが、NB-IST メカニ

ズムがこうしたニーズに応えるための必要要件である予算確保がトンガにおいては困難

であり、明示的な課題に対する解決手段としての本プロジェクトの妥当性は限定的である。 
本プロジェクトが実際に応えることができたニーズは、能力基準・能力評価による看護

師に必要な能力の特定と、ローカルレベルの看護指導官の能力強化による看護管理の合理

化・効率化であった。前者は NB-IST の仕組みの一要素であり、プロジェクト開始以前か

らトンガ側が強い関心をもって取り組みを開始していたのに対し、後者は NB-IST メカニ

ズムの設立を試みた際に偶発的に発現した効果であったことから、中間レビュー時にそれ

に沿った PDM の改訂が行われている。この後者の実現を通じて、プロジェクトは、トン

ガの国家的課題である非感染症対策にも貢献するものであると、非感染症対策を中心に据
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える国家プログラムであるトンガ保健システム支援プログラム（THSSP）の関係者からも

認識されている。 
 

４－２－２ 有効性 
プロジェクトの有効性は比較的高いが、NB-IST メカニズムの有効性は限定的である。 
PDM に正確に反映されていたとはいい難いが、プロジェクトはフィジーで開発されたモデル

をトンガで試行することを目的とし、プロジェクト終了時には、モデルの適用度を精査・総括

し、政策化そして全国本格導入をめざすべきか否かの判断を求める21デザインとなっていた。

プロジェクトはフィジーモデルをトンガの看護管理システムに合致するように改変すること

を念頭にその試行を実施し、トンガ版 NB-IST メカニズムができつつある。プロジェクト目標

の指標もおおむね満足のいくものであり、さらに上位目標の達成や保健行政上の正のインパク

ト（４－２－４参照）も認識されていることから、紆余曲折はあったものの、プロジェクト自

体は有効であったと結論づけることができよう。 
その一方で、トンガでは①NB-IST を実施する財政資源の慢性的な不足と②フィジーと異なり、

NB-IST を織り込むことができるプログラムベースの研修が少ないことから、設立された

NB-IST メカニズムの人材育成の手段としての有効性には限界がある。特定された現場ニーズに

対しては、NB-IST 実施のための資金確保の努力は継続しつつ、コーチングや職場ごとの勉強会

といった低コストまたはノーコストの活動を多用することで改善を模索するのがより現実的

であると考えられる。 
 

４－２－３ 効率性 
３－２－３で既述のように、国別に効率性を議論することは困難であるが、トンガでもフィ

ジーと同様に自社負担による日本人専門家の追加投入が 65 日（2.17 人月）あり、当初の想定

ほど本プロジェクトの効率性は高くなかったことが示唆される。 
トンガにおいて効率性に影響を与えた要因を以下に述べる。 
４－１－３で言及したとおり、当初 PDM がトンガ側との十分な議論を経て設定されなかっ

たことは否めず、トンガ側のオーナーシップやコミットメントの醸成に負の影響を与えた。特

にプロジェクト開始後しばらくビジョンの共有ができなかったことはプロジェクト運営を必

要以上に難しくしたほか、トンガ側の受け身の姿勢も効率性に影響したと考えられる。 
限られた予算とプロジェクト実施期間を考慮すると、プロジェクトの結果や波及効果を計測

するためのベースライン調査やエンドライン調査をプロジェクトの活動として内部化するこ

とは望ましくないが22、本プロジェクトでは着手報告書の段階でベースライン、中間、エンド

ラインと三つの調査が計画されていた。実際に実施されたのはベースラインと中間の 2 調査の

みであったが、前者はその実施が遅れたため結果がベースラインデータとして使用できず、結

果として無駄な投入となった。またその 8 カ月後に「能力評価、S&C 及び現任研修の実施状況

の現状を把握し、（中略）ベースライン調査結果との比較を行うため」に実施された中間調査

                                                        
21 JICA『フィジー・トンガ・バヌアツ地域保健看護師のための「現場ニーズに基づく現任研修」強化プロジェクト詳細計画策

定調査及び実施協議報告書』平成 22 年 6 月 
22 JICA『フィジー・トンガ・バヌアツ地域保健看護師のための「現場ニーズに基づく現任研修」強化プロジェクト詳細計画策

定調査及び実施協議報告書』平成 22 年 6 月 
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は、通常のモニタリング活動で対応すべきものであったと考えられる。 
ワークショップを通じてカウンターパートにガイドライン等のツールを執筆してもらう手

法は、オーナーシップの醸成と学んだ知識の定着においては非常に有効な手段であった半面、3
年という短いプロジェクト期間、当初のカウンターパートの知識・技術レベルと公式なマニュ

アル・ガイドラインに求められる水準を考慮すると、必ずしも最も効率的な手法ではなかった。 
広域プロジェクトとすることで想定された効率性については、日本人専門家の多くが 1 度の

派遣で複数国での活動を行っており、一定レベルは担保されている。また、土台となるモデル

やツールがフィジーにあったことでそれらを一から構築する手間は省けたものの、保健システ

ムの違いや国民性もあり、そのまま使用できたものはあまりなかったことが報告されている。

そのため広域プロジェクトであっても、各国レベルで必要な日本人専門家の業務量は個別事業

とほぼ変わらず、当初の投入計画が楽観的すぎたとの見方もある。詳細は第６章を参照のこと。 
 

４－２－４ インパクト 
（1）上位目標の達成見込み 

上位目標：トンガにおける地域保健サービスの質が向上する。 

指 標 達成状況 
1. 能力評価の評点がすべての項目において 3 以上

（1、2 がない）の看護師の割合 
関連データなし。ベースラインデー

タはプロジェクト終了前に明らか

になる見通しである。 2. 2013 年をベースラインとして、能力評価の結果

（評点）が向上した看護師の割合 
 

上位目標の指標に関しては関連するデータがないことから、上位目標達成の可能性を推

測するのは困難である。しかし終了時評価調査の時点でも、出勤時間の厳守、利用者に対

して尊大な態度で接しない、利用者からの苦情の減少といったサービスの質の向上は報告

されており、上位目標の達成の可能性は高いと思われる。一方、看護師一人ひとりの能力

を引き出すことに焦点を当てた支援型監督指導の導入によって現在高まっている看護師

と看護指導官のモチベーションを、今後いかに維持していくかが一つの課題である。 
また、サービスの質には上述した「接客態度」や「時間厳守」といった一般的な行動規

範にかかわるもののほかに、専門分野の技能レベルが大きく関係する。上位目標は地域保

健サービスに特化したものであるため、今後はプロジェクトで取り組んできた活動に加え

て、地域保健看護師が担当地域のニーズを的確に把握し、それに呼応したサービスを提供

する能力等を強化していくことが求められている。これに対し保健省は既に、地域保健を

含む看護各分野の専門的な能力基準の開発に着手する意向を示しているほか、今般策定さ

れた能力基準に関しても、今後社会の保健ニーズの変化に合わせて見直しを行っていく必

要も認識されている。こうした計画を実行し、同時に看護指導官の能力強化を継続的に

行っていくことで、上位目標をより高いレベルで達成することが可能となるであろう。 
 

（2）その他のインパクト 
看護師の能力基準が開発されたことを受け、人事院は現在使われている一般的な年次職

務査定のフォーマットをそれぞれの職種により特化したものへと改訂することを奨励し
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始めた。能力基準に対する人事院の高い評価は能力評価の持続性にも資するものであるが、

能力評価は批評的な面もあることから、昇進・昇給に影響する年次職務査定の代用とはな

らないことに留意した運用を行うことが必要である。 
また、本プロジェクトが地域看護師だけでなく全看護師を対象にしたことにより、中央

レベルでは保健省の看護部内で課を超えて協働する機運が高まったことが、正のインパク

トとして報告されている。地方においても、支援型監督指導の導入により、看護師とその

上司である看護指導官との距離が縮まり、分け隔てないコミュニケーションが促進された

結果、上司と部下の間にチームワークの機運が生まれた事例も報告されている。 
その他のインパクトは４－１－２（2）プロジェクト目標の達成見込みの項に既述した

とおりである。負のインパクトは特に確認されていない。 
 

４－２－５ 持続性 
以下の要因から、プロジェクトの生み出した効果の持続性は比較的高いと判断される。 
・ 保健省は自主的に、能力基準をクイーン・サロテ看護学校の看護師育成過程のカリキュ

ラムに反映するための作業を開始している。これにより、看護師を対象とした能力基準

研修を本プロジェクトで行ったような形で継続する必要はなくなる。 
・ かつては首都から中央レベル看護指導官が実施していたスーパービジョンが地方看護指

導官の職責となったため、より少ない予算で実施が可能である。 
・ 地方看護指導官がファシリテーションの技術を身につけた。 
一方、設立された NB-IST メカニズムの持続性は、既述のように NB-IST 実施に関して看護指

導官の技術面が確立されておらず、また保健省に NB-IST を実施する予算上のキャパシティが

ないという現実をかんがみると、PDM に定義されているような形で持続するとは考えにくい。

NB-IST を実施するための予算確保の努力は続けつつも、看護師の能力強化は個別のコーチング

や勉強会といった予算を必要としない形で実現させることを検討すべきであろう。同時に、全

看護指導官が支援型監督指導を習得するために、新規看護指導官のオリエンテーションプログ

ラムに必要な研修を組み込むといった具体策を保健省が講じることも望まれる。 
 

４－２－６ 結 論 
当初のプロジェクトデザインに改善の余地はあったものの、現時点におけるアウトプットや

プロジェクト目標の達成状況から判断すると、特に能力評価の制度的な実施にかかわる保健省

のコミットメントもあり、プロジェクトの有用性は十分に発揮されたと考えることができる。

しかし、保健財政が厳しい折、能力評価で特定された課題の解決には NB-IST 以外の手段が必

要であり、その意味では本プロジェクトで策定・試行されたトンガ版 NB-IST メカニズムには

さらに若干の調整が必要である。プロジェクトのインパクトとして、支援型監督指導の概念と

有用性が認識され始め、指導官の意識も変わりつつあることころ、①策定中の IST マニュアル

の必要箇所の書き直しを行い、②現職看護指導官のモチベーションを維持すると同時に、新た

に登用される看護指導官が支援型監督指導にかかわる十分な知識と技術を習得するための仕

組みを整え、③NB-IST をはじめとするさまざまな能力強化の機会を実現するための資金を確保

する継続的な努力を行うことで、モデルの有効性は上昇すると考えられる。プロジェクトの残

存期間ではこうした活動が中心となると思われるが、数年後に上位目標を達成するためにも、
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保健省は地域保健に特化した専門的な能力基準の策定に着手することが推奨される。 
他国で開発されたモデルを適用するのは、たとえそれが隣国であろうとも予想以上に複雑困

難な作業であったが、プロジェクトを運営するチームのコミットメントと、保健省看護部の

サービスの向上にかける熱意があってこそ、本書で概観した結果を出すことができたといえよ

う。 
 
４－３ 提言と教訓  

４－３－１ 提 言 
（1）プロジェクトに対して 

1）IST マニュアルについて 
① コーチングや職場での勉強会等の実行可能かつ安価な現任教育手法を取り入れるよ

うに NB-IST の仕組みとマニュアルを見直すこと。 
② IST マニュアルの各章の内容と質の整合性を担保すること。 
③ IST マニュアルを最終化し、保健省による正式承認を得ること。またすべての看護

指導官と関係機関・関係者に必要部数を配布すること。 
④ プロジェクト終了までに上記活動をすべて終えるため、プロジェクト残余期間の活

動と役割や責任の所在を明確に計画に落とすこと。 
 

2）モニタリング評価について 
モニタリング評価のためのフォーマット等のツール類をさらに使いやすいものに改

善すること。同時に、特に中央レベルの関係者がデータの有用性について十分に理解し

活用していけるよう支援すること。 
 

（2）保健省に対して 
1）以下の取り組みを通じて、支援型監督指導の実践を継続・強化すること。 
① スーパービジョンを通じて特定された課題に対処するため、コーチングや組織内研

修等の実行可能な現任教育手法を用いて、看護師の能力開発の機会を担保すること。 
② 資源動員のための継続的努力を払うこと。具体的には、①NB-IST を含む能力開発の

活動に必要とされる利用可能な資源を分析し、実行可能かつ現実的な戦略を考案す

ること。②看護師が重要な役割を担っているドナー資金のプログラムに積極的にリ

ンクし、活用すること。 
③ 看護指導官が獲得した技術を確実に適用できるよう、彼らの能力を確認・向上する

ための機会を担保すること。特に、パイロット地域以外の看護指導官への配慮が必

要である。  
④ 今後新しい看護指導官の支援型監督指導の技術を適切に体得できるよう具体的な方

策を設けること。 
 

2）サービスの質の向上に向けてさらなるインパクトを誘発するために、以下の取り組み

が必要である。 
① 地域保健等の特定の看護領域に係る能力基準を開発すること。  
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② 変化する保健ニーズに対処できるよう適切なタイミング・間隔で能力基準を見直す

こと。 
③ 意義ある能力評価を実践するため、看護指導官と看護師に継続的な研修を行うこと。 
 

（3）JICA に対して 
JICA は、プロジェクトデザインの変更を最小限に抑えるためにも、緻密な現状分析に基

づきプロジェクトを形成すること。  
 

４－３－２ 教 訓 
広域案件を形成する際は、国によって背景や保健システムが異なることを理解し、現地の

ニーズや実行可能性を見極めて、慎重に検討されるべきである。広域案件では、多少柔軟なプ

ロジェクトデザインが必要かもしれない。 
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第５章 バヌアツ 
 
５－１ プロジェクトの実績と実施プロセス 

５－１－１ 投 入 
以下に日本側、バヌアツ側の投入の概要を述べる。詳細は付属資料５を参照のこと。 

 
（1）日本側投入 

1）専門家派遣 
2013 年 7 月末日時点において、延べ 10 名の専門家が現地に派遣されている。派遣期

間合計は 15.7人月、専門分野はプロジェクト管理、スーパービジョンとコーチング（S&C）、
モニタリング評価（M&E）、業務調整等であった。その他現地要員としてプロジェクト

オフィサーが 1 名雇用されており、主にプロジェクトの運営管理に関する業務の補佐を

行っている。 
 

2）機材供与 
ノート型パソコン、プリンター、コピー機、プロジェクター等 140 万 9,522 円相当の

オフィス機材が、プロジェクト事務所、シェファ州保健事務所、バヌアツ看護教育カレッ

ジ（VCNE）に配置されている。 
 

3）現地活動費 
2013 年 7 月末日までに、バヌアツにおける活動及び教材等の製作に関連して合計 1,196

万 8,787 円が日本側より支出されている。 
 

（2）バヌアツ側投入 
1）カウンターパートの配置 

プロジェクト開始以降、保健省の組織改革に伴いカウンターパート職に若干の変更が

みられたが、終了時評価の時点では保健省より保健次官23、人材育成課長、病院・治療

サービス部長、シェファ州保健事務所長、ヴィラ中央病院（Vila Central Hospital：VCH）

看護師長の 5 名に加え、バヌアツ看護審議会長及びバヌアツ看護教育カレッジ校長の計 7
名が本プロジェクトのカウンターパートとされている。 

 
2）土地・建物・施設 

終了時評価時点においては、保健省内にプロジェクトマネジャーと 1 室を共有する形

で執務スペースが提供されている。オフィス家具の一部はプロジェクト側が調達した。 
 

3）ローカルコスト負担 
保健省はカウンターパートの給与、プロジェクト事務所の光熱費、地域保健看護指導

官であるゾーンスーパーバイザーが管轄の保健施設にスーパービジョンのために出向く

                                                        
23 人事異動が激しく、終了時評価時の保健次官はプロジェクト開始以来 5 人目。 
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際の交通・宿泊費の一部を負担している。その他、プロジェクトが行った研修やベース

ライン調査、コピー機の維持管理に関連し 2013 年 7 月末日現在で 94 万 165 バツ（972,131
円24）を負担している。 

 
５－１－２ 実 績 
（1）活動とアウトプットの実績 

本項においては、PDM 上のアウトプットのそれぞれに関し、実施された活動の概要及び

指標の達成度を考察する。活動の実施にあたってプロジェクトは、カウンターパート及び

保健省の関連部局の職員、パイロット地域であるシェファ州保健事務所の関連職員から構

成されるワーキンググループを組織し、各種研修のほかガイドラインの策定などを含むす

べての活動にそのメンバーの関与を担保することで、バヌアツ側のオーナーシップの醸成

と現実に即したシステムの構築を図っている。ガイドラインの最終化とスーパービジョン

のもう一巡の実施を除いて、計画された活動はほぼ終了している。 
 

1）アウトプット 1：S&C 試行のモデルがデザインされ使用される。 
バヌアツの S&C 試行モデルは、州内

の区域（zone）ごとに置かれているゾー

ンスーパーバイザーをフィジーにおけ

る地区看護指導官と同様な看護指導者

としてとらえ、S&C モデルを構築した。

モデルの構築にあたってプロジェクト

は、フィジーからカウンターパートを

招いて開催した S&C ワークショップ

や、フィジーで行われた 3 カ国合同の

地域研修を通じて、NB-IST メカニズム、

特に S&C に関するワーキンググルー

プの理解の促進を図り、それと併行し

て、シェファ州における現行のスー

パービジョン実施体制25及びツール

を検証し、その概要を決定した。ワー

キンググループはまた、フィジー版

NB-IST メカニズムにおける看護指

導官に相当する役職としてゾーン

スーパーバイザーを特定し、看護指導官の役割、責任、求められる能力等を定義・文書

化して、S&C ガイドラインに盛り込んだ。 
フィジーの NB-IST メカニズムでは S&C の前段階の活動である能力評価は、看護師の

能力強化の起点となるものであることから、バヌアツでは S&C システムの一部として位

置づけられた。プロジェクト開始時には、バヌアツ看護審議会が既に WHO やニュージー

                                                        
24 JICA 統制レート（2013 年 7 月）1.00 バツ = 1.034 円 
25 州保健事務所にいる縦型プログラムの担当官がそれぞれ独自に保健施設へのスーパービジョンを行っている。 

MOH：Ministry of Health（保健省） 
HRD：Human Resource Development（人材育成） 
PHO：Provincial Health Office（州保健事務所） 
PHM：Provincial Health Manager（州保健事務所長） 

図－３ バヌアツ版 S&C 試行モデル 
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ランド看護審議会の支援を受けて能力基準の策定に着手していたことから、プロジェク

トはその最終化を支援すると同時に、能力評価のためのツール（チェックリスト）を開

発し、全国26の州保健事務所長、地域保健及び臨床看護指導官とシェファ州に限っては

臨床を含む看護師を対象に研修も実施した。 
本調査時における指標の達成度は以下のとおり。 

指 標 達成状況 
1-1. パイロット州の

全看護指導官が

ガイドラインま

たはマニュアル

を持つ。 

S&C ガイドラインの概要はほぼ完成しているが、最終化には

至っていない。その要因として以下が挙げられる。 
・ 保健省（州保健事務所含む）の構造改革が進行中であり、

スーパービジョンにかかわる部局等が特定できない。 
・ M&E に関して①報告の仕組みの検証が終わっていない、 

②報告を上げることに重点が置かれており、スーパービ

ジョンによって特定された課題点の向上に関するモニタ

リングの仕組みを組み込む必要がある。 
1-2. 看護師の能力基

準（CS）のドラフ

トが完成する。 

能力基準のドラフトは 2011 年に最終化され看護審議会の認

定を受けたのち、2012 年に全州でオリエンテーションが実施

された。2013 年 4 月には印刷された能力基準の完成記念式典

が行われている。 
 

プロジェクトは作成中の S&C ガイドラインを、保健省が将来的に全国で実施するスー

パービジョンの仕組みの手引きと位置づけて、プロジェクト終了までに保健省からその

承認を得ることをめざしている。しかし、本プロジェクトで構築されたスーパービジョ

ンの仕組みはその試行が開始されたばかりであり、その有用性や実用性についての検証

は実施されていない。また現段階においては、いわゆる「縦割りプログラム」がそれぞ

れ行っているスーパービジョンとの調整が十分に行われておらず、スーパービジョンの

システムが並立する体制になっている。時間的制約からプロジェクト期間内での完了は

困難と思われるが、今後半年から 1 年程度の施行期間を経たうえでパイロットモデルの

有効性を検証し、その結果を踏まえて州保健事務所が各プログラム及びそれを支援する

ドナーと調整を行ってシェファ州のスーパービジョン体制を確立したうえで、全国展開

を志向するのが妥当であると考えられる。 
 

2）アウトプット 2：パイロット州の看護指導官が S&C の技術27を身につける。 
構築された S&C の試行モデルに沿って、プロジェクトは①スーパービジョン、②コー

チング、③能力基準・評価の分野の研修プログラム（全 22 時間）を策定、そのアウトラ

インを「S&C ガイドライン」に別添として盛り込むと同時に、シェファ州のゾーンスー

パーバイザー4 名とその補佐役と目されるポジション（ナース・プラクティショナー、

助産師、上級看護師等）の 5 名の全 9 名を同州の「看護指導官」と位置づけて、数回に

                                                        
26 当時の PDM では全国の看護指導官が能力基準評価を含む S&C 技術を身につけることになっていたため。 
27 S&C 技術とは①地域保健看護師（Community Health Nurse：CHN）の能力基準評価を行い、②CHN の研修ニーズを特定し、

③CHN に現地で適切な技術的指導を行う技能を指す。 
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分けてこれらの研修を実施した28。 
S&C モデルを効果的に運用・活用していくためには、看護指導官を管理監督する州保

健事務所長のスーパーバイザーの能力強化も必要である。そのため本アウトプットでは

州保健事務所長のモニタリング研修受講が指標の一つに設定されているが、プロジェク

トではモデルの他州への将来的な普及をにらんで M&E 以外にモデルの管理運用の視点

を織り込んだ州レベルのマネジャー〔州保健事務所長及び州看護師長（Nursing Service 
Manager：NSM）〕向けのオリエンテーションプログラム（全 2 時間）を策定し、「S&C
ガイドライン」に別添として統合した。 

研修に加えて、プロジェクトでは看護指導官及び州保健事務所長の技能の定着を図る

ため、州保健事務所長と日本人専門家がシェファ州の全ゾーンで研修後実地指導を実施

した。 
終了時評価時における指標の達成状況は以下のとおり。 

指 標 達成状況 

2-1. パイロット州の全看護

指導官が S&C 技術に関

する研修を受講する。 

9 名中 8 名（88.9％）の看護指導官が全研修に参加した。

残りの 1 名も 2013 年中に全研修を終了する見込みであ

る。 

2-2. パイロット州の保健マ

ネジャーが S&C モニタ

リングの研修を受講す

る。 

未実施であるが、2013 年 10 月にシェファ州保健事務

所長とヴィラ中央病院の看護師長29に対しモニタリン

グの指導をする予定。 

 
上記の指標は、必ずしも研修の受講者が技術を身につけたことを表すものではないた

め、終了時評価では面談時に各ゾーンスーパーバイザーと州レベルのマネジャー（シェ

ファ州保健事務所長及びヴィラ中央病院の看護師長）に技術レベルに関する自己判定を

求めたところ、スーパービジョンに関しては全員が自信をもって実施できている半面、

能力基準の判定に関しては正確に実施するにはさらなる指導を求める者もいること、ま

たスーパーバイザーの能力判定は原則として州保健事務所長の職務であるが、シェファ

州の現州保健事務所長は看護職でないことからその実施が困難であること30が判明した。

また、ゾーンスーパーバイザーの補佐役として研修を受講した 5 名に関しては、その後

習得した技術を活用した S&C 活動を行っていることが確認できなかった。本アウトプッ

トの達成には今後①追加的支援を求めるゾーンスーパーバイザーへの技術支援と②5 名

の「補佐役」の活動状況及び技術定着に関するフォローアップが必要と考えられる。 
 

3）アウトプット 3：パイロット州において、看護指導官によって S&C が定期的に行わ  

れる。 
「S&C ガイドライン」では「定期的な S&C」を、看護指導官がすべての保健施設（保

                                                        
28 悪天候による交通手段のキャンセル等の理由で複数の研修に参加できなかった者がいる一方で、対象者ではなかったものの

ヴィラ中央病院の各病棟の看護師長やシェファ保健事務所の職員等も研修を受講している。 
29 新システムに移行後は NSM に就任すると目されている。 
30 対策として州保健事務所長に代わりバヌアツ看護教育カレッジの校長またはヴィラ中央病院の看護師長が能力評価を実施

している。 
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健センター及びディスペンサリー）を最低年 2 回訪問し、①勤務する看護師（ナースプ

ラクティショナー及び助産師含む）の能力評価と②プロジェクトが策定したチェックリ

ストに基づいて施設や器材の整備状況をチェックすることと定義している。本調査時点

における指標の達成状況は以下のとおり。 

指 標 達成状況 

3-1. パイロット州のゾーン看護指導官

の 75％が、S&C 実施開始後に、少な

くとも 6 カ月に 1 回は地域保健看護師

に対して S&C 訪問を行う。 

全ゾーンスーパーバイザー （100％） が
S&C の実施が開始された 2012 年 8 月か

ら 2013 年 8 月までの間に 2 巡の S&C 訪

問を実施した。  
 

指標の目標値は達成されているものの、保健施設訪問の多くはプロジェクトが計画し

必要経費も負担した研修後実地指導の一環として実施された事情から、S&C が定期的な

活動として定着したとみなすのは時期尚早である。定期的な S&C を今後も継続的に実施

していくために、シェファ州では必要経費を 2014 年の年間計画に計上しており、保健省

が予算どおりの支出が可能であるという前提31で、少なくとも経費面では 2014 年に関し

ては S&C 試行モデルの運用が可能である。その一方で S&C 実施の障壁としては、フィ

ジーの看護指導官と異なり、保健医療サービスの提供と S&C を同時にこなさなければな

らないゾーンスーパーバイザーの負担が指摘されており、本調査の面談においても 4 名

中 2 名が通常勤務している施設での利用者数の多さと訪問すべき施設へのアクセスの悪

さ（ゾーン 4）または能力評価の対象となる看護師の多さ（ゾーン 1）により、年 2 回の

S&C 実施は現状では困難と考えていることが明らかになった。 
また、S&C は実施されているものの、現場の看護師からはその後のフィードバックが

ないことが S&C への不満として表明され、今後 S&C で特定された課題に対する州また

は国レベルでの対策の強化とその進捗状況のフィードバックが課題として残されている

ことが示唆されている。S&C において特定された課題点の多くが器材や施設の不備であ

り、中央レベルでもその対策が明確化されていない32ことが背景にあると思われるが、

現状における S&C 試行モデルの M&E が情報を州及び中央レベルに吸い上げることに重

点を置いており、報告書提出後のフォローアップやフィードバックの重要さが関係者に

十分に認識されていないことも一因であると考えられる。NB-IST メカニズムの重要要素

でもあるフィードバックの実施はプロジェクトで構築した S&C システムの有効性を担

保するためにも、また上位目標の達成のためにも不可欠なものであり、その強化が望ま

れる。 
 
 
 

                                                        
31 2013 年のゾーン 1 と 2 におけるスーパービジョンはバヌアツ側がその経費を負担することになっていたが、看護指導官か

らは立て替え払いをした必要経費の払い戻しが受けられていない旨報告されている。2 度目のスーパービジョンが 2013 年 10
月に計画されており、保健省による経費負担の可否と、可の場合経費支出にあたって必要な諸手続きを確認する必要性が認

識されている。 
32 施設・器材の整備状況は保健省でも問題として認識されており、Asset Management Unit を新設して現状把握のための調査

を実施中であり、実際の施設改修や器材の整備に関する計画策定はその後となる見込みである。 
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4）アウトプット 4：バヌアツ、フィジー、トンガ国内及び各国間（もしくは 3 カ国を超

えて）において、プロジェクトの進捗及び成果が共有される。 
相互学習と互いを刺激しあう機会として、プロジェクトはフィジー、トンガ、バヌア

ツの 3 カ国を巻き込んでテレビ会議やワークショップを実施した。また NB-IST への理

解を促進するために、バヌアツで国内関係者向けに実施されたワークショップにフィ

ジーのカウンターパートが 2 度にわたって招かれ経験共有を行った。 
プロジェクト成果のバヌアツ国内での共有に関しては、能力基準が看護師の育成機関

である VCNE のカリキュラムに統合されたほか、他州への波及が看護審議会によって進

められている。これまでに全州においてオリエンテーションを実施済みであり、ま

た 2013 年からは看護師の免許更新の際にプロジェクトが作成した能力基準冊子を手交

する活動が行われている33。 
指標の達成状況は以下のとおり。 

指 標 達成状況 
4-1. テレビ、電話会議の回

数 
2 回。これまでにプロジェクトは 3 回のビデオ会議を実

施しているが、1 回目はバヌアツにおけるプロジェクト

が開始された 2011 年 3 月以前に行われた。 
4-2. 国際会議での発表回数 なし。 

 
（2）プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標：パイロット地域において、地域保健看護師に対する現場事情に即し

たスーパービジョンとコーチング（S&C）のモデルが実施される。 
プロジェクトは支援型監督指導の仕組みとしての S&C モデルをシェファ州に構築・試行

することをめざしている。以下に示す指標は、ゾーンスーパーバイザーによる関連活動の

実施率が増加傾向にあること、2013 年前半の数字だけを取れば全指標の数値目標が既に達

成されていることを示している。 

指 標 達成状況 
パイロット州において  
1. 80％の地域保健施設が、6 カ月に 1 回以上

のスーパーバイザリー訪問を受ける。 
2012 年後半：84.0％（21/25 件） 
2013 年前半：100％（26/26 件） 
2012～2013 年：92.2％ 

2. 80％の地域保健看護師が、年に 1 度、CS
評価を受ける。 

2012 年後半：71.1％（27/38 名） 
2013 年前半：97.4％（38/39 名） 
2012～2013 年：84.4％ 

3. 80％のコーチングを必要とする地域保健

看護師が、年に 1 回以上コーチングを受け

る。 

2012 年後半：33.3％（8/24 名） 
2013 年前半：88.6％（31/35 名*） 
2012～2013 年：66.1％ 

* 2013 年はスーパーバイザーがコーチングを実践するために地域保健看護師全員を対象とした。 

 
アウトプット 3 に関連して前述したように、S&C の定期的かつ継続的な実施に関しては

                                                        
33 他州における CS 評価の実施にはより系統立った介入が必要不可欠と認識されているが、バヌアツ看護審議会の専任職員の

欠如や資金不足等の理由により現段階では実現していない。 
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資金及び技術面においていくつかの課題が提示されている。プロジェクト終了までにも

う 1巡予定されている S&Cの実施状況をモニターすることでこれらの課題を見極めると同

時に、プロジェクト終了後に保健省が独自で展開するに現実的な解決策を模索していくこ

とが必要である。 
本プロジェクトで構築・試行されたスーパービジョンの仕組みに関する課題や波及効果

に関しては、下記５－１－３及び５－２にも詳述する。 
 

５－１－３ 実施プロセスの検証 
（1）貢献要因 

・ JOCV 数名が任地で自主的に本プロジェクトの活動を推進する活動を行った。 
・ バヌアツ看護教育カレッジが保健省の傘下であることから、技術面・実務面での協力

を得ることが容易であった。保健省に看護部局がなく、また看護審議会も弱体である

環境で、同カレッジとの協働は非常に有用であった。 
 

（2）負の影響を与えた要因 
・ 研修や研修後現地指導など、離島地域へ、または離島地域からの移動を伴う活動は、

悪天候による交通機関の運行停止などの影響を受けた。また高齢のゾーンスーパーバ

イザーが管轄する地域では、プロジェクトが実施した研修後現地指導の期間内にすべ

ての施設の訪問を終わらせることができなかった。 
・ 能力評価は当該看護師をよく知る直属の上司が行うことが望ましいが、シェファ州

ゾーンスーパーバイザーの直属の上司にあたる州保健事務所長は看護師ではないた

め看護技術面での評定ができない。そのため管理指揮系統からは外れるが、ヴィラ中

央病院の看護師長や看護カレッジ校長がゾーンスーパーバイザーの能力評定を行わ

なければならなかった。 
・ 本プロジェクトの成果品は、現地語であるビスラマ語では内容を正確に表現できない

との理由から、すべて英語で作成されている。仏語教育を受けた者のなかには、十分

に使いこなすことが困難と感じている者もいるが、仏語への翻訳を手がけることので

きる人材が限られていることから、プロジェクト期間内での作成は不可能と思われる。 
・ 保健行政上看護管理を担う部局が存在しない環境で、看護師を対象にしたプロジェク

トを実施することは容易ではなかった。組織横断的なワーキンググループを組織する

ことで対処したが、プロジェクト終了後は同グループは解散することになると思われ

るため、プロジェクトの持続性が懸念される（５－２－５の項参照）。 
・ 地方分権化を見据えた保健セクターの構造改革が進行中であり、新組織への移行や人

の異動が必ずしも計画どおりに行われないことが S&C システムをデザインするうえ

での障害となった。終了時評価時には、発足間もない新体制が総選挙を経てさらに大

幅改変される動きを見せており、S&C ガイドラインの最終化の妨げとなっている。 
・ プロジェクトは 2011 年 3 月に開始されているが、同年 5 月まで実質的な活動は開始さ

れなかった。3 カ国でプロジェクトを同時進行させることに係る日本側のプロジェク

ト運営体制の構築が遅れたことが要因と思われる。 
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（3）PDM の改訂 
詳細計画策定時につくられた PDM 第 1 版の細部を討議議事録（Record of Discussion： 

R/D）署名時に改訂した第 2 版では、日本側とバヌアツ側が費用分担を前提にして全 6 州

へ S&C モデルを導入することが計画されていた。その後全体的な進捗の遅れと資源の欠如

から、プロジェクトの活動をパイロット地域に限定することが合同調整委員会で合意さ

れ、2013 年 7 月にスコープをシェファ州に絞った PDM が第 3 版として署名された。第 3
版では上位目標として、シェファ州保健事務所がプロジェクト終了後に独自で S&C で特定

されたニーズに対応する研修を実現するための「NB-IST システム」を完成させ、保健省は

それを将来的に全国に普及させることが設定されている。 
 
５－２ 評価結果 

５－２－１ 妥当性 
以下の事由から、一定の妥当性は確保されていると判断される。 

 
（1）政策面 

政策面での妥当性は比較的高い。現行の保健セクター戦略（2010～2016 年）においては、

看護師の技能強化がより良い保健サービス提供の鍵であることが明示されており、保健省

はそのためにより多くの現任教育の機会を提供することを謳っている。また本プロジェク

トにより導入された看護師の能力基準とその評価は、年次勤務評定として実施される動き

があることからも、同文書に謳われているより効果的な職務査定の導入に貢献したといえ

る。 
またわが国は「環境に配慮した持続的経済成長の達成と国民の生活水準の向上」を対バ

ヌアツの援助における基本方針とし、脆弱性の克服と環境・気候変動を重点分野と位置づ

けている。本プロジェクトは保健、教育、産業振興を対象とする前者への貢献である。 
 

（2）ニーズへの対応 
NB-IST メカニズムとそれに基づく S&C システムに対する明確なニーズは確認できない

が、本プロジェクトは、WHO が 2012 年に実施した、「バヌアツ国保健人材計画 2013-2033」
の策定準備調査34で特定された課題のうち、特に①定期的な支援型監督指導や研修、勤務

評定と建設的なフィードバックの欠如に起因するモチベーションの低迷35と②臨床から管

理職に登用された医療人材がマネジメントにかかわるノウハウを学ぶ機会の必要性に対

応している。しかし①に関してはスーパービジョンの実施を阻む絶対的な予算不足が背景

にあり、それは本プロジェクトで設立した S&C システムが機能するにあたっての阻害要因

でもある。保健セクターの構造改革が進行中であり、看護管理のための仕組みがなくオー

ナーシップが醸成されにくい環境で、その実施のための予算の確保が大前提となる仕組み

をつくることの妥当性は、プロジェクト策定の段階でより慎重に検証されるべき事項で

あったと思われる。 
 
                                                        
34 “Creating a Health Workforce Plan for Vanuatu for the period 2013-2033” by Norbert Dreesch, WHO/STC, Nov. 2012 
35 本プロジェクトで実施したベースライン調査でも同様のニーズが特定されている。 
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５－２－２ 有効性 
本プロジェクトの PDM 上の目的は、フィジーの NB-IST メカニズムの S&C の要素をバヌア

ツの地域保健の現場事情に即して再構築し、パイロット地域として指定したシェファ州で定期

的に実施することとされている。時間的制約から定期的な実施は確認できないものの、現段階

においてプロジェクト目標の指標値はほぼ達成されており、その意味では本プロジェクトは一

定の有効性があると判断される。 
その一方で、これまでの S&C の実施はプロジェクト活動として必要経費の大半を日本側が負

担して行われてきた事実があり、今後保健行政上の一つの制度として継続的に実施されるには、

主に資金面・組織面において残された課題も多い。上位目標には S&C モデルの全国展開が示唆

されているが、プロジェクトにおいてモデルの有効性の検証は行われていない。今後シェファ

州において S&C モデルを一定期間（1～1.5 年程度）試行したうえで、その有用性、持続性、汎

用性等を改めて検証・証明する必要があり、上位目標も含めた本プロジェクトの有効性は、そ

の結果を踏まえて初めて特定されると考えるのが妥当である。 
加えて、スーパービジョンチェックリストや能力評価の導入は、それまで共通認識のなかっ

たゾーンスーパーバイザーが担う役割を明確化するにあたって有効なツールであった。また、

支援型監督指導が地域保健看護師のモチベーションにポジティブに影響していることが認め

られるほか、必要とされている能力を具体的に示した能力基準の導入によって、看護師が自主

的に自身の能力向上を志向するようになったことも報告されている。 
 

５－２－３ 効率性 
投入は 3 カ国をまとめた広域プロジェクトとして管理されているため、国別に効率性を議論

することは困難であるが、以下の事由により、限定的であったと判断される。 
当初予想された日本人専門家が複数国に跨り活動することで得られる効率性は、一定レベル

担保されているが、フィジーの経験や成果品の共有やフィジーで育成された人材を第三国専門

家として活用することで得られる効率性は、両国のシステムの違いによりそのままバヌアツで

活用できるものがほとんどなかったため発現していない。また広域プロジェクトとして、これ

までに限度いっぱいの追加投入が行われており、バヌアツでも他の 2 カ国と同様に自社負担に

よる専門家の追加投入もなされている（3.63 人月相当）ことは、プロジェクトの効率性が当初

の予想より低かったことを示している。 
バヌアツにおいて効率性が抑制された要因としては、以下が挙げられる。まず、保健セクター

の構造改革が地方分権化を念頭に進められおり、数回にわたって行われた保健省・州保健事務

所の組織改変のたびに、プロジェクトは策定した S&C の仕組みの見直しを迫られた。これが現

時点でも S&C システムが最終化されない最大の理由である。またプロジェクト目標を「S&C
システムの構築・実施」としたため、当初 NB-IST の仕組みや S&C システムに関しての知識が

なかったバヌアツ側のカウンターパートにとって、プロジェクトの内容や意義を理解するのは

容易ではなかった。そのためプロジェクトの目的や活動内容を確認する協議を繰り返し行う必

要があったほか、看護行政が存在しないバヌアツ側に組織的なオーナーシップが形成されず、

シャトル型で日本と他国を行き来する日本人専門家が不在の間はほとんど活動が進まなかっ

たことが報告されている。また、プロジェクト目標はパイロット州内の活動に関するもので

あったにもかかわらず、当初の PDM には「全国のゾーンスーパーバイザーが S&C の技能を身
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につける」ことがアウトプットの一つとされており、デザイン上効率性の不備もあった。2013
年 7 月に PDM が改訂され本アウトプットのスコープもパイロット州内に限定されたが、他 5
州における研修は実施したあとであったため、結果として余分な投入となった。 

プロジェクトは 2011 年 3 月に開始されたが、開始当初約 3 カ月間は年度に跨ったこともあり

活動が実施されていない。その結果を活動計画策定に活用する目的で実施されたベースライン

調査36は、結果が出るまでに 8 カ月が費やされている37。その間にも他の活動は進められたもの

の、調査内容が現状把握を中心としたものであったことをかんがみると、プロジェクト計画策

定時に適切なニーズ分析調査を行うことで、より現実的なプロジェクトの設計が可能になると

同時に、ベースライン調査に費やした時間的・資金的資源を建設的な活動に充てることが可能

になり、より効率的な運営が実現したと思われる。 
 

５－２－４ インパクト 
（1）上位目標の達成見込み 

上位目標：他州への拡大を念頭に、「現場ニーズに基づく現任研修（NB-IST）システム」

がデザインされ、パイロット州にて試行される。 

指 標 指標の達成状況 
パイロット州において NB-IST が 1 年

に 1 回以上実施される。 
未実施。 

 
プロジェクトは NB-IST システムのなかの S&C の仕組みの構築と試行に照準を当てて活

動を行ってきたため、NB-IST の実施に関する仕組みや技術的なノウハウについてはほとん

ど関与していない。上位目標を達成するには、今後数年のうちにシェファ州保健事務所は

S&C 試行モデルの運用・改善を続けつつ、独自に①S&C の実施で得られた情報から、看護

師へのローカルレベルの短期研修（NB-IST）で対処すべき課題を見極め、②資金や講師の

調達を含め NB-IST を実施するノウハウを習得・実践することが求められている。日本人

専門家は、プロジェクト期間が終了する前に、シェファ州保健事務所長とヴィラ中央病院

の看護師長に対し上記 2 点に関する簡単な研修を計画しているが、NB-IST の実施に持ち込

むまでには現地における技術面での追加的な支援が必要となることが予想される。 
また、他州への拡大に関しては、保健省に看護部局がない環境においてその先導役がい

ないことが懸念材料である。NB-IST システムの起点となる看護師の能力評価に限れば、看

護サービスの質の担保を担う看護審議会がその役割を担うのが理論的には可能であるが、

現時点では審議会にその組織能力が備わっていないのが実情である。 
 

（2）正のインパクト 
本プロジェクトで策定した看護師の能力基準とその評価に関しては、バヌアツ側の独自

の取り組みにより、以下の発展が確認されている。 
毎年の看護師免許の更新に際しては、これまでは人事院による年次職務査定結果の提出

                                                        
36 詳細計画策定時には、当時保健省が計画していた別の調査にその内容を織り込むことでベースライン調査を外部化し、プロ

ジェクトの効率化を図る予定であった。 
37 この背景にはプロジェクト開始後約 3 カ月にわたって活動が行われなかったこともある。 
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が義務づけられていたが、人事院は能力基準に基づいた能力評価の結果も年次職務査定の

結果と同等のものと見なしており、実際にヴィラ中央病院では年次職務査定に代わって能

力評価を年次査定に用いるようになっている。地域保健においても同様の動きはあるもの

の、査定者が看護師資格をもたない、または非査定者の資格より技能上低い資格しかもた

ないといった事例があり、能力評価が年次職務査定に代わる制度として適切に運用される

には、細部においてさらなる調整が必要とされている。 
前述のように、バヌアツ看護教育カレッジは看護師育成過程のカリキュラムのなかに能

力基準を既に統合した。また本調査で確認はとれなかったものの、ナース・プラクティショ

ナーや助産師を養成するバヌアツ保健研修校が本プロジェクトで行った S&C 研修の一部

をそのカリキュラムに取り込んだという報告もある。またヴィラ中央病院では、本プロ

ジェクトで策定された能力基準を基に、臨床看護に特化した能力基準を策定することを検

討し始めている。 
 

（3）その他のインパクト 
バヌアツ保健セクターの現行のスーパービジョンは、疾病課題別のいわゆる「縦割りプ

ログラム」がそれぞれ別々に行っており、その非効率性が指摘されている。プロジェクト

は S&C モデルを策定する過程において保健省の各プログラム担当官とも協議を行い、スー

パービジョンの仕組みの統合を模索したが、定期的に看護師の配属されている全施設を訪

問指導することが必要とされる S&C モデルを縦割りプログラムが実施している無作為な

スーパービジョンに統合することはできず、策定されたばかりで有効性の検証がされてい

ない S&C モデルは後者の手法を変更させるほどの説得材料もないことから、統合は実現し

ていない。目的が異なるとはいえ、現行のものと並立する形で別のスーパービジョン体制

をつくる結果となったことは、保健省・州保健事務所が推進すべき効率化の動きに逆行す

るものであることは否めない。 
しかしその一方で、ゾーンスーパーバイザーを活用する S&C モデルは、州保健事務所に

配置されているプログラム担当官が州内の全施設を担当するというこれまでの仕組みの

限界を打開する可能性をもっており、その意味で効率的なスーパービジョンのあり方を模

索する保健行政に新たな代替案を提示したとみることもできる。現段階では S&C モデルに

も数々の課題が残されており、現行制度の代替案となるには今後さらなる検証・改良が行

われる必要があるが、州保健行政が効率的かつ効果的なスーパービジョンの体制を構築し

ていくにあたり、一つの選択肢となり得るものである。 
 

５－２－５ 持続性 
持続性に関しては以下の課題が認められており、その見通しは厳しいといわざるを得ない。 
・ 保健省内に看護に関する部局がなく、また進行中の保健行政の構造改革の影響もあり、

今後プロジェクトが始めた活動をバヌアツ側がオーナーシップと主体性をもって継続的

に実施していく母体がない。 
・ 妥当性の項で述べたように、看護師の継続教育の重要性は政策上認識されてはいるもの

の、保健セクター戦略の実施においては看護人材の絶対数の増加に重点が置かれており、

現任教育に関する具体的な事業・予算が組まれているわけではない。 
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・ ゾーンスーパーバイザーはサービス提供者としての実務も担っており、S&C モデルを報

告やフィードバックを含めて有意義に実施するためには、要員配置の見直しやロジス

ティクス面での支援が必要とされる地域がある。また、現在の仕組みでは全スーパーバ

イザーからの報告書に目を通し必要なアクションをとるのは州保健事務所長の役割とさ

れているが、州の保健行政長である州保健事務所長が全施設に関する手書きの報告書に

子細に目を通すことは、現実的には期待できない。 
・ 本プロジェクトで構築した S&C モデルは、定期的なスーパービジョンを実施する資源が

確保されて初めてその有用性が発揮されるものであるが、財政難のバヌアツでは、スー

パービジョンのような基本的な日常の活動も外部資金に頼っているのが現状である38。

構築された S&C モデルは、現在援助資金で行われている「縦割りプログラム」の管理の

ためのスーパービジョンとは全く別の体制であることからも、今後の運用資金の確保は

大きな課題である。保健次官はシェファ州のみであればパイロット事業として S&C モデ

ルの実施予算を確保することは可能という見解を示しているが、将来的に全国に拡大す

る意向のモデルであれば、現行のプログラムベースのスーパービジョンも含めて州保健

行政におけるスーパービジョンのあり方を改めて検討・構築することが望まれる。 
 

５－２－６ 結 論 
本プロジェクトは看護人材の能力強化によってサービスの向上を謳うバヌアツの保健戦略

と合致したものである。医療人材の管理能力の強化を図ると同時に、スーパービジョンや

フィードバックの欠如に起因する諸問題の解決も期待されるが、設立された S&C システムの実

施は予算が確保されて初めて可能であることから、財政状況の厳しいバヌアツでプロジェクト

終了後も機能していくものであるか、その実用性と汎用性については、今後検証される必要が

ある。進行中の保健セクターの構造改革や、定期的なスーパービジョンを実施する財源の不足、

また看護管理が行政システムにないといった諸事情は、プロジェクトの有効性、効率性、持続

性に影響を及ぼしており、プロジェクトデザインの妥当性については議論の余地があるところ

である。上位目標の達成に関しても、技術面、資金面において不安材料があり、プロジェクト

終了後も何らかの手段で技術面の支援を継続することが必要と思われる。しかし、本プロジェ

クトで構築・試行された S&C システムは、さらなる改善が必要と思われるものの、州保健行政

のスーパービジョンの仕組みを将来的に一本化していくにあたり一つの選択肢となり得るも

のである。プロジェクトによってもたらされた効果が持続していくためには、今後関連する活

動の継続的な実施・コーディネートを行うフォーカルポイントを中央の保健省及びシェファ州

保健事務所内に正式に任命することが必須である。 
本プロジェクトは 2014 年 2 月に予定どおり終了するが、保健省とシェファ州保健事務所が

上記に述べた各種課題に対応していくためには、技術的な支援とモチベーションの維持を目的

として何らかの形で支援を継続することが望まれる。 
 
 

                                                        
38 幾つかある縦割りプログラムのなかでも定期的なスーパービジョンが行われているのは、世界エイズ・結核・マラリア対策

基金（Global Fund to Fight AIDS, Tuberculosis and Malaria：GFATM）支援のマラリアプログラムと AusAID 支援の村落保健ボ

ランティアプログラムのみといわれている。 
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５－３ 提言と教訓 

５－３－１ 提 言 
（1）プロジェクトに対して 

① 残るプロジェクト期間で、シェファ州で試行された S&C モデルの成果や課題、強みや

弱みを整理すること。このレビュー結果は、モデルの改善やプロジェクト終了後 1～2
年間予定されているシェファ州でのモデル試行に活用できるものである。 

② S&C ガイドラインを完成し、シェファ州保健事務所長が必要なツールや技能を備えら

れるよう必要な研修を終了すること。特に、S&C を通して抽出された現場のニーズや

課題に対して、担当者・担当部署が適切な対応をとること、また地域保健看護師に

フィードバックを行う体制を強化する必要がある。 
 

（2）保健省に対して 
① プロジェクト終了後もシェファ州での S&C モデルの試行を継続的に支援する担当者

を正式に任命すること。その間、看護師の教育や職能開発等、看護師をとりまく課題

全般に対応する看護管理のフォーカルポイントを保健省内に設けることも検討され

るべきである。 
② S&C の試行モデルにおいて、ゾーンスーパーバイザーを効果的に機能させるために、

彼らの監督指導・マネジメントにおける役割や責務を明確にし、職務内容を作成する

こと。 
③ S&C 実施のための予算を中央・州レベルで確実に確保すること。その手段として、必

要に応じ他の開発ドナー資金や保健プログラムとの調整が期待される。 
④ シェファ州で開発された S&C や NB-IST モデルを他州に展開する長期的視点に立ち、

看護の質の担保に重要な役割を担うバヌアツ看護審議会の組織能力強化を促進する

こと。 
 

（3）JICA に対して 
① プロジェクト終了後一定の期間をおいて、シェファ州の S&C モデルの評価（ベースラ

イン調査に関連させて）を行えるよう支援すること。 
② プロジェクト成果を継続的にモニタリングし、他の開発ドナーと協調して、利用可能

な援助スキームを採用するなど、必要な支援を提供すること。 
 

５－３－２ 教 訓 
① プロジェクトの持続発展性の担保には、バヌアツの S&C や看護人材の発展を長期的に支

援できる日本国内専門機関の継続的な巻き込みが必要である。 
② 短いプロジェクト期間のなかで、現地のニーズに即した協力になるようプロジェクトデ

ザインの修正が行われたが、プロジェクトの効果や効率性をより一層高めるためには、

案件形成段階において緻密な状況分析を実施するべきである。 
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第６章 3 カ国総括 
 

本プロジェクトは、2005～2008 年にフィジーの中東部地方で地域保健看護師の業務管理能力を

現任教育を通じて向上させることを目的として実施された「地域保健看護師現任教育プロジェク

ト」から抽出された「NB-IST メカニズム」を、フィジー国内に拡大・定着させると同時に、トン

ガとバヌアツに導入・試行するものであった。既に「妥当性」の項で考察したように、各国とも

保健医療サービスの質の改善は重点課題の一つであり、地域保健サービスの主な担い手は看護師

であることなどから、本プロジェクトの趣旨は基本的に各国のニーズに合致したものであった。

以下にこうした試みを広域案件として実施したことの利点と課題点をまとめる。 
 
（1）経験の共有によるプロジェクト効果の促進 

プロジェクト開始当初、トンガとバヌアツのカウンターパートの多くは NB-IST メカニズ

ム（「モデル」）の詳細な知識をもたなかったが、広域研修でその内容とフィジーにおける地

域保健の実情を併せて学んだことで、同モデルを自国で活用することで期待できる効果の理

解が促進された。これは当初 PDM の理解が進まずプロジェクトの方向性が共有されていな

かったなかで、大きな効果であった。その後各国のカウンターパートが直接対話する機会が

数度にわたって設けられたことで、フィジーの成功例だけでなく失敗や直面する課題からも

学ぶことができたことを評価する声も聞かれた。他国のモデルとなったフィジーでは、それ

によってカウンターパートの自信とモチベーションが促進されたこと、トンガではフィジー

に対するライバル意識が良い方向に働き、より優れた成果品を作り出そうとする原動力に

なったこと、そしてバヌアツでは看護をとりまく保健行政上のシステムのあり方を改めて考

えるきっかけになったことが報告されている。 
 
（2）リソースの共有による効率性 

NB-IST メカニズムは当該国の保健システムのなかで機能するものであるため、トンガ、バ

ヌアツにおいてフィジーの仕組みや成果品をそのまま適用することはできない。しかし、基

となるたたき台があったことで、トンガ、バヌアツにおける類似システムの構築は、それぞ

れにおいてゼロから始める場合と比して短時間で実現したと考えられる。その一方で、カウ

ンターパートの十分な巻き込みを重視しつつ、システム・成果品・研修内容のそれぞれにつ

いて、現地事情に即したものに改訂していく作業は当初の予測以上に時間がかかり、成果品

の共有から得られた効率性は想定されたほど大きいものではなかった。 
本広域プロジェクトでは国別に PDM が策定されており、その内容も異なっていることか

ら、実際は三つの個別プロジェクトをまとめたものであったといえる。プロジェクト運営に

関しても、プロジェクトが個別に設立された場合と比して一国当たりの手間や専門家の必要

性（人月）が軽減されているわけではなく、広域案件にすることで明確に節約できたのは専

門家派遣にかかわる旅費のみであった。プロジェクト半ばで限度額までの投入量の引き上げ

が必要となったのも、フィジーの大量退職の影響もあるものの、プロジェクト策定時に投入

の必要量の算定にあたってこうした状況が把握・分析しきれていなかったことが背景にある

と考えられる。 
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（3）プロジェクト目標 
トンガ、バヌアツにおいて、フィジーをモデルとした NB-IST の仕組み（バヌアツではそ

の一部）をつくり実施することがプロジェクト目標とされた背景には、前プロジェクトにお

いて、現職看護師の能力強化のためには現任研修の仕組みを構築する必要があった39ことが

あると思われる。しかし先方政府にとっては、NB-IST メカニズム、S&C システムという耳

慣れない外来の仕組みが自国で何の役に立つのか PDM からは理解しづらく、プロジェクト

に対するオーナーシップやコミットメントの醸成の遅れが引き起こされた。特にトンガに関

しては、広域プロジェクトであることを意識して PDM が作成されたため、プロジェクト目

標やプロジェクト名とプロジェクト内容に齟齬が生じ、カウンターパートにとってさらにそ

の理解を困難にした。 
JICA の技術協力プロジェクトではその内容をより詳細に説明する「プロジェクト・ドキュ

メント」が作成されないことからも、PDM 上では相手国に馴染みのない用語を使うことを避

け、だれが見てもプロジェクトの内容が分かるものであることが重要である。特にプロジェ

クト目標に関するビジョンやスコープを日本側と相手国側が共有することは、プロジェクト

の実施にあたって最重要事項であり、例えば、プロジェクト目標を「現任研修の質の向上」

「看護指導官のマネジメント能力の向上」「看護管理システムの強化」等、プロジェクトの効

果に焦点を当てたものにすることで、こうした混乱が避けられたのではないかと考えられる。 
モデルの設立・試行をプロジェクト目標としたことは、そのほかにも幾つかの問題の要因

となっている。「NB-IST メカニズムの（構築と）強化」が命題とされていたトンガでは、財

政的にその実施が困難であるにもかかわらず、NB-IST によって特定された課題の解決が図ら

れるシステムの構築が推進された。またバヌアツでは、「S&C システムの設立と試行」をプ

ロジェクト目標に置いたため、その有効性や持続性の検証まで計画されなかった半面、シス

テムの全国展開を視野に置くという、若干整合性に欠けるデザインであったことは否めない。 
 
（4）設立したモデルの有効性 

プロジェクト目標である NB-IST メカニズム（バヌアツの場合はその一部）の導入によっ

て期待された①現任研修の質の向上と、②その結果としての看護師の能力強化という効果は、

少なくとも現時点では限定的である。これは 3 年間という比較的短期間のプロジェクトの限

界ともいえるが、有効性の検証が十分に行われていないモデルを導入したことにも一因があ

る。モデルが機能するにあたって各活動を継続的に実施する予算の確保が重要であるとの認

識はあったものの40、本プロジェクトでは年間活動・予算計画に組み込むことを支援するこ

とでその解決が図られると想定されていた。しかし本調査では、保健省による必要予算の確

保は設立されたシステムの運用にあたっての大きな課題であることが明らかになっている。

またバヌアツでは看護指導官が「看護師としての役割」と「指導官としての役割」を同時に

果たすことの困難さも課題となっており、モデルが機能するにあたっての必要条件や、先方

政府の財政状況、看護指導官の勤務環境といった現状分析が、プロジェクトの策定段階にお

いて十分でなかったことが示唆される。 
 
                                                        
39 JICA『フィジー国地域保健看護師現任教育プロジェクト終了時評価報告書』平成 20 年 2 月 
40 JICA『フィジー国地域保健看護師現任教育プロジェクト終了時評価報告書』平成 20 年 2 月 
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（5）プロジェクトの意義 
NB-IST メカニズムの有効性は明らかでないものの、本プロジェクトは各国においてカウン

ターパートから高い評価を受けている。トンガとバヌアツで評価されているのは、設立した

メカニズムそのものというよりは、その根底にある支援型監督指導の概念であり、その実施

を支援するマネジメント・ツールである。これは大量退職後に全職種においてマネジメント

能力の空洞化が問題となったフィジーにおいても同様であり、看護職以外においても応用可

能な実用性・汎用性の高いツールの作成により本プロジェクトの保健行政への貢献が目に見

えるものとなったことが、プロジェクトに対する高い評価を生んでいる。 
本プロジェクトの意義は、その目標であった「仕組みの構築・実施・強化」を手段として

「サービスの質の向上をめざしたマネジメントの組織化・強化」という効果を生み出したこ

とに集約されているといえる。 
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第７章 評価総括/所感 
 

７－１ 団長総括/所感 

（1）フィジー 
プロジェクト目標に使われている「NB-IST メカニズム」が、既存の看護部の業務システム

の改変を伴いながら、システムにどう組み込まれるのかという明確なデザインが描かれな

かったため、カウンターパートは個別のアウトプットの活動に専念し、個別のアウトプット

レベルで大いに成果が上がったといえよう。 
地域看護師の多くはナースステーションを一人で担当しているので、地域看護師の能力評

価は多少の項目を追加してナースステーションの機能評価として行われるものになるのでは

あるまいか。だとすれば、地域看護師の能力評価（CA）に基づく、サポーティブ・スーパー

ビジョンと、その結果による M&E は、地域看護ケア管理メカニズムという看護部の業務シ

ステムの根幹の部分であり、本来はこれだけでプロジェクト目標足り得るものであった。

M&E の分析結果の一部を利用して、看護師のニーズを把握し IST を企画するというのが本来

の NB-IST メカニズムであり、IST システムの一部に組み込まれるものであったろう。 
サポーティブ・スーパービジョンは看護師のニーズに合致し、大いに成果が出たため、

NB-IST は本来の意味から外れたが JICA プロジェクトのブランド名として、保健省の他部局、

ドナー等に知られるに至っている。保健省では、本来の NB-IST は看護審議会の下に設置さ

れた看護師任意会員制の組織であり、看護免許更新に必要な研修を実施する看護カレッジに

引き継がれることが検討されている。 
 
（2）トンガ 

標記プロジェクトの終了時評価調査団は、フィールド調査、専門家及びカウンターパート

からのヒアリング、プロジェクトのマネジメント・チームとの協議を経て、終了時合同評価

報告書を作成した。報告書は、JCC において報告され承認されたので、保健省保健局長との

ミニッツ署名に至った。プロジェクト目標は、プロジェクト終了までにほぼ期待された程度

に達成される見込みと判断されたので、予定どおりに終了する。 
フィジーでのプロジェクト実施の経験に基づき、大洋州 3 カ国での広域プロジェクトの形

成が急がれたため、当初の PDM はトンガの看護現任研修の実情に基づかない部分があり改

訂を繰り返し、中間レビュー調査団来訪時に大幅な改訂をし、最終的にプロジェクト開始後 2
年半弱で第 5 版の現行版に至った。また、ベースライン調査の結果が不満足であったため、

エンドライン調査は実施しないこととなった。これらのことのために、5 項目評価に困難性

がつきまとったが、プロジェクト・マネジメント・チームとの詳細な協議によって、妥当な

終了時報告書が完成されたといえる。 
プロジェクト目標の「現場ニーズに基づく現任研修メカニズムの強化」にはいまだ途半ば

の感があるが、トンガ側が興味をもって熱心に取り組んだサポーティブ・スーパービジョン

について成果が大きく上がったと判断される。CA とコーチングに基づくサポーティブ・スー

パービションの方法論は現任研修についてのみならず、他の看護業務のスーパービションに

ついても大変有効なものであり、「人づくり組織づくり」に資する看護マネジメントの基礎能

力強化が大きく図られたともいえる。 
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保健局長と看護部長から、サポーティブ・スーパービジョンについて、パイロット地域以

外へ普及するとのコミットメントの表明があった。本プロジェクトのトンガのニーズに合っ

た部分について、大いに持続性が期待できる。 
 
（3）バヌアツ 

これまで当国では、看護人材関連の事業は看護評議会（政府から独立した組織）の所管と

されて、保健省内での関心は薄く、看護人材の活用と強化に関する行政的なフォーカルポイ

ントは置かれてこなかった。今回、保健省次官が率先して本評価作業に参加し、現場で働く

看護指導官や評議会メンバーらとの協議を通じ、看護人材をとりまく支援体制の不備、制度

整備などの課題の重要性に気づいたところは本ミッションの大きな成果といえるだろう。次

官は合同委員会の場でもさっそく、今回の評価提言を参考にしたアクションの方針を示し、

参加した現地関係者からも大いに支持を得ていた。 
医師数が極端に少ない当国では、医師が臨床事業により重点を置く一方で、看護職が地域

保健医療行政で果たすべき責務は大きい。本プロジェクトではパイロット州で州保健マネ

ジャー（PHM）の下、看護指導官（Nursing Supervisor）による各保健センターに勤務する看

護師の支援と指導体制が図られた。プロジェクトで看護職の職務内容と求められる技能の基

準（Competency Standard）が整備され、それに合わせた指導官の支援的監督と指導が行われ

るよう指導官の能力強化が図られた。こうした技能のなかには行政管理に関するマネジメン

ト能力の強化支援も含まれていた。当国の医師不足の状況から、本プロジェクトは看護職を

臨床医療者としてだけでなく、地域保健行政官としてより有効に機能させようとするもので

あり、指導官への期待と負荷の高い構造になっており、現時点ではいまだ一層の強化支援が

必要な状況である。 
こうした緒に就いた看護職による地域医療体制をより強化させて定着させるには依然、多

くの技術的な支援が必要とみられる。こうしたことからプロジェクト終了後においても、本

邦研修や、フィジー、トンガ等も含めた広域での研修等を WHO/WHO 西太平洋地域事務所や

AusAID 等と協力して継続実施することが強く求められる。 
 
７－２ 技術参与総括/所感 

（1）トンガにおける看護の質向上に対するプロジェクトの貢献 
本プロジェクトでは、上位目標である地域保健ケアの質の向上をめざし、スーパーバイ

ザーたちの、コンピテンシーベースの指導能力（コンピテンシーの査定とコーチング、その

結果に基づく研修、M&E）の強化を試みた。その結果、コンピテンシーに基づく人材育成が

開始され、またその管理方法として、サポーティブ・スーパービジョンの導入が実現した。

コンピテンシーベースの看護教育の導入に関しては、トンガにおいて 2000 年代初頭から志向

されてきたものであり、そのツールとなる能力基準（CS）の策定にはこれまでも多くの時間

と労力を投入してきた。今回、プロジェクトの支援により CS が策定され、CA が開始された

こと、またそれによりコンピテンシーベースの教育を実施するうえでの課題が明らかになっ

てきたことは、本プロジェクトの大きな成果である。今後、コンピテンシーベースの人材管

理、育成が定着することにより、経験や業務基準に基づいた限られたケアの提供といった従

来の看護から、住民ニーズに基づくケアの提供への転換、ひいては看護ケアの質の向上につ
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ながることが期待される。 
今回プロジェクト期間に策定された CS は、専門分野（臨床・地域）や経験（勤務年数、

ポスト）を問わず、看護に共通するベーシックなコンピテンシーを定めたものであった。具

体的には、五つの大項目とそれぞれの小項目から成るもので、大項目は、1．看護ケアマネジ

メント能力、2．コラボレーションとチームワーク、3．看護倫理と専門職としての態度と行

動、4．リーダーシップ、クオリティマネジメント、自己開発、5.リソースマネージメントで

ある。同 CS を用いたコンピテンシーベースの教育を導入した結果、専門性や職位、経験年

数等に合わせたコンピテンシーの必要性、CA の質の改善（スーパーバイザーのアセスメン

ト能力の向上）等の課題が見いだされた。 
またコンピテンシーベースの教育において、CS の策定とそれに基づくアセスメントは、そ

の一要素にすぎず、特定されたコンピテンシーを獲得するために、どのように教育し、その

成果を実践に結び付けていくかも重要である。特に、成人教育においては、一方的な教育や

指導を受けるだけでなく、教育の過程で自身の経験をリフレクトし、それに基づき、自ら学

び、自身のケアを変えていくことが求められる。また、看護職の人材育成とは、イコール研

修ではなく、自己研鑽や OJT、さらにはジョブローテーションや人事交流などの手段を、総

合的、かつ効果的に活用することで、実践能力を高めるものである。評価団の提言において

も、Off-JT だけでなく、コーチングやインハウスセッションの効果的な活用について言及し

たが、人材育成を総体的なものとしてとらえ、限りあるリソースのなかで、看護師の能力強

化、それによる看護の質の向上に努めていくことが望まれる。 
加えて、看護の質の向上に向けては、現任教育のみならず、看護基礎教育の状況も踏まえ、

総体的に教育の質の改善を検討していく必要がある。トンガにおける看護基礎教育（3 年間

の専門職教育校）のカリキュラムは、臨床看護が中心であり、地域看護に関してはリプロダ

クティブ・へルス（医学ベースの母子保健）など限定的である。また、NCD など、この国の

主要健康課題は、主に、現任教育や実践での対応に依存しているのが現状である。2013 年か

ら、看護学校には JOCV が配属され、カウンターパートとも良好な関係を築き、具体的な活

動が計画されていることから、今後は、本プロジェクトのカウンターパートと協働すること

で、看護基礎教育の質が向上していくことを期待する。 
なお、コンピテンシーベースの教育に関しては、シドニー技術大学が WHO コラボレーショ

ンセンターとして、コンピテンシーの規定を含む、太平洋州の看護の能力強化にかかわって

いる。こうしたネットワークも活用しながら、今後も継続的に改善していくための努力が保

健省に望まれる。 
最後に、トンガの看護師のリーダーたちには、モチベーションが高く、能力が高い看護師

がそろっていた。プロジェクトは終了するが、彼らには、今後も変化するトンガ住民の健康

ニーズをとらえながら、どのような人材が必要で、そのためにはどのような育成方法が必要

かを特定し、本プロジェクトがもたらした成果を生かし、実践を積み重ねることで、トンガ

の看護の質の向上に努めていくことが期待される。 
 
（2）フィジーのヘルスシステムに対するプロジェクトの貢献 

フィジー保健省は、オーストラリアの支援を受け（Fiji Health Sector Support Program：

FHSSP）、保健人材開発に係る包括的な計画（Human resource development project）を策定
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し、2012 年より同計画の実施段階に入っている。同計画の主要な目標は、人材の安定化（政

策策定）、多様性（リテンションと雇用、職務環境の構築、顧客満足）、発展とイノベーショ

ン（人材プロファイルのアップデート、トレーニングニーズ分析）、能力（トレーニング）、

環境（組織体制）、人材プロジェクション（人材情報データベース）等であり、同計画は、人

材開発に関連するほかの計画や戦略の内容を包摂したものになっている。 
本プロジェクトの活動とそのプロセスは、同計画を実行する際に有用な手法やツールを提

供するとともに、各階層の看護職者の能力強化に貢献した。まず、プロジェクトが導入した

マネジメントツールは、保健人材の能力強化（ニーズ、コンピテンシーに基づく人材育成）

や人材管理（適正配置、人材の需給プロジェクション等）に必要な情報を収集するうえで有

用であり、ナショナルレベルのマネジャーのエビデンスに基づく意思決定のプロセスに貢献

した。また、スーパーバイザーレベルの、サポーティブなスーパービジョン、マネジメント

能力の強化がなされたことにより、職務環境の改善（遠隔地に勤務するスタッフナースと管

理職とのコミュニケーションの促進、サポーティブな指導）につながり、スタッフレベルの

個々の能力強化（研修へのモチベーション、キャリアパスの明確化）に大きく貢献した。そ

して、各レベルでのマネジメントや管理が改善された結果、スタッフレベルのサービスデリ

バリー能力〔臨床技術や臨床判断（クリニカルジャッジメントやディシジョンメーキング）〕

の強化につながった。 
ただし、これらの能力強化の状況は、全国的に標準化されたものではなく、地区ごとの成

果指標のばらつきにもそれが反映されていた。また、スタッフのサービスデリバリー能力の

向上についても、スーパーバイザーらから報告された質的な情報を基にしており、客観性に

は欠ける。しかし、こうした兆候が、今後、同国の人材開発計画並びに、本プロジェクトの

上位目標でもあるケアの質の向上につながることが期待される。 
以上のように、本プロジェクトは、スタッフナース（ケア提供の現場）、スーパーバイザー

（地域レベル）、マネジャー（中央レベル）の個々の能力強化に大きく貢献した。今後、これ

らが、システムとして機能（持続）していくためには、フィジーの CPD（継続的職能開発）

あるいは人材開発の仕組み、制度がさらに整備されていく必要がある。制度上、重要な役割

を担う組織のなかには、脆弱性が認められるものもあった。特に、看護師の登録や継続教育

制度の管理を通じ、看護師の質の標準化の責任を担う、ナーシングカウンシルについて

は、2012 年に設置されたばかりの若い組織でもあり、キャパシティ強化が必要と考えられた。

保健省内でも同様の認識があり、今後、ケアの質の向上に向けて、保健省のさらなる努力が

必要であると考えられる。 
最後に、フィジーは現在、疾病構造の変化、つまり、感染性疾患から非感染性疾患への移

行期にあるが、現場の変わりゆくニーズに対応できる人材のコンピテンシーをリアルタイム

で特定し、現任教育、そしてケアを提供する保健人材の能力強化につなげるという本プロジェ

クトの理念は、現在のフィジーのヘルスシステムのニーズに合致するものであったと考える。

とりわけ、フィジーの NCD 対策が、PHC を重視したものであり、その主な担い手は地域看

護師であることからも、本プロジェクトの成果が今後も、フィジーのヘルスシステムにおい

て効果的に活用されることを期待する。 
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（3）広域案件からの学び 
本プロジェクトでは、トンガ、フィジーともに、当初は、NB-IST メカニズムを強化するこ

とを目的として実施されてきた。しかし、最終的には、トンガではコンピテンシーに基づく

人材育成システムの構築、フィジーでは保健人材開発計画の各目標を達成するための手段と

して読み替えられ、各国のヘルスシステムが統合されたことで、結果的に、各国の人材開発

に貢献した。 
本プロジェクトでは、計画当時、NB-IST メカニズム（モデル）の強化、つまり手段の強化

をめざしたデザインとなっていた。そのため、いずれの国でも、現場レベルでは、本プロジェ

クトへの好意的な意見が聞かれ、効果が観察されたにもかかわらず、PDM に沿った評価では、

それらを示すこと、説明することが難しかった。 
今回のプロジェクトを通じ、他国での JICA のプロジェクトの経験を生かすこと自体は、

効果的なアプローチであるが、経験（モデル）を生かすことを前提にプロジェクトを形成す

ることは、現地のカウンターパートを含め、関係者に混乱を招き、その混乱は、効率性さえ

も妨げる要因になり得ることを改めて学ぶことになった。他国で、プロジェクトの優れた経

験（モデル）が蓄積されていたとしても、ほかの国、あるいは同じ国でも社会変化とともに

ヘルスニーズが異なる（変化する）ことを考慮に入れ、プロジェクト形成の際には、各国の

ヘルスニーズを適切にとらえることはもちろんのこと、ニーズをとらえたうえで、他国のプ

ロジェクトの経験（モデル）が各国のニーズに対応するうえで本当に効果的な方法かどうか、

効果的と判断される場合は、どこをどのようにローカライズする必要があるのかを慎重に検

討する必要がある。国際保健を含め、保健医療の現場で、EBP（Evidence Based Practice）の

重要性が指摘されて久しいが、今回の事例に関していえば、スケールアップ（あるいは他国

への普及）のための根拠（エビデンス）が不足していただけでなく、エビデンスを活用する

際に重要となる、対象のニーズやセッティングを考慮に入れたエビデンスの活用という観点

が不足していたといえるかもしれない。 
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フィジーPDM Ver3. (Dec 13, 2012)
プロジェクト名：地域保健看護師のための「現場ニーズに基く現任研修」強化プロジェクト
期間：2010年10月20日～2014年2月28日 (3年4カ月)
対象地域：保健省及び全地方保健局（中央部、東部、西部、北部）
対象者：地域保健に関する看護指導官（地区看護師長、看護主任）
実施機関：保健省、地方保健局看護課

間接裨益者：全国の地域保健看護師

プロジェクト要約 指　標 指標入手手段 外部条件
上位目標

フィジーにおける地域保健サービスの質が向上する。

地域保健看護師の能力基準に基づく評価の点
数が3以下のコンポーネントが一つでもある地
区の数

1) Ａ－1モニタリングフォーム

プロジェクト目標

「現場ニーズに基づく現任研修」の仕組みが強化される。*1

1）各地方において80％以上の地域看護師がガ
イドラインに定められた頻度の能力基準に基づ
く評価を受ける。
2）95％以上の保健施設がガイドラインに定めら
れた毎年1回以上の監督指導訪問を受ける。
3）70％の看護指導官が看護指導官育成のため
のマネジメントパッケージの全項目に関する研
修を受ける。
4）各地方において計画された「現場ニーズに基
づく現任研修」の80％（年間）が実施される。
5）NBｰISTメカニズムの指標の一部が各地方の
ビジネスプラン上の指標として採用される。

1) M&E データベースもしくはＡ－2モニタリング
フォーム
2）Ｍ&E データベースもしくはＣ-2モニタリング
フォーム
3）プロジェクト資料
4）Ｍ&E データベースもしくはＥ-2モニタリング
フォーム
5）ビジネスプラン

-ヘルスセンターやナーシン
グステーションに適当な量と
内容の医療機材、その他が
配布される。
-臨床部門の医療技術者の
技術レベルが十分である。

成　果

1. 「現場ニーズに基づく現任研修」が政策として有効になる。*2 1）「現場ニーズに基づく現任研修」を促進する
政策文書が策定もしくは改訂される。

1）政策文書

2. 「現場ニーズに基づく現任研修」のための国家標準化された
Ｍ＆Ｅシステムが実施される。

1）期限内に地区保健事務所から地方保健事務
所、地方保健事務所から中央（保健省）に提出
されたM&E報告書の割合
2）M&Eデータベースが定期的にアップデートさ
れる。

1）モニタリングフォーム
2）M&Eデータベース

3. 看護指導官育成のためのマネジメントパッケージが開発され
る。

1）開発された看護指導官育成のためのマネジ
メントパッケージ

1）プロジェクト資料

4. 中央及び地方レベルにおけるＩＳＴコーディネーターの役割が
強化される。

1）中央及び地方レベルのＩＳＴコーディネーター
の職務規定書が公式に承認される。
2）国家年次看護現任研修計画が策定される。
3）各地方でＩＳＴインベントリーが四半期ごとに
アップデートされる。

1）職務規定
2）看護師のための年次現任研修計画
3）各地域のＩＳＴインベントリー

直接裨益者：中央部、東部、西部、北部におけるすべての地区看護師長及び看護主任

-保健省の政策や組織に大
きな変化がない。
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5. フィジー、トンガ、バヌアツ国内及び各国間　（もしくは3カ国を
超えて）において、プロジェクトの進捗及び成果が共有される。

1）テレビ、電話会議の回数
2）国際会議での発表回数
3）経験が共有されたケース

1）プロジェクト資料
2)プロジェクト資料
3)プロジェクト資料

活　動
1-1. 「現場ニーズに基づく現任研修」のインパクト調査をデザイ
ン・モニタリングするワーキング・グループを結成する。

1-2. 中央地方の「現場ニーズに基づく現任研修」のインパクト調
査を実施する。

1-3.  「現場ニーズに基づく現任研修」のための政策をインパクト
調査の分析結果に基づきデザイン、提案する。

1-4. 「現場ニーズに基づく現任研修」政策に関して全地方で周知
させる。

2-1.  「現場ニーズに基づく現任研修」のM&Eガイドライン及び

ツールをデザイン・作成・印刷・配布する。*3

2-2. M&E実施に向け、地方/地区看護師長に対する研修を実施
する。

2-3. エクセルベースのM&Eデータベースを作成する。

3-1．看護指導官のキャパシティ・ディベロップメントのためのワー
キング・グループを結成する。

前提条件

3-2．看護指導官の役割及び機能を明確にする。

3-3．看護指導官の能力基準チェックリストを作成する。

3-4. 「現場ニーズに基づく現任研修」に関する看護指導官の養
成のためのハンドブック及びツール類を作成するために現任研
修マニュアルを改訂する。

3-5.看護指導官及びその候補者の研修を実施する。

3-6. 看護指導官育成のためのマネジメントパッケージとして研修

教材・ハンドブック・ツール類等を整理する。*4

4-1.国及び地方における現任研修調整官の役割と機能を強化
する。

4-2. 現任研修に係るインベントリーあるいはデータベースを作成
する。

投入
日本側
1）専門家派遣
　－プロジェクト運営/保健政策
　－業務調整/看護
　－インパクト調査
　－M&Eシステム
　－看護行政管理

2）供与機材
　－事務所資機材
　－その他

3）その他
　－研修経費（フィジー側とのコストシェア）

フィジー側
 1) カウンターパートの配置
 1-1 プロジェクト・ディレクター：保健省事務次官
 1-2 プロジェクト・マネジャー：保健省看護サー
ビス局長
 1-3 その他のカウンターパート：
     - 全地方看護師長
     - 保健省国家現任研修調整官
     - 全地方現任研修調整官
     - フィジー看護カレッジ・ディレクター
     - フィジー看護カレッジ・ナース・プラクティ
　　　 ショナーコーディネーター

 2) JＣＣメンバー

 3) 保健省内でのプロジェクト事務所設置

 4) その他
 4-1 研修経費（日本側とのコストシェア）
 4-2 カウンターパートの人件費、光熱費等

-現場ニーズに基づく現任
研修のための政策が承認さ
れる。

-IST調整官が国レベルと地
方レベルで、正式なポストの
創出いかんにかかわらずア
サインされる。
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5-1. 3カ国のプロジェクトチームによる電話、テレビ会議を実施す
る。

5-2. トンガ、バヌアツのカウンターパートを対象としたフィジーに
おける第三国研修を実施する。

5-3. フィジー国内外に経験を共有する。

5-4. プロジェクトの進捗や成果を国際会議の場で発表する。*5

[＊3] パフォーマンスマネジメントシステムに統合される。

[＊1] NB-IST メカニズムのコンポーネント：(i) 能力基準を基本にした地域保健看護師のためのスーパービジョン＆コーチング、(ii) IST ニーズ調査、(iii) ニーズに基づいた研修計画及び実施、(iv) 全行程のモニタリング及び評価M&E
[＊2] 現任研修や看護に関する政策として取りまとめられる。

[＊4] 看護指導官育成のためのマネジメントパッケージとはNB-ISTを実施及び関連活動のための組織化されたマテリアル（看護指導官の職務規定、看護指導官のための能力基準に基づく評価チェックリスト、看護指導官のためのハンドブック、研修モジュール）を指す

[＊5] Eg, PHRHA, Pacific Professional Nurse Association, 2nd Global Forum on Human Resources for Health in Bangkok
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トンガＰＤＭ Ver. 5 （June 7, 2013）

期間: 2011年1月～2014年1月

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumptions

トンガにおける地域保健サービスの質
が向上する。

1) 能力評価の評点がすべての項目において3以上
（1、2がない）の看護師の割合
2)　2013年をベースラインとして、能力評価の結果
（評点）が向上した看護師の割合

Excel based M&E system
developed by the Project

既存のスーパービジョン・システムに組
み込まれた「現場ニーズに基づく現任研
修」のメカニズムが強化される。

1)年1回以上、能力基準を用いた能力評価を受けた
看護師の割合
2) 年1回以上、コーチング用紙を用いたコーチングを
受けた看護師の割合
3)  （中央レベル看護指導官の視点から見た）プロ
ジェクトによってもたらされた看護管理システム上の
改善点

1),2)  Project documents & Excel
based M&E system developed

3) Terminal evaluation report

- A significant migration of nurses
does not occur.
-Management-related training for
supervisors is institutionalised by
MOH.

1. 看護スーパービジョン・システムが、
「現場ニーズに基づく現任研修」のメカ
ニズムに適合するよう再定義される。

1)スーパーバイザーの機能、責任、報告系統等につ
いて明記された文書

1) Project documents & IST
manual

2. 新たに定義された看護スーパービ
ジョン・システムに沿ったNB-ISTのメカ
ニズムのM&Eシステムが確立する。

1) 看護スーパービジョン・システムに係るM&Eシス
テムについて明記された文書

1) Project documents & IST
manual
2) Project documents & tools
developed

3. 看護指導官の、看護師に対する能力
基準（CS）評価実施能力が向上する。

1)能力基準（CS）研修を受けた看護指導官の割合
（％）

1)Project documents & Excel
based M&E system

4. 看護指導官の、看護師に対するコー
チング及びNB-IST実施能力が向上す

1)S&C及びNB-IST研修を受けた看護指導官の割合
（％）

1)Project documents & Excel
based M&E system

5. トンガ、フィジー、バヌアツ国内及び
各国間（もしくは3カ国を超えて）におい
て、プロジェクトの進捗及び成果が共有
される。

1)テレビ、電話会議の回数
2)国際会議での発表回数

1) Project documents
2) Project documents

Overall Goal

Project Purpose

Outputs
-A significant change in policy
and organizational settings of
the MOH does not take place.

Indirect Beneficiaries：Populations in Tonga

プロジェクト名: 地域保健看護師のための「現場ニーズに基く現任研修」強化プロジェクト

Target Areas：Tongatapu, Vava'u, Ha'apai, Eua and the two Niuas  (Pilot Area for Activity 2-4, 3-5, 4-A-3, 4-B-3 : Tongatapu & Vava'u)
Target Group：Nursing supervisors (Local level)
Implementing agency：Nursing Services, MOH (Reproductive Health Nursing,
Direct Beneficiaries：Nursing supervisors, all Reproductive Health and clinical nurses
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Activities
1-1. ベースライン調査を実施する。
1-2. 看護師のスーパービジョンに係る
重要人物（国家現任研修調整官、国家
レベル看護指導官、看護指導官）の役
割と責任、及び報告系統を明確にす
1-3.NB-ISTメカニズムに関するISTマ
ニュアルを策定する。
1-4. ISTマニュアルについて保健省に
よる正式承認を得る。
2-1. 看護スーパービジョンのための
M&Eシステムを策定し、ISTマニュアル
へ反映する。
2-2. NB-ISTメカニズムのためのM&E
ツール（情報管理ツールを含む）を開発
2-3. 看護指導官に対してM&Eシステム
に関する研修を組織する。
2-4. パイロット地域においてM&E活動
に対する技術支援を行う。
3-1. 看護師の能力基準（CS）を完成さ
せる。
3-2. CS評価のためのツール（評価表、
チェックリスト）を開発する。
3-3. 看護指導官に対して正式に承認さ
れたCSを用いてCSとCS評価について
研修を実施する。
3-4. 看護師に対して保健省と連携し
て、承認されたCSを用いてCSについて
研修を実施する。
3-5. パイロット地域において、CS評価
の計画・実施について看護指導官を
支援する。
4-A-1. S&C実施のためのツールを開
発する。
4-A-2. S&Cについて看護指導官に対
して研修を実施する。

Inputs
Japanese side
(1) Dispatch of Experts
- Project management/Health policy
- Project coordination/Nursing
- Monitoring and evaluation system/Baseline and
endline surveys
- S&C

(2) Provision of equipment
- Office equipment
- Other machineries and equipment mutually
agreed upon as necessary
- Printing guidelines and training materials

(3) Covering other cost
- Training costs (to be shared with Tongan side)

Tongan side
(1) Counterpart personnel
 1-1 Project Director: Director of
Health, MOH
 1-2 Project Manager: Chief
Nursing Officer, MOH
 1-3 Other counterparts:
     - Supervising Public  Health
Sister, MOH
     - Matron, Vaiola Hospital
     - Principal, QSSN
     - IST coordinator(s)

(2) Joint Coordination Committee
members

(3) Office space at MOH

(4) Covering other costs
 4-1 Training costs (to be shared
with Japanese side)
 4-2 Recurrent costs (salary for
MOH counterparts and utilities
such as communication,
electricity and water)
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4-A-3. 国家レベル看護指導官が看護
指導官に対してスーパーバイザリー訪
問においてS&C実施について指導す
4-B-1. NB-IST の計画及び実施のた
めのツールを開発する。

4-B-2. 看護指導官に対してNB-ISTに
関する研修を実施する。
4-B-3. 国家レベル看護指導官が看護
指導官に対してNB-ISTの計画及び実
施を支援する。
5-1.  3カ国のプロジェクトチームによる
電話、テレビ会議を実施する。
5-2. フィジーにおける第三国研修に参
加する。

5-3. 国際会議の場でプロジェクトの進
捗、成果を発表する。
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Ver 3. (June 25, 2013)

プロジェクト名: 地域保健看護師のための「現場ニーズに基く現任研修」強化プロジェクト

対象地域: バヌアツ全6州（1パイロット州：Shefa州 + その他5州：Torba、Sanma、Penama、Malampa、Tafea）

実施機関:  保健省人材育成研修ユニット、バヌアツ看護学校、バヌアツ看護審議会、シェファ州保健局

Narrative Summary 指　標 入手手段 外部条件
上位目標

他州への拡大を念頭に、「現場ニーズに基づく現任研修（NB-IST）シ
ステム」

*1
がデザインされ、パイロット州にて試行される。

パイロット州においてNB-ISTが1年に1回以上実施される。 プロジェクトが開発したモニタリング資
料

プロジェクト目標

パイロット地域において、地域保健看護師に対する現場事情に即し
たスーパービジョンとコーチング（S&C）のモデルが実施される。

パイロット州において:
1) 80% の地域保健施設が、6カ月に1回以上のスーパー
バイザリー訪問を受ける。
2) 80 % の地域保健看護師が、年に1度、CS評価を受け
る。

3) 80% のコーチングを必要とする地域保健看護師
*2
が、年

に1回以上、コーチングを受ける。

プロジェクトが開発したモニタリング資
料

- 保健省がNB-ISTに対す
るかかわりを維持し続け
る。

- 看護師の大規模な減少が
起こらない。

成　果
1. S&C試行のモデルがデザインされ使用される。 1) パイロット州の全看護指導官がガイドラインまたはマニュ

アルを持つ。
2) Competency Standard(CS) のドラフトが完成する。

1) プロジェクト資料
2) プロジェクト資料

2. パイロット州の看護指導官がS&Cの技術
*3
を身につける。 1) パイロット州の全看護指導官がS&C技術に関する研修を

受講する。
2) パイロット州の保健マネジャーがS&Cモニタリングの研修
を受講する。

1) プロジェクト資料
2) プロジェクト資料

3. パイロット州において、看護指導官によってS&Cが定期的に行わ
れる。

1) パイロット州のゾーン看護指導官の75％が、S&C実施開
始後に、少なくとも6カ月間に1回は地域保健看護師に対して
S&C訪問を行う。

1)プロジェクト資料

4. バヌアツ、フィジー、トンガ国内及び各国間（もしくは3カ国を超え
て）において、プロジェクトの進捗及び成果が共有される。

1)テレビ、電話会議の回数
2)国際会議での発表回数

1) プロジェクト資料
2) プロジェクト資料

- 開発パートナーがS&Cや
NB-ISTを支持する。

- 国家の課題別プログラム
がS&CやNB-ISTと連携す
る。

バヌアツＰＤＭ

期間: 2011年3月～2014年2月（3年間）

対象者:  看護指導官 （ゾーン看護指導官、及び 選抜されたナース・プラクティショナー、助産師、シニア看護師）、地域保健看護師（正看護師、ナース・プラクティショナー、助産師）

直接裨益者: シェファ州の保健マネジャー、看護指導官、地域保健看護師
間接裨益者: パイロット州以外の5州の州の保健マネジャー、全州の全看護師、バヌアツ全住民
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活　動 外部条件

1-1. 中央、州のカウンターパートがフィジーにおける第三国研修を通
じて、S&Cのアクションプランを策定する。
1-2. S&C試行のための看護指導官の役割、責任、求められる能
力、資格が規定され、文書化される。
1-3. 地域保健看護師のためのCSのドラフトが策定される。
1-4. S&Cの実施ガイドライン、モニタリングツールのドラフトが策定さ
れる。

2-1.看護指導官の研修プログラム、及び計画を策定する。
2-2. パイロット州の看護指導官に対してS&C実施に関する研修を実
施する。

2-3 州保健マネジャー
*4
の研修プログラム、及び計画を策定する。

2-4. パイロット州保健マネジャーに対してS&Cモニタリングに関する
研修を実施する。

3-1. ゾーン看護指導者の担当ゾーンにおけるS&C実施のための年
間計画（経費、ロジ計画等）の策定を支援する。
3-2.  保健省がパイロット州におけるS&C実施のための予算を確保
できるよう支援する。
3-3. パイロット州において、州保健マネジャーによる看護指導官に
対するS&Cの実施を支援する。

前提条件

3-4. パイロット州において、州保健マネジャーによるS&Cのモニタリ
ングの実施を支援する。
4-1. モデル拡大のためのバヌアツ政府の自助努力に対する技術支
援を通し、他州とS&Cモデルを共有する。
4-2. 3カ国のプロジェクトチームによる電話、テレビ会議を実施する。
4-3.　フィジーにおける第三国研修に参加する。

4-4. プロジェクトの進捗や成果を国際会議の場で発表する。*5

[*2] CHNs needing coaching: CHNs who scored one or more 1s, 2s and/or 3s on their competency assessment results.
[*3]  S&C skills include the capacity to: (i) assess performance of community health nurse in view of the CS; (ii) identify training needs of community health nurses; and (iii) locally provide
technical support to community health nurses
[*4] After the realization of the MOH's new structure, this will be the Provincial Hospital Nursing Manager, Provincial Public Health Manager, and Provincial Health Administrator.
[*5] e.g. PHRHA (Pacific Human Resource for Health Alliance), Pacific Professional Nurse Association, and 2nd Global Forum on Health Workforces in Bangkok.

投　入
日本側

1)　専門家派遣
　　－プロジェクト運営/保健政策
　　－業務調整/看護
　　－S&C
　　－M&E
　
2)　供与機材
　　－事務所資機材
　　－ガイドライン制作用資材、研修機材
　　－その他

3)　その他
　　－研修経費
　　－パイロット州におけるS&Cのモニタリング経費

バヌアツ側

1)　カウンターパートの配置
 1-1 Project Director: Director
       General, MOH
 1-2 Project Manager: Manager,
       HRDTU, MOH
 1-3 Other counterparts:
     - Principal, Vanuatu College of
        Nurse Education
     - IST coordinator, HRDTU
     - Shafa Province

2)　JCCメンバー

3)　保健省内でのプロジェクト事務所
　　設置

4)　その他
 4-1  カウンターパートの人件費、光
　　熱費等
 4-2  S&C実施のための経費

パイロット州のS&Cに関す
る予算が引き続き確保さ
れ、タイムリーに支出され
る。

バヌアツ国の保健セクター
方針や人材育成計画のな
かで、地域保健看護師の能
力強化が支持されている。

[*1] The NB-IST system is composed of: (i) supervising and coaching community health nurses in view of the CS; (ii) identifying training needs among community health nurses; and (iii)
planning for and conducting the NB-IST; and (iv) monitoring and evaluating the entire process of the system.
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大項目 小項目

カウンターパートの配置、プロジェクト実施に必要な施設・機材（含メンテナンス）、土地・建物・施設、活動実施にかかわ
るコスト（物品・現金）、その他 x x 投入実績表

計画と大きな乖離がある項目（あれば）及びその理由 x 投入実績表

専門家派遣（氏名、専門分野、期間）、供与・携行機材（種類、価格、量、設置・保管場所など）、現地活動費、その他 x x 投入実績表

計画と大きな乖離がある項目（あれば）及びその理由 x x 投入実績表

指標 1-1: 「現場ニーズに基づく現任研修」を促進する政策文書が策定もしくは改訂される。 x
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合） x x
指標 2-1: 期限内に地区保健事務所から地方保健事務所、地方保健事務所から中央（保健省）に提出されたＭ＆Ｅ報告
書の割合

x 「期限内」の定義

指標 2-2: Ｍ＆Ｅデータベースが定期的にアップデートされる。 x (x) (x) 「定期的」の定義

アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合） x x
指標 3-1: 開発された看護指導官育成のためのマネジメントパッケージ x
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合） x x
指標 4-1: 中央及び地方レベルのＩＳＴコーディネータの職務規定書が公式に承認される。 x
指標 4-2: 中央レベルで年次看護現任研修計画が策定される。 x (x) (x)
指標 4-3: 各地方でＩＳＴインベントリーが四半期ごとにアップデートされる。 x (x) (x)
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合） x x
指標 5-1: テレビ、電話会議の回数 x
指標 5-2: 国際会議での発表回数 x
指標 5-3: 経験が共有された事例 x (x) (x)
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x
指標 1: 各地方において80％以上の地域看護師がガイドラインに定められた頻度の能力基準に基づく評価を受ける。 x
指標 2: 95%以上の保健施設がガイドラインに定められた毎年1回以上の監督指導訪問を受ける。

x
ガイドラインでは年4回（アクセスが悪い
場所は2回）と規定されている（指標との
乖離）

指標 3: 70％の看護指導官が看護指導官育成のためのマネジメントパッケージの全項目に関する研修を受ける。 x
指標 4: 各地方において計画された「現場ニーズに基づく現任研修」の80％（年間）が実施される。 x
指標 5: NB-ISTメカニズムの指標の一部が各地方のビジネスプラン上の指標として採用される。 x (x) (x)

プロジェクト目標が達成されない場合の阻害要因 阻害要因、外部条件の影響など x x x x
プロジェクト目標の達成に必要な活動 プロジェクト目標達成に向けたロードマップ（未達成の場合） x x
上位目標「フィジーにおける地域保健サービスの質が向
上する」の現状

指標:地域保健看護師の能力基準に基づく評価の点数が3以下のコンポーネントが一つでもある地区の数 x

上位目標達成に向けた計画 達成までの道筋、外部条件は現在でも有効か、貢献・阻害要因（保健省のコミットメント、技術力、リソースの過不足等）、
予想される課題への対策 x x x x

活動は計画どおり実施されたか。 計画された活動の進捗状況 (計画 vs. 実際)、計画になかった活動（あれば） x (x)
活動の実施に影響を及ぼした要因 進捗に影響を与えた問題、活動が促進された事例と背景、活動促進のための対策（実例、代替案） x x x

プロジェクトにおける技術移転の内容、方法 x x x x
実施過程に問題はなかったか。 x x x x

意思決定の仕組みとプロセス 活動の変更、軌道修正及び人員の選定等に係る決定はどのようなプロセスでなされているか、それに起因する問題点 x x x x
モニタリングの実施状況 モニタリングの仕組み、頻度（計画と実際）、結果の利用状況、問題点など x x x x
コミュニケーションは効果的に行われているか。 以下のコミュニケーションに問題はないか：①専門家とカウンターパート間、②専門家の間、③カウンターパート間、④プ

ロジェクトとフィジーにおける他のステークホルダー x x x x x

JICA本部と現地事務所の役割 プロジェクトに対するサポート状況（コミュニケーションの頻度、方法、計画変更時の対応状況、協力内容） x x JICA本部及びフィジー事務所の担当者
からも情報収集

JICAまたは他ドナーが支援するプロジェクトとの協働 コラボレーション・重複の事例、他ドナーとの調整メカニズム x x x x
その他 プロジェクトの進捗に影響を与えた要因（プロジェクトのデ

ザインに起因するものを含む）
事例・問題点など x x x x x

1-
2.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
プ

ロ
セ

ス

活動の実施

技術移転 技術移転のアプローチ・方法の適切性

マネジメント体制

１．実績の検証

1-
1 ．

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

績

投入は計画どお
り行われたか。

フィジー側の投入実績（計画と実際）

日本側投入実績（計画と実際）

プロジェクト終了
までにアウトプッ
トが計画どおり
産出されるか。

アウトプット１の達成状況: 「『現場ニーズに基づく現任研
修』が政策として有効になる」
＋促進要因、阻害要因

アウトプット２の達成状況: 「『現場ニーズに基づく現任研
修』のための国家標準化されたモニタリング評価（M&E）シ
ステムが実施される」
＋促進要因、阻害要因

アウトプット３の達成状況: 「看護指導官育成のためのマ
ネジメントパッケージが開発される」
＋促進要因、阻害要因

アウトプット４の達成状況: 「中央及び地方レベルにおける
現任研修（IST）コーディネーターの役割が強化される」
＋促進要因、阻害要因

アウトプット５の達成状況: 「フィジー、トンガ、バヌアツ国内
及び各国間（もしくは3カ国を超えて）において、プロジェク
トの進捗及び成果が共有される」
＋促進要因、阻害要因

プロジェクト終了
までにプロジェク
ト目標が達成さ
れるか。

プロジェクト目標「「現場ニーズに基づく現任研修」の仕組
みが強化される」の達成状況・見込み（目標値との比較）

プロジェクト終了
後3～5年以内
に上位目標は
達成されるか。

評
価

項
目 評価設問

必要なデータ

情報源

資料名
他補足情報など

資
料

レ
ビ

ュ
ー

C
P よ

り
聞

き

取
り

裨
益

者
よ

り
聞

き
取

り

専
門

家
よ

り
聞

き
取

り

そ
の

他
関

連
機

関
よ

り
聞

き
取

り

評価グリッド（フィジー） 
４

．
評

価
グ

リ
ッ

ド
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大項目 小項目

評
価

項
目 評価設問

必要なデータ

情報源

資料名
他補足情報など

資
料

レ
ビ

ュ
ー

C
P よ

り
聞

き

取
り

裨
益

者
よ

り
聞

き
取

り

専
門

家
よ

り
聞

き
取

り

そ
の

他
関

連
機

関
よ

り
聞

き
取

り

プロジェクトはフィジー政府・保健省と日本の政策及び重
点分野に合致しているか。

中間レビューの結果、中間レビュー後に策定された政策や優先事項 x x x

ターゲットグループやその他の裨益者のニーズに呼応し
ていたか。

中間レビューの結果、中間レビュー後に出現・消滅したニーズ x x x x

その他 中間評価以降に発生したプロジェクトの妥当性に影響を
与えるような事項

事例 x x x

プロジェクト目標
達成の見込み

プロジェクト目標は達成される見込みか。 1-1 実績の項参照のこと。 x x x

設定された「アウトプット」はプロジェクト目標達成のために
十分か（ロジックに無理はなかったか）。

プロジェクト目標とアウトプットの理論的整合性の再検証
プロジェクト目標達成に関してアウトプット１～５以外の貢献要因

x x x

保健省の政策や組織に大きな変化があったか。 x x x
その他想定外の外部条件 x x x

広域案件として
の有効性

特定されたニーズを広域案件として扱うことの適切性 プロジェクト目標の達成に関連して、広域案件として実施したことに起因する付加価値・問題点 x x

計画された活動はアウトプットの産出に十分かつ適切なも
のであったか。

アウトプットの産出状況（1. 実績の項参照）が計画どおりのものであるか、専門家、カウンターパート、その他の関係者の
活動の過不足に関する意見

x x x

計画された投入は十分かつ適切なものであったか。 関係者の意見、エビデンス (x) x x
外部条件は適切かつ十分であったか。 現場ニーズに基づく現任研修のための政策は承認されたか。その他アウトプットの産出に影響を与えた外部条件はあっ

たか。 (x) x x  

専門家派遣と現地要員の雇用の適切性（専門性、期間、タイミング）、物品調達、活動実施の適切性（タイミング、コスト）
など x x

リソースが（非）効率的に使われた事例 x x x
カウンターパート配置の適切性（数、ポスト、任命のタイミングなど）、予算・物品の割り当て・支出の適切性（量、タイミン
グ）、機材のメンテナンスの適切性

x x

リソースが（非）効率的に使われた事例 x x x x
広域案件として
の効率性

広域案件としたことで（そうでない場合と比して）効率は高
いか。

想定されたコスト面での効率性を示す・またはそれに反する事例・エビデンス x x x

外部条件①②の現状 ① ヘルスセンターやナーシングステーションに適当な量と内容の医療機材、その他が配布される。

②臨床部門の医療技術者の技術レベルが十分である。
その他上位目標の達成に影響を与えると思われる外部条件

(x) x x x

フィジー政府の上位目標（フィジーにおける地域保健サー
ビスの質が向上する）を達成するキャパシティ

フィジー政府のNB-ISTを地域保健サービスの向上に利用することに対するコミットメントの強さ、現段階におけるフィジー
政府の①資金・人材 ②看護師の能力強化を通じて地域保健の向上をめざすことを制度的に行う技術的なキャパシティ x x x

フィジー政府が他ドナーの支援を仰ぐ必要性、または得る
可能性

必要な技術的・資金的支援、他ドナーの関心・コミットメント x x x

その他のインパ
クト

プロジェクトが生み出す（と思われる）正または負のインパ
クトとその影響の最大化・最小化

プロジェクトの組織、個人、コミュニティ、政策等に対する正・負の影響 x x x x x

政策・制度面 保健省のシステムの一環としての「NB-ISTメカニズム」の
継続的な実施を促進または阻害する政策・規制・制度

現行＋設立が見越される政策、法律、規制、公的手続き等において、NB-ISTメカニズムの運営に影響するもの x x x

保健省のNB-ISTメカニズムに対するオーナーシップとコ
ミットメント

設立されたNB-ISTメカニズムがどの程度保健省の主要なステークホルダーに理解・支持されているか。 x (x)

制度化 NB-ISTメカニズムがどの程度保健省の既存システムに統合されているか。 x x x
必要な予算・その他のリソースが実際に手当てされるか。 NB-ISTメカニズムを維持拡大するために必要なコストと保健省がその予算を手当てできるか、他ドナーの関心度、他ド

ナーの支援を引き出すこれまでの試みとその結果
x x x x

プロジェクト終了までに、フィジー側CPはNB-ISTメカニズ
ムの各活動を継続的に実施するに必要なレベルの技術を
身につけることができるか。

フィジー側人材の技能レベル（何らかのアセスメント結果、自己査定）、プロジェクトが終了するまでに完了すべき技術移
転とそれに関する計画 x x x

NB-ISTメカニズムを継続的に運用するのに必要かつ十分
なツールや機材があるか。

NB-ISTメカニズムの実施または関連する研修を実施するのに必要・有用なツールやマニュアルの有無、新規の看護指
導官と新人看護師が関連技能を身につけるための仕組み

x x x x

その他 NB-ISTメカニズムの継続的な運用に影響する（と思われ
る）その他の要因

x x x x x

2-
4.

 イ
ン

パ
ク

ト

プロジェクト終了
後3～5年以内
に上位目標が
達成される見込
み

中間レビュー調査報告書の記述を確認
しアップデートする。

（インパクトは詳細計画策定調査では分
析されていない）

2-
5.

 持
続

性

中間レビュー調査報告書の記述を確認し
アップデートする。

（持続性は詳細計画策定調査では分析され
ていない）

NB-ISTメカニズムの継続的な実施＋非パ
イロット地域への拡大・定着に係るコストの
試算はされているか。

組織・財政面

技術面

2-
3.

 効
率

性

プロジェクトのデ
ザイン

詳細計画策定調査及び中間レビュー調
査報告書の記述を確認しアップデートす
る。

リソースマネジメ
ント

日本側のリソースマネジメント

フィジー側のリソースマネジメント

2. ５項目評価

2-
1.

 妥
当

性

政策・ニーズ 詳細計画策定調査及び中間レビュー調
査報告書の記述を確認しアップデートす
る。

2-
2.

 有
効

性

詳細計画策定調査及び中間レビュー調
査報告書の記述を確認しアップデートす
る。アウトプットとプ

ロジェクト目標と
の因果関係 外部条件の影響
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大項目 小項目

カウンターパートの配置、プロジェクト実施に必要な施設・機材（含メンテナンス）、土地・建物・施設、活動実施にかかわるコス
ト（物品・現金）、その他 x x 投入実績表

計画と大きな乖離がある項目（あれば）及びその理由 x 投入実績表

専門家派遣（氏名、専門分野、期間）、供与・携行機材（種類、価格、量、設置・保管場所など）、現地活動費、その他 x x 投入実績表

計画と大きな乖離がある項目（あれば）及びその理由 x x 投入実績表

指標 1-1: スーパーバイザーの機能、責任、報告系統等について明記された文書 x
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合） x x
指標 2-1: 看護スーパービジョン・システムに係るM&Eシステムについて明記された文書 x
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合） x x
指標 3-1: 能力基準（CS）研修を受けた看護指導官の割合（％） x (x) (x)
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合） x x
指標4-1: S&C及びNB-IST研修を受けた看護指導官の割合（％）

アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因

アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合）

指標 5-1：テレビ、電話会議の回数 x
指標 5-2：国際会議での発表回数 x (x) (x)
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
指標 1: 年1回以上、能力基準を用いた能力評価を受けた看護師の割合 x (x) (x)
指標 2: 年1回以上、コーチング用紙を用いたコーチングを受けた看護師の割合 x (x) (x)
指標 3: （中央レベル看護指導官の視点から見た）プロジェクトによってもたらされた看護管理システム上の改善点 x x

プロジェクト目標が達成されない場合の阻害要因 阻害要因、　外部条件の影響など x x x x
プロジェクト目標の達成に必要な活動 プロジェクト目標達成に向けたロードマップ（未達成の場合） x x
上位目標「トンガにおける地域保健サービスの質が向上
する」の現状

指標 1: 能力評価の評点がすべての項目において3以上（1、2がない）の看護師の割合

指標 2: 2013年をベースラインとして、能力評価の結果（評点）が向上した看護師の割合
x

上位目標達成に向けた計画 達成までの道筋、外部条件は現在でも有効か、貢献・阻害要因（保健省のコミットメント、技術力、リソースの過不足等）、予想
される課題への対策 x x x x x

活動は計画どおり実施されたか。 計画された活動の進捗状況 (計画 vs. 実際)、計画になかった活動（あれば） x x
活動の実施に影響を及ぼした要因。 進捗に影響を与えた問題、活動が促進された事例と背景、活動促進のための対策（実例、代替案） x x x

プロジェクトにおける技術移転の内容、方法 x x x x
実施過程に問題はなかったか。 x x x x

意思決定の仕組みとプロセス 活動の変更、軌道修正及び人員の選定等に係る決定はどのようなプロセスでなされているか、それに起因する問題点 x x x x
モニタリングの実施状況 モニタリングの仕組み、頻度（計画と実際）、結果の利用状況、問題点など x x x x
コミュニケーションは効果的に行われているか。 以下のコミュニケーションに問題はないか：①専門家とカウンターパート間、②専門家の間、③カウンターパート間、④プロジェ

クトとトンガにおける他のステークホルダー x x x x x

JICA本部と現地事務所の役割 プロジェクトに対するサポート状況（コミュニケーションの頻度、方法、計画変更時の対応状況、協力内容） x x JICA本部、トンガ支所からも
情報入手

JICAまたは他ドナーが支援するプロジェクトとの協働 コラボレーション・重複の事例、他ドナーとの調整メカニズム x x x x
その他 プロジェクトの進捗に影響を与えた要因（プロジェクトのデ

ザインに起因するものを含む）
事例・問題点など x x x x x

アウトプット３の達成状況: 「看護指導官の、看護師に対

するCS評価実施能力が向上する」

＋促進要因、阻害要因

アウトプット５の達成状況: 「トンガ、バヌアツ、フィジー国
内及び各国間（もしくは3カ国を超えて）において、プロジェ
クトの進捗及び成果が共有される」　＋促進要因、阻害要
因

プロジェクト終了
までにプロジェク
ト目標が達成さ
れるか。

プロジェクト目標「既存のスーパービジョン・システムに組
み込まれた『現場ニーズに基づく現任研修』のメカニズム
が強化される」の達成状況・見込み（目標値との比較）

プロジェクト終了
後3～5年以内
に上位目標は達
成されるか。

1-
2.

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
プ

ロ
セ

ス

活動の実施

技術移転 技術移転のアプローチ・方法の適切性

マネジメント体制

アウトプット４の達成状況: 「看護指導官の、看護師に対す
るコーチング及びNB-IST実施能力が向上する」
＋促進要因、阻害要因

１．実績の検証

1-
1．

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

績

投入は計画どお
り行われたか。

トンガ側の投入実績（計画と実際）

日本側投入実績（計画と実際）

プロジェクト終了
までにアウトプッ
トが計画どおり
産出されるか。

アウトプット１の達成状況: 「看護スーパービジョン・システ
ムが、「現場ニーズに基づく現任研修」のメカニズムに適
合するよう再定義される」　＋促進要因、阻害要因

アウトプット２の達成状況: 「新たに定義された看護スー

パービジョン・システムに沿ったNB-ISTメカニズムのM&E
システムが確立する」　＋促進要因、阻害要因

評
価

項
目

評価設問

必要なデータ

情報源

資料名
他補足情報など

資
料

レ
ビ

ュ
ー

C
Pよ

り
聞

き
取

り

裨
益

者
よ

り
聞

き
取

り

専
門

家
よ

り
聞

き
取

り

そ
の

他
関

連
機

関
よ

り
聞

き
取

り
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評価グリッド（トンガ） 



大項目 小項目

評
価

項
目

評価設問

必要なデータ

情報源

資料名
他補足情報など

資
料

レ
ビ

ュ
ー

C
Pよ

り
聞

き
取

り

裨
益

者
よ

り
聞

き
取

り

専
門

家
よ

り
聞

き
取

り

そ
の

他
関

連
機

関
よ

り
聞

き
取

り

プロジェクトはトンガ政府・保健省と日本の政策及び重点
分野に合致しているか。

中間レビューの結果、中間レビュー後政策や優先事項の変化はあったか。 x x x

ターゲットグループやその他の裨益者のニーズに呼応し
ていたか。

中間レビューの結果、中間レビュー後ニーズの変化はあったか。 x x x x

その他 中間評価以降に発生したプロジェクトの妥当性に影響を
与えるような事項

事例 x x x x x

プロジェクト目標
達成の見込み

プロジェクト目標は達成される見込みか。 1-1 実績の項参照のこと。 x x x

設定された「アウトプット」はプロジェクト目標達成のため
に十分か（ロジックに無理はなかったか）

プロジェクト目標とアウトプットの理論的整合性の再検証
プロジェクト目標達成に関してアウトプット１～５以外の貢献要因

x x x

保健省の政策面・組織面における大きな変化があったか。 x x x
その他想定外の外部条件 x x x

広域案件として
の有効性

特定されたニーズを広域案件として扱うことの適切性 プロジェクト目標の達成に関連して、広域案件として実施したことに起因する付加価値・問題点 x x

計画された活動はアウトプットの産出に十分かつ適切なも
のであったか。

アウトプットの産出状況（1. 実績の項参照）が計画どおりのものであるか、専門家、カウンターパート、その他の関係者の活動
の過不足に関する意見

x x x

計画された投入は十分かつ適切なものであったか。 関係者の意見、エビデンス x x x
外部条件は適切かつ十分であったか。 当初想定されていなかったがアウトプットの産出に影響を与えた外部条件 x x x  

専門家派遣と現地要員の雇用の適切性（専門性、期間、タイミング）、物品調達、活動実施の適切性（タイミング、コスト）など x x
リソースが（非）効率的に使われた事例 x x x x
カウンターパート配置の適切性（数、ポスト、任命のタイミングなど）、予算・物品の割り当て・支出の適切性（量、タイミング）、
機材のメンテナンスの適切性

x x

リソースが（非）効率的に使われた事例 x x x x
広域案件として
の効率性

広域案件としたことで（そうでない場合と比して）効率は高
いか

想定されたコスト面での効率性を示す・またはそれに反する事例・エビデンス x x x

外部条件① ②の現状 ①看護師の大量流出が起こらない、②保健省が看護指導官のマネジメントに関連する研修を制度化する。
その他上位目標達成に貢献する、または達成を阻害する要因

x x x

トンガ政府の上位目標（トンガにおける地域保健サービス
の質が向上する）を達成するキャパシティ

トンガ政府のNB-ISTを地域保健サービスの向上に利用することに対するコミットメントの強さ、現段階におけるトンガ政府の①
資金・人材 ②看護師の能力強化を通じて地域保健の向上をめざすことを制度的に行う技術的なキャパシティ

x x x

トンガ政府が他ドナーの支援を仰ぐ必要性、または得る
可能性

必要な技術的・資金的支援、他ドナーの関心・コミットメント x x x

その他のインパ
クト

プロジェクトが生み出す（と思われる）正または負のインパ
クトとその影響の最大化・最小化

プロジェクトの組織、個人、コミュニティ、政策等に対する正・負の影響 x x x x x

政策・制度面 看護スーパービジョン・システムに統合されたNB-ISTメカ
ニズムを促進または阻害する政策・規制・制度

現行＋設立が見越される政策、法律、規制、公的手続き等において、NB-ISTメカニズムの運営に影響するもの x x x

保健省のNB-ISTメカニズムに対するオーナーシップとコ
ミットメント

設立されたNB-ISTメカニズムがどの程度保健省の主要なステークホルダーに理解・支持されているか。 x x

制度化 NB-ISTメカニズムがどの程度保健省の既存システムに統合されているか。 x x x
必要な予算・その他のリソースが実際に手当てされるか。 NB-ISTメカニズムを維持拡大するために必要なコストと保健省がその予算を手当てできるかの分析、他ドナーの関心度、他ド

ナーの支援を引き出すこれまでの試みとその結果
x x x x

プロジェクト終了までに、トンガ側CPはNB-ISTメカニズム
のパイロット地域における継続的な運営と非パイロット地
域への拡大に必要なレベルの技術を身につけることがで
きるか。

トンガ側人材の技能レベル（何らかのアセスメント結果、自己査定）、プロジェクトが終了するまでに完了すべき技術移転とそ
れに関する計画

x x

NB-ISTメカニズムを継続的に運用するのに必要かつ十
分なツールや機材があるか。

NB-ISTメカニズムの実施または関連する研修を実施するのに必要・有用なツールやマニュアルの有無、新規の看護指導官と
新人看護師が関連技能を身につけるための仕組み

x x x x

その他 NB-ISTメカニズムの継続的な運用に影響する（と思われ
る）その他の要因

x x x x x

2-
4.

 イ
ン

パ
ク

ト

プロジェクト終了
後3～5年以内
に上位目標は達
成されるか。

中間レビュー調査報告書の
記述を確認しアップデートす
る。

（インパクトは詳細計画策定
調査では分析されていない）

2-
5.

 持
続

性

中間レビュー調査報告書の記
述を確認しアップデートする。

（持続性は詳細計画策定調査で
は分析されていない）

NB-ISTメカニズムの継続的な
実施＋非パイロット地域への拡
大・定着に係るコストの試算はさ
れているか。

組織・財政面

技術面

2-
3.

効
率

性

プロジェクトのデ
ザイン

詳細計画策定調査及び中間
レビュー調査報告書の記述
を確認しアップデートする。

リソースマネジメ
ント

日本側のリソースマネジメント

トンガ側のリソースマネジメント

2-
1.

 妥
当

性

政策・ニーズ 詳細計画策定調査及び中間
レビュー調査報告書の記述
を確認しアップデートする。

2-
2.

 有
効

性

詳細計画策定調査及び中間
レビュー調査報告書の記述
を確認しアップデートする。アウトプットとプ

ロジェクト目標と
の因果関係 外部条件の影響はあったか。

2. ５項目評価
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大項目 小項目

カウンターパートの配置、プロジェクト実施に必要な施設・機材（含メンテナンス）、土地・建物・施設、活動実施にかかわるコスト
（物品・現金）、その他 x x 投入実績表

計画と大きな乖離がある項目（あれば）及びその理由 x 投入実績表

専門家派遣（氏名、専門分野、期間）、供与・携行機材（種類、価格、量、設置・保管場所など）、現地活動費、その他 x x 投入実績表

計画と大きな乖離がある項目（あれば）及びその理由 x x 投入実績表

指標 1-1：パイロット州の全看護指導官がガイドラインまたはマニュアルを持つ。 x (x) (x)
指標 1-2：看護師の能力基準(CS) のドラフトが完成する。 x
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合） x x
指標 2-1：パイロット州の全看護指導官がS&C技術に関する研修を受講する。 x x x
指標 2-2：パイロット州の保健マネジャーがS&Cモニタリングの研修を受講する。 x x
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x (x) x
アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合） x x
指標 3-1：パイロット州のゾーン看護指導官の75％が、S&C実施開始後に、少なくとも6カ月に1回は地域保健看護師に対して

S&C訪問を行う。
x

アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
アウトプットの産出までのロードマップ（未達成の場合） x x
指標 4-1：テレビ、電話会議の回数 x
指標 4-2：国際会議での発表回数 x
アウトプットの産出に関する貢献・阻害要因 x x x
指標１：パイロット州において 80% の地域保健施設が、6カ月に1回以上のスーパーバイザリー訪問を受ける。 x
指標２：パイロット州において80 % の地域保健看護師が、年に1度、CS評価を受ける。 x
指標３：パイロット州において80% のコーチングを必要とする地域保健看護師が、年に1回以上コーチングを受ける。 x

プロジェクト目標が達成されない場合の阻害要因 阻害要因、　外部条件の影響など x x x x
プロジェクト目標の達成に必要な活動 プロジェクト目標達成に向けたロードマップ（未達成の場合） x x
上位目標「他州への拡大を念頭に、『現場ニーズに基づく
現任研修（NB-IST）システム』がデザインされ、パイロット
州にて試行される」の指標の達成状況・見込み

指標：パイロット州においてNB-ISTが1年に1回以上実施される。
x

上位目標達成計画 達成までの道筋、外部条件は現在でも有効か、貢献・阻害要因（保健省のコミットメント、技術力、リソースの過不足等）、予想
される課題への対策 x x x x

活動は計画どおり実施されたか。 計画された活動の進捗状況 (計画 vs. 実際)、計画になかった活動（あれば） x (x) (x)
活動の実施に影響を及ぼした要因。 進捗に影響を与えた問題、活動が促進された事例と背景、活動促進のための対策（実例、代替案） x x x

プロジェクトにおける技術移転の内容、方法 x x x x
実施過程に問題はなかったか。 x x x x

意思決定の仕組みとプロセス 活動の変更、軌道修正及び人員の選定等に係る決定はどのようなプロセスでなされているか、それに起因する問題点 x x x x
モニタリングの実施状況 モニタリングの仕組み、頻度（計画と実際）、結果の利用状況、問題点など x x x x
コミュニケーションは効果的に行われているか。 以下のコミュニケーションに問題はないか：①専門家とカウンターパート間、②専門家の間、③カウンターパート間、④プロジェク

トとバヌアツにおける他のステークホルダー x x x x x

JICA本部と現地事務所の役割 プロジェクトに対するサポート状況（コミュニケーションの頻度、方法、計画変更時の対応状況、協力内容）
x x JICA本部、フィジー事務所、バヌア

ツ支所より情報入手

JICAまたは他ドナーが支援するプロジェクトとの協働 コラボレーション・重複の事例、他ドナーとの調整メカニズム x x x x
その他 プロジェクトの進捗に影響を与えた要因（プロジェクトのデ

ザインに起因するものを含む）
事例・問題点など x x x x x

　
1-

2.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

実
施

プ
ロ
セ
ス

活動の実施

技術移転 技術移転のアプローチ・方法の適切性

マネジメント体
制

評
価

項
目 評価設問

必要なデータ

情報源

資料名
他補足情報など

資
料

レ
ビ
ュ
ー

C
P よ

り
聞

き
取

り

裨
益

者
よ
り
聞

き
取

り

そ
の

他
関

連
機

関
よ
り
聞
き
取

り

専
門

家
よ
り
聞

き
取

り

１．実績の検証

1-
1 ．

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

実
績

投入は計画どお
り行われたか。

バヌアツ側の投入実績（計画と実際）

日本側投入実績（計画と実際）

プロジェクト終了
までにアウトプッ
トが計画どおり
産出されるか。

アウトプット１の達成状況: 「S&C試行のモデルがデザイ

ンされ使用される」　＋促進要因、阻害要因

アウトプット２の達成状況: 「パイロット州の看護指導官が

S&Cの技術 を身につける」
＋促進要因、阻害要因

アウトプット３の達成状況: 「パイロット州において、看護指

導官によってS&Cが定期的に行われる」　＋促進要因、

阻害要因

アウトプット４の達成状況: 「バヌアツ、フィジー、トンガ国
内及び各国間（もしくは3カ国を超えて）において、プロジェ
クトの進捗及び成果が共有される」　＋促進要因、阻害要
因

プロジェクト終了
までにプロジェク
ト目標が達成さ
れるか。

プロジェクト終了
後3～5年以内
に上位目標は
達成されるか。

プロジェクト目標「パイロット地域において、地域保健看護
師に対する現場事情に即したスーパービジョンとコーチン
グ（S&C）のモデルが実施される」の達成状況・見込み（目
標値との比較）
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評価グリッド（バヌアツ）



大項目 小項目

評
価

項
目 評価設問

必要なデータ

情報源

資料名
他補足情報など

資
料

レ
ビ
ュ
ー

C
P よ

り
聞

き
取

り

裨
益

者
よ
り
聞

き
取

り

そ
の

他
関

連
機

関
よ
り
聞
き
取

り

専
門

家
よ
り
聞

き
取

り

プロジェクトはバヌアツ政府・保健省と日本の政策及び重
点分野に合致しているか。

詳細計画策定調査報告書にある情報関連の最新のもの

保健セクター戦略 2010-2016 + プロジェクトの保健システム強化への貢献に関するステークホルダーの意見
プロジェクトと補完関係または相反関係にあるバヌアツ政府・他ドナーの活動・政策・制度

x x x x x

ターゲットグループやその他の裨益者のニーズに呼応し
ていたか。

プロジェクトで対応したターゲットグループのニーズ　vs. その他のターゲットグループのニーズ・優先事項（明文化されているも
の＋聞き取りで確認されたもの）

x x x x

手段としての適
切性

日本の比較優位性はあるか（ノウハウ・経験）。 類似プロジェクト（前プロジェクトまたは他のスーパービジョンまたは現任研修等の人材育成に関連するプロジェクト）の経験が
生かされているか。 x

その他 前提条件は確保されたか。 前提条件「バヌアツ国の保健セクター方針や人材育成計画のなかで、地域保健看護師の能力強化が支持されている」  の現状
とプロジェクトへの影響

x x x

プロジェクト目標
達成の見込み

プロジェクト目標は達成される見込みか。 1-1 実績の項参照のこと。 x x x

設定された「アウトプット」はプロジェクト目標達成のため
に十分か（ロジックに無理はなかったか）。

プロジェクト目標とアウトプットの理論的整合性の再検証
プロジェクト目標達成に関してアウトプット１～４以外の貢献要因

x x x

外部条件「 開発パートナーがS&CやNB-ISTを支持する」の影響 x x x
外部条件「国の課題別プログラムがS&CやNB-ISTと連携する」の影響 x x x

広域案件として
の有効性

特定されたニーズを広域案件として扱うことの適切性 プロジェクト目標の達成に関連して、広域案件として実施したことに起因する付加価値・問題点 x x

計画された活動はアウトプットの産出に十分かつ適切な
ものであったか。

アウトプットの産出状況（1. 実績の項参照）が計画どおりのものであるか、専門家、カウンターパート、その他の関係者の活動
の過不足に関する意見

x x x

計画された投入は十分かつ適切なものであったか。 関係者の意見、エビデンス x x x
外部条件「パイロット州のS&Cに関する予算が引き続き確保され、タイムリーに支出される」の現状 x x x  
その他当初想定されていなかったがアウトプットの産出に影響を与えた外部条件 x x x
専門家派遣と現地要員の雇用の適切性（専門性、期間、タイミング）、物品調達、活動実施の適切性（タイミング、コスト）など x x
リソースが（非）効率的に使われた事例 x x x x
カウンターパート配置の適切性（数、ポスト、任命のタイミングなど）、予算・物品の割り当て・支出の適切性（量、タイミング）、機
材のメンテナンスの適切性

x x

リソースが（非）効率的に使われた事例 x x x x
広域案件として
の効率性

広域案件としたことで（そうでない場合と比して）効率は高
いか。

想定されたコスト面での効率性を示す・またはそれに反する事例・エビデンス x x x

外部条件①政府がNB-ISTへのかかわりを維持し続ける、
②看護師の大量退職が起こらない、の現状

①政府関係者（特に要職にある者）がどの程度NB-ISTシステムの利点を分かっているか、NB-ISTを後押しする政策はあるか、
②人材計画、　その他上位目標に影響する外部条件はあるか。 x x x

バヌアツ政府の上位目標（「他州への拡大を念頭に、「現
場ニーズに基づく現任研修（NB-IST）システム」）を達成
するキャパシティ

バヌアツ政府の ①財政的・人的資源、②技術力面でのキャパシティ、プロジェクトがカウンターパートに対してどの程度NB-IST
の他のコンポーネントに関して技術移転が可能か。 x x x

バヌアツ政府が他ドナーの支援を仰ぐ必要性、または得
る可能性

必要な技術的・資金的支援、他ドナーの関心・コミットメント x x x

その他のインパ
クト

プロジェクトが生み出す（と思われる）正または負のインパ
クトとその影響の最大化・最小化

プロジェクトの組織、個人、コミュニティ、政策等に対する好ましいまたは好ましくない影響 x x x x x

政策・制度面 設立された「S&C システム」を促進または阻害する政策・
規制・制度

現行＋設立が見越される政策、法律、規制等において、シェファ州における継続的な S&C システムの運営に影響するもの x x

設立された「S&C システム」 と「現場ニーズに基づく現任

研修（NB-IST）システム」 のオーナシップ

設立された「S&C システム」 と「現場ニーズに基づく現任研修（NB-IST）システム」がどの程度保健省や関連機関の主要なス
テークホルダーに理解・支持されているか。

x x

保健省のコミットメント 保健省の将来的な計画（予算と人材の配置を含む） x x
必要な額の予算が実際に手当てされるか。 S&Cシステム運用時にかかる費用（研修・再研修を含む）、保健省の財政状況、他ドナーの関心、保健省もしくはプロジェクトに

よって実施された予算確保にかかわるこれまでの活動
x x x x

制度化 設立された「S&C システム」が①シェファ州保健局と②保健省の現行制度にどの程度統合されているか。 x x x x
プロジェクト終了までに、バヌアツ側CPはシェファ州で
S&Cを継続していくことが可能なレベルの技術を身につけ
ることができるか。

バヌアツ側カウンターパート、関連機関の技術力（何らかのアセスメント結果、自己査定）、プロジェクトが終了するまでに完了
すべき技術移転とそれに関する計画 x x x

シェファ州でS&Cを継続するのに必要かつ十分なツール
や機材があるか。

S&Cの実施または関連する研修を実施するのに必要・有用なツールやマニュアルの有無、現時点における、または将来的に
必要な機材の有無

x x x x

その他 その他シェファ州におけるS&Cの継続的実施に影響を与
えると思われる要因

関係者の意見 x x x x x

2. ５項目評価

2-
1.

 妥
当

性

政策・ニーズ

アウトプットとプ
ロジェクト目標と
の因果関係 外部条件の影響はあったか。

2-
2.

 有
効

性

詳細計画策定調査報告書(2010)
の情報をアップデートする。
インパクト調査報告書、その他のプ
ロジェクト報告書

詳細計画策定時に持続性の評価はさ
れていない。

詳細計画策定時にインパクトの評
価はされていない。

2-
5.
持

続
性

技術面

組織・財政面

プロジェクト終了
後3～5年以内
に上位目標は
達成されるか。

2-
4.

 イ
ン
パ

ク
ト

2-
3.
効

率
性

外部条件は適切かつ十分であったか。

リソースマネジメ
ント

バヌアツ側のリソースマネジメント

プロジェクトのデ
ザイン

日本側のリソースマネジメント
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投入リスト（フィジー） 

 

<日本側> 

機材供与 

供与機材 

種類 数量 設置場所 

ノート型コンピュータ

ー 
4 保健省、地方保健事務所（中・東部、北部、西部） 

複合プリンター 3 保健省、地方保健事務所（北部、西部） 

コピー機 1 中・東部地方保健事務所 

プロジェクター 2 地方保健事務所（北部、西部） 

携行機材 

種類 数量 保管場所 

デジタルカメラ 1 プロジェクト事務所 

ビデオカメラ 1 プロジェクト事務所 

三脚 2 プロジェクト事務所 

SD メモリーカード 5 プロジェクト事務所 

カメラケース 1 プロジェクト事務所 

現地活動費 

年 期間 金額（円） 

1 年目 2010 年 10 月－2011 年 3 月 7,934,650 

2 年目 2011 年 5－12 月 11,592,614 

3 年目 2012 年 2 月－2013 年 1 月 19,481,812 

4 年目 2013 年 2－7 月 10,445,049 

合計 2013 年 7 月末現在 49,454,125 

専門家派遣 

氏名 専門分野 日数 

八鳥知子 総括・プロジェクト運営 428 

長井圭子 副総括・保健政策 288 
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５．投入リスト 



 

大石和代 M&E システム 21 

興津暁子 M&E システム 134 

大西真由美 S&C 25 

嘉茂すみ代 看護管理政策 49 

小林恵子 S&C 78 

八田早恵子 S&C 166 

井出悦子 業務調整 105 

溝上芳恵 インパクト調査 97 

小林美紀 インパクト調査 79 

山中郁 S&C 支援、看護管理政策 145 

小林房代 看護管理行政・業務調整 481 

西井栄美子 業務調整/研修管理 74 

西間木紫乃 業務調整/研修管理 79 

島崎梓 業務調整・看護 85 

藤野荘子 業務調整・看護 20 

池ノ上竹美 S&C 支援 3 

合計 2357 

 

<フィジー側> 

カウンターパート及びその他の関係者 
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プロジェクト事務所（保健省） 

日本人専門家及び現地雇用スタッフの執務スペース 

現地活動費  

15,059 フィジードル ( 780,342 円相当)  

研修参加者及びファシリテーターの日当 

現場訪問にかかる交通費（燃料、運転手） 

会場借り上げ費 

運営費   

保健省カウンターパートの給与、国内出張関連費用、光熱費 

 

1 Dr. Salanieta Saketa 2010年10月 ～ 2011年12月

2 Dr. Eroni Tora 2012年1月 ～ 現在

3 Sr. Silina Waqa Ledua Director of Nursing Services, MOH Project Manager 2010年10月 ～ 現在

4 Sr. Salanieta Matiavi 2010年10月 ～ 2010年12月

5 Sr. Talatoka Tamani 2011年1月 ～ 2011年6月

6 Sr. Atelini Wainiveikoso 2011年7月 ～ 2012年12月

7 Mr. Joe Qalova Senior Administration Officer, Training Unit, MOH 2010年10月 ～ 2011年3月

National Trainer, Training Unit, MOH 2011年4月 ～ 2012年9月

Head, Health System Standard, Exective Support Unit, MOH 2012年9月 ～ 2013年6月

Acting Senior Admin Secretary, MOH 2013年6月 ～ 現在

9 Ms. Nanise Raika Principle Admin. Officer, Training Unit, MOH 2012年9月 ～ 現在

10 Mr. Albert McLaren 2010年10月 ～ 2011年3月

11 Mr. Kavekini Neidiri 2011年4月 ～ 2012年3月

2012年4月 ～ 現在

Nursse Practitioner Coordinator/Senior Lecturer, Fiji School
of Nursing, CMNHS, FNU 2010年10月 ～ 2011年3月

13 Sr. Iloi Rabuka Senior Lecturer, Department of Public Health, CMNHS, FNU 2011年3月 ～ 2012年6月

14 Sr. Rusieli Taukei Senior Lecturer, Fiji School of Nursing, CMNHS, FNU 2012年6月 ～ 現在

15 Sr. Penina V. Druavesi Divisional Health Sister (Central Div.) 2010年10月 ～ 現在

16 Sr. Akeneta Matanitobua 2010年10月 ～ 2012年12月

17 Sr. Talica Vakaloloma 2013年1月 ～ 現在

18 Sr. Unaisi Seavula 2010年10月 ～ 2011年12月

19 Sr. Leslie Boyd 2012年1月 ～ 現在

20 Sr. Titilia Dakuliga Divisional Health Sister (Northern Div.) 2010年10月 ～ 現在

21 Sr. Talatoka Tamani 2010年10月 ～ 2011年10月

22 Sr. Mereseini Kamunaga 2011年10月 ～ 現在

23 Sr. Melania Louey Divisional IST Coordinator (Western Div.) 2010年10月 ～ 現在

24 Sr. Kinisena Bolalevu 2010年10月 ～ 2012年12月

25 Sr. Litiana Draunibaka 2013年7月 ～ 現在

保健省（中央）

No. 氏名 ポスト
プロジェクトにおける

役職
任命期間

Divisional Health Sister (Western. Div.)

Permanent Secretary, MOH Project Director

National IST Coordinator, MOH

8 Mr. Fasala Vamarasi

フィジー国立大学

Head, Fiji School of Nursing & Sciences　→

Head of School, Fiji School of Nursing, College of Medicine,
Nursing and Health Science (CMNHS), Fiji National
University (FNU)

12 Sr. Filomena McKay

保健省地方保健局

Divisional Health Sister (Eastern Div.)

Divisional IST Coordinator (Central/Eastern Divisions)

Divisional IST Coordinator (Northern Div.)
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<日本側> 

機材供与 

供与機材 

種類 数量 設置・保管場所 

ノート型コンピューター 1 保健省看護部長室 

プリンター 2 
保健省地域保健看護師長室 

クイーン・サロテ看護学校 

プロジェクター 2 クイーン・サロテ看護学校 

携行機材 

種類 数量 保管場所 

デジタルカメラ 1 プロジェクト事務所 

三脚 1 プロジェクト事務所 

SD メモリーカード 1 プロジェクト事務所 

現地活動費 

年 期間 金額（円） 

1 年目 2011 年 2－3 月 1,489,326 

2 年目 2011 年 5－12 月 4,875,906 

3 年目 2012 年 2 月－2013 年 1 月 6,653,707 

4 年目 2013 年 2－7 月 3,046,045 

合計（2013 年 7 月末現在） 16,064,984 

専門家派遣 

氏名 専門分野 日数 

八鳥知子 総括・プロジェクト運営 133 

長井圭子 副総括・保健政策 51 

興津暁子 M&E システム 47 

小林恵子 S&C 264 

八田早恵子 S&C 5 

井出悦子 業務調整 8 

投入リスト（トンガ） 
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溝上芳恵 インパクト調査 12 

小林美紀 インパクト調査 110 

藤野荘子 業務調整・看護 40 

西間木紫乃 業務調整/研修管理 163 

合計 833 
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<トンガ側> 

カウンターパート及びその他の関係者 

No. 氏名 ポスト 
プロジェクトにおけ

る役職 
任命期間 

1 Dr. Siale 'Akau'ola Director of Health, MOH Proect Director 2011 年 2 月～    現在 

2 Sr. Sela Paasi Chief Nursing Officer, MOH Project Manager 2011 年 2 月～    現在 

3 Sr. 'Ofa Takulua Matron, Vaiola Hospital, MOH   2011 年 2 月～2012 年 7 月 
4 Dr. Amelia Tu'ipulotu Matron, Vaiola Hospital, MOH   2012 年 7 月～    現在 

5 Sr. Siu Pifeleti Senior Nursing Sister, Vaiola Hospital, MOH   2012 年 8 月～    現在 

6 Sr. Afu Tei Supervising PH Sister, MOH   2011 年 2 月～    現在 

7 Sr. Tilema Cama Principal, QSSN   2011 年 2 月～    現在 

8 Mr. Viliami Ika Principal Health Planning Officer, MOH   2011 年 2 月～    現在 

9 Mr. Tu'akoi 'Ahio Principal Health Administrator, MOH   2011 年 2 月～    現在 

10 Sr. Seilini Soakai 
Senior Nursing Sister, In Charge of NCD, MOH 
Supervising NCD Nurse, MOH 

  2011 年 2 月～    現在 

11 Sr. Alisi Fifita Supervising RH Sister, MOH   2011 年 2 月～    現在 

12 Sr. 'Iunisi Vaikimo'unga Public Health Sister Graduate, MOH   2011 年 2 月～    現在 

13 Sr. Kathryn Vaka Senior Tutor Sister, QSSN   2011 年 2 月～    現在 

14 Ms. Emeline Takai Nurse Practitioner, Vava'u, MOH   2011 年 2 月～    現在 

15 Sr. Kalisi Finau Senior Nursing Sister, Ha'apai, MOH   2011 年 2 月～    現在 

16 Sr. Kalo Latu Nursing Sister, 'Eua, MOH   2011 年 2 月～    現在 

 

プロジェクト事務所 

クイーン・サロテ看護学校内の一室がプロジェクト事務所として提供されているほか、必要に応

じて保健省の会議室を提供している。 

 

活動・運営費 

以下の費用が保健省より支出された。  

カウンターパートの給与 

プロジェクト事務所光熱費 

現場訪問にかかる交通費の一部と食費・茶菓 
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<日本側> 

機材供与 

供与機材 

種類 数量 設置・保管場所 

ノート型コンピューター 1 シェファ州保健局 

複合型プリンター 1 シェファ州保健局 

プロジェクター 1 シェファ州保健局 

携行機材 

種類 数量 保管場所 

デジタルカメラ 1 プロジェクト事務所 

SD メモリーカード 1 プロジェクト事務所 

外付けハードディスク 1 プロジェクト事務所 

プロジェクター 1 プロジェクト事務所 

ノート型コンピューター 1 プロジェクト事務所 

本棚 1 プロジェクト事務所 

製本機 1 プロジェクト事務所 

ホワイトボード 1 プロジェクト事務所 

コピー機 1 プロジェクト事務所 

UPS 1 プロジェクト事務所 

複合型プリンター 1 バヌアツ看護学校 

現地活動費 

年 期間 金額（円） 

1 年目 2011 年 3 月 20,186 

2 年目 2011 年 5－12 月 4,424,909 

3 年目 2012 年 2 月－2013 年 1 月 5,655,895 

4 年目 2013 年 2－7 月 1,876,797 

合計（2013 年 7 月末現在） 16,064,984 

 

 

投入リスト（バヌアツ） 
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専門家派遣 

氏名 専門分野 日数 

八鳥知子 総括・プロジェクト運営 139 

長井圭子 副総括・保健政策 11 

大石和代 M&E システム 6 

八田早恵子 S&C 112 

井出悦子 業務調整・S&C 79 

溝上芳恵 インパクト調査 97 

山中郁 S&C 支援・看護管理政策 36 

小林房代 看護管理行政・業務調整 8 

島崎梓 業務調整・看護 53 

池ノ上竹美 S&C 支援 39 

合計 471 

<バヌアツ側> 

カウンターパート 

No. 氏名 ポスト 
プロジェクトに

おける役職 
任命期間 

1 Mr. Mark Bebe 

Director General, MOH  
Proect 

Director 

2011 年 5 月 ～ 2011 年 12 月 

2 Mr. George Taleo  2011 年12 月 ～ 2012 年 9 月 

3 Ms. Maturine Carlot Tary 2012 年 9 月 ～ 2012 年 11 月 

4 Mr. Howard Aru  2012 年11 月 ～ 2013 年 6 月 

5 Dr. Santus Wari 2013 年 7 月 ～ 現在 

6 Mr. Morris Amos Shefa Provincial Health Manager 
  

2011 年 5 月 ～ 現在 

7 Dr. Hensley Garae 
Director of Hospital and Curative 
Services, MOH 

2013 年 3 月 ～ 現在 

8 Mr. Markson Tetaun  
Acting Manager ,Human Rrsource 
Development and Training  Unit, MOH Project 

Manager 

2011 年 5 月 ～ 2012 年 5 月 

9 Mr. Katimal Kaun 
Acting Manager ,Human Rrsource 
Development and Training  Unit, MOH 

2012 年 5 月 ～ 現在 

10 Mr. Ben Taura 
Acting Provicial Health Manager 
(C)Health Promotion officer, Shefa 
Province   

2011 年 5 月 ～ 現在 

11 Mr. Morris Amos 
Shefa Provincial Health Manager, Shefa 
Health 

2012 年11 月 ～ 現在 

12 Mr. Jacques Honore Maurice Nursing Manager, Vila Central Hospital    2011 年 5 月 ～ 現在 

13 Mr. John Tasserei 
Chairperson, VNC / Health Promotion 
Officer, MOH 

  2011 年 5 月 ～ 現在 

14 Sr. Evelyn Emile 
Principal, Vanuatu College of Nursing 
Education (VCNE) 

  2011 年 5 月 ～ 現在 
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プロジェクト事務所 

保健省内のプロジェクト・マネジャーの執務室を共有 

 

活動・運営費 

以下の費用が保健省より支出された。  

摘要 金額 （バツ） 備考 

CS 研修（2012 年 4－10 月） 670,000 タフェア州、トルバ州など 

ベースライン調査準備 40,000 サンマ州 

S&C 研修講師料 60,000 看護学校 

コピー機トナー 98,000 4 色カートリッジｘ2 （プロジェクト事務所） 

コピー機メンテナンス・修理 72,165 プロジェクト事務所 

合計 940,165  
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